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序     文 

 

 国際協力機構は、インドネシア共和国政府からの技術協力要請に基づき、同国において建築物

耐震性向上のための建築行政執行能力向上プロジェクトを 2007 年 9 月から 2011 年 3 月まで実施

しています。 

 当機構は、同プロジェクトの協力実績の把握や協力効果の評価を行うとともに、今後日本国及

びインドネシア共和国がとるべき措置を両国政府に提言することを目的として、2010 年 10 月 3

日から 10 月 23 日まで、当機構インドネシア事務所次長 富谷喜一 を団長として終了時評価調査

を実施しました。 

 調査団は、インドネシア共和国政府関係者と共同で成果の確認及び評価を行い、調査結果を本

報告書に取りまとめました。 

 この報告書が今後の協力の更なる発展の指針となるとともに、本プロジェクトにより達成され

た成果が、同国の一層の発展に資することを期待いたします。 

 終わりに、プロジェクトの実施にご協力とご支援を頂いた両国の関係者の皆様に、心から感謝

の意を表します。 

 

 平成 22 年 12 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

インドネシア事務所長 小原 基文 
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略 語 一 覧 
 

BAPPENAS 国家開発計画庁 

National Development Planning Agency 

C/P カウンターパート 

Counterpart 

DG 総局長 

Director General 

DPRD 地方議会 

Parliament in a Local Government 

IMB 建築許可制度 

Building Permit System 

JICA 独立行政法人国際協力機構 

Japan International Cooperation Agency 

Kab (Kabupaten) 県 

District or Regency 

Kota 市 

City 

KPPT 総合許可サービス事務所 

Central Service Office 

MIS 建築情報管理システム 

Management Information System 

M/M 協議議事録 

Minutes of Meeting 

MoU 覚 書 

Memorandum of Understanding 

NGO 非政府組織 

Non-governmental Organization 

PDM プロジェクト・デザイン・マトリックス 

Project Design Matrix 

PDMe 評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス 

Project Design Matrix for evaluation 

PERDA 地方行政令 

Local Government Regulation 

PO 活動計画 

Plan of Operation 

PU 公共事業省 

Ministry of Public Works 



PUCK 公共事業省居住総局 

Directorate General of Human Settlements, Ministry of Public Works 

R/D 討議議事録 

Record of Discussion 

SLF 竣工検査・定期検査制度 

Functional Reliability Certificate 

TOR 業務指示書 

Terms of Reference 

TPT テクニカル・サポーティング・チーム 

Technical Supporting Team 

 

 

 



終了時評価調査結果要約表 
 

１．要件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：インドネシア共和国建築物耐震性向上のための建築行

政執行能力向上プロジェクト 

分野：計画・行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所管部署：インドネシア事務

所 

協力金額（評価時点）：4 億 4,300 万円 

先方関係機関：公共事業省居住総局（PUCK）及び最優先対象

7 地域 

日本側協力機関：国土交通省 

協力期間：2007 年 9 月～2011

年 3 月（3 年 7 カ月） 

他の関連協力：ジャワ島中部地震復興支援プロジェクト 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下「インドネシア」と記す）は世界でも有数の地震多発国であるが、

住宅の実際の建築強度が低すぎることから、地震発生のたびに数多くの人が犠牲になっている。

2006 年 5 月に発生したジャワ島中部地震を受け、JICA が「ジャワ島中部地震災害復興支援プ

ロジェクト」（2006 年 8 月～2007 年 3 月）を実施した際、インドネシアには建築基準や建築確

認申請制度は存在しているものの、地方政府（州政府及び県・市政府）による制度運用が十分

になされていない点が明らかになった。 

このような状況の下、インドネシア政府は、建築物のなかでも特にノン・エンジニアド・ハ

ウス（一般住宅）の耐震性を向上させるべく、建築行政執行に係る能力向上のために必要な技

術協力の要請を行った。これを受け、JICA は 2007 年 7 月インドネシア政府と「建築物耐震性

向上のための建築行政執行能力向上プロジェクト」に係る討議議事録（Record of Discussion：

R/D）を締結し、公共事業省居住総局（Directorate General of Human Settlements, Ministry of Public 

Works：PUCK）を協力相手機関とし、当初予定として 2007 年 9 月から 2010 年 7 月までのプロ

ジェクトを実施した。その間、2009 年 9 月 30 日に発生したスマトラ島パダン沖地震を受け、

被害が甚大であったパダンパリアマン県を中心に西スマトラ州の住宅再建支援を行うためのコ

ンポーネントを追加するとともに、プロジェクト期間を 2011 年 3 月まで延長することとなり、

2009 年 11 月に R/D 変更に係る協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）を締結した。 

 

１－２ 協力内容 

（1） 上位目標 

インドネシア全国、特に地震被災リスクの高い地域において建築物の耐震性が向上する 

 

（2） プロジェクト目標 

プロジェクト対象地域において建築物耐震性向上のための建築行政執行能力が向上する 

 

（3） 成 果 

成果１：公共事業省における建築行政執行能力に係る組織力が向上する。 

成果２：プロジェクト対象地域における建築規制とその執行手続きが改善される。 



成果３：建築インフォメーション・マネジメント・システム（Management Information System：

MIS）が整備される。 

 

（4） 投入（評価時点） 

【日本側】 

長期専門家派遣 2 名計 82 人月 短期専門家派遣 計 50.89 人月

本邦研修    計 27 名 現地コスト負担 132 億ルピア

機材供与        コンピュータ 35 台  

【相手国側】 

カウンターパート 計 15 名 事務所スペース提供 6 カ所

現地コスト負担 13 億ルピア（PUCK 予算） 

   

 

２．評価調査団の概要 

調査者 （1）日本側 

団長/総括：富谷 喜一  

建築構造：楢府 龍雄 

協力企画：平岡 香奈子 

評価分析：皆川 泰典 

（2）インドネシア側 

Ir. Guratno Hartono 

Ir. Eko Djuli Sasongko 

Ir. Sentot Harsono 

Ir. Kartoko 

Mr. Budi Prastowo, ST.MT 

 

JICA インドネシア事務所 次長 

JICA 国際協力専門員 

JICA インドネシア事務所 企画調査員 

㈱システム科学研究所 コンサルティング部 上席研究員

 

公共事業省 居住総局 建築環境開発局長 

同総局 建築環境開発局 建築課長 

同総局 建築環境開発局 建築課地域 I セクション長 

同総局 建築環境開発局 建築課地域 II セクション長 

同総局 建築環境開発局 建築課 MIS 担当スタッフ 

調査期間 2010 年 10 月 3 日～10 月 23 日 評価種類：終了時評価  

 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクト目標の達成状況 

建築に関する地方行政令（Local Government Regulation：PERDA）の改訂については最優先

対象 7 県市での作業が最終段階にあること、建築 MIS については最優先対象 7 県市のほか、

PUCK から同システムが配布された地方政府が増えていること、PUCK がオーナーシップを

もって PERDA、MIS、キー・リクワイアメント（優先的に守るべき建築基準）の普及に取り

組んでいること等から、プロジェクト目標の達成度は高いと評価できる。 

 

（2）成果の達成状況 

1）成果１（PUCK の能力向上） 

建築関する標準的地方行政令（PERDA）モデルの作成では、「ジャワ島中部地震災害復

興支援プロジェクト」においてバントゥール県向けに作成した PERDA 案を基に、インド



ネシア側の法律の専門家をアドバイザーとして活用し、PUCK 側と共同で草案作成を続け

同 PERDA モデルが完成している。PUCK は、同建築 PERDA モデルを用いて全国の地方政

府に建築 PERDA 作成を促進させる事業を 2011 年度より開始する計画であり、そのために

も本プロジェクト終了までに地方政府に対し公共事業省居住総局長通達（DG circulation 

letter）を出す予定となっており、今後の活動の継続性が期待できる。キー・リクワイアメ

ントについては、「ジャワ島中部地震災害復興支援プロジェクト」において基本的構成が作

成されたのを受けて、本プロジェクトではインドネシア側専門家のオーナーシップの下、

改良を重ね最終案を作成した。また、インドネシア側専門家を中心として、日本側専門家

のアドバイスの下、各種の実験等の検証作業を実施し、同基準の適切性を確認した。併せ

て、インドネシア側専門家の監修によりキー・リクワイアメントに関する小冊子を 2009

年 9 月に完成させ、2009 年 9 月に発生したパダン地震の被災県市で行政機関、一般住民に

配布した。今後 PUCK は、キー・リクワイアメントに関する公共事業省居住総局長通達（DG 

circulation letter）を早急に発出する予定である。さらに、ステークホルダーの合意が得ら

れた時点で公共事業省大臣令（Ministerial Regulation）を発出することも検討している。 

 

2）成果２（地方政府の建築行政能力向上） 

最優先対象 7 県市での建築 PERDA 改訂に関する進捗は、5 県市で既に地方議会に同

PERDA を提出済みであり、おおむね最終段階にある。キー・リクワイアメントについては、

カウンターパート（Counterpart：C/P）として地方都市での活動の一環として地元大学をリ

ソースとして活用し、現地調査・実験検証を通じて各地域の固有性を確認して、キー･リク

ワイアメントの検討会議に改善案として報告している。建築許可制度（Building Permit 

System：IMB）詳細手続きの作成については、いくつかの対象県市でプロジェクトチーム

と地方政府が共同で IMB の詳細手順フローチャートを作成している。このうち、北スラウ

ェシ州ビトゥン市では同詳細手順フローチャート作成のためのガイドラインを作成中であ

り、本プロジェクト終了までには内部での手順書を作成予定である。一方、パダン地震で

被害の大きかったパダンパリアマン県向けに IMB マニュアル（IMB 書類の作成手引き）を

作成し、住宅再建を支援するファシリテータ及び住民に配布している。 

 

3）成果３（建築 MIS の開発） 

公共事業省（Ministry of Public Works：PU）が 2004 年に開発した MIS と JICA プロジェ

クトチームが開発した MIS を統合させて最終的な MIS が完成した。現在、計 45 の地方政

府に対してソフトウェアとユーザーズ・ガイドが提供されている。PUCK は、建築 MIS に

関する公共事業省大臣令を 2010 年中に発出する予定である。一方、同 MIS 運用にあたっ

ては、同システムでの建築許可申請の運用を行うための県市としての規則が必要であるこ

と、運用のための予算、職員が必要なこと等から、実用化が進んでいるのは、パダンパリ

アマン県とバントゥール県のみである。特に、パダンパリアマン県では、復興のための暫

定措置として同システムを建築許可申請のデータ入力ツールとする県知事・市長令を発出

しており、2010 年 7 月時点における IMB 申請件数が 7,773 件、うち IMB 発行済みが 2,579

件となっている。 

 



３－２ 評価結果の要約 

（1） 妥当性 

以下の理由により、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

インドネシア側の国家中期開発計画 2010-2014では、5つの開発アジェンダのなかのAgenda 

IV として「Law Enforcement」を挙げている。同アジェンダでは、民主主義における「rule of 

law」の強化が今後も必要であり、法的安定が住民に安全、公正及び経済活動の確実性を提供

するとしており、本プロジェクトのめざす建築行政執行能力向上はこのアジェンダの方向性

と一致している。また、2004 年 12 月 26 日のスマトラ島沖地震及びインド洋津波を受け、日

本・インドネシアの二国間で設置した防災に関する共同委員会の報告書（2006 年 7 月）によ

れば、「6. 総合的な防災推進のための課題と方向性」の「6-1 主要な要素の確立」の最初の

項目に「住宅・建築の耐震化」が示されており、本プロジェクトの方向性と合致するもので

ある。 

本プロジェクトは、インドネシア側にある既存の規則、工法、システムをベースにしてそ

れらの改善を提案し、各分野のインドネシア側の専門家の協力を得て実施した技術移転であ

ったため、C/P に受け入れられた。 

 

（2） 有効性 

以下の点から、プロジェクト目標はほぼ達成される見込みであり、本プロジェクトの有効

性は高いと判断される。 

①最優先対象 7 県市において、現時点では建築 PERDA は正式発出されていないものの、

既に 5 県市は議会へ同 PERDA を提出済みであるなど、全 7 県市で最終段階にある。同 PERDA

が発出されれば、必然的に IMB 制度は改善され、建築許可を得た耐震性建築物の数が増加す

ることが見込める。②建築 MIS は既に最優先対象県市に配布済みであり、今後は各県市で運

用のための予算、人材等を準備する段階になる。③PUCK は、PERDA モデル及びキー・リク

ワイアメントについての公共事業省居住総局長通達、建築 MIS については公共事業省大臣令

を発出する準備を進めている。 

 

（3） 効率性 

 以下の理由から、本プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

本プロジェクトは、おおむね計画どおりに実施された。2009 年 9 月発生のパダン地震対応

のため、活動及び投入計画を一部変更して追加コンポーネントを実施したが、2010 年 8 月に

長期専門家は当初予定の活動に戻り、その後の活動はほぼ計画どおり実施されている。 

活動の実施にあたり、インドネシア人の法律と技術の専門家を活用した。これによりイン

ドネシア側のオーナーシップを高めるとともに、母国語での活動により先方のより深い理解

を促すことができた。キー・リクワイアメント普及のために作成・配布した小冊子、ポスタ

ー等は、広報活動の有効なツールであった。また、現地に精通した日本人コンサルタントの

投入により、日本側とインドネシア側の相互理解が進んだ。 

パダン地震住宅再建支援の追加コンポーネントは、耐震性向上のための IMB 制度の促進と

キー・リクワイアメントの普及を実践する機会と考え、タイミングよく実施することができ

た。この活動の対象県であるパダンパリアマン県では、耐震性住宅の増加が見込まれる。 



（4） インパクト 

以下の理由から、本プロジェクトのインパクトは限定的と判断される。 

PUCK は、国家中期開発計画の戦略計画のひとつとして、建築 PERDA の全国への普及を

2011 年度から実施予定である。同 PERDA が全国の地方政府で制定されれば建築物の耐震性

が向上することが期待されることから、上位目標が達成される見込みはある。本プロジェク

トの成果が全国的に展開されるためには、PUCK による地方政府への適切なアドバイス、技

術的支援が必要不可欠である。また、住民や建設職人の耐震性住宅への理解の促進、耐震性

住宅建築のため低所得者層がアクセスしやすい金融制度の構築等、取り組むべき課題がある。

なお、本終了時評価調査のインタビューによれば、以下のポジティブなインパクトが確認

された：①C/P 機関、地方政府とも法律整備の重要性を理解するようになり、行政法を整備

しようという「やる気」を起こした。②ブンクル州ブンクル大学では、ボランティアベース

で耐震建築・キー・リクワイアメントの重要性を広める活動をするグループができた。③本

プロジェクトで作成した IMB 促進に関する冊子、ポスター等の配布は、パダン地震の住宅再

建支援活動として大変好評であった。 

 

（5） 自立発展性 

以下の理由から、本プロジェクトの自立発展性は高いと判断される。 

PUCK では、2010 年度予算で各州 2 県市をパイロット地域として建築 PERDA 作成を促進

する事業を全州で実施中であり、全国への普及活動が既に始まっている。同事業は、2011 年

からは国家中期開発計画 2010-2014 に関係した PU の戦略計画の一部として実施予定である。

建築 MIS についても、2010 年度 PU は独自予算で全国 33 州に同システムを配布し、その運

用促進を図っている。さらに PU は、上記の PERDA、キー・リクワイアメントについての公

共事業省居住総局長通達、建築 MIS について公共事業省大臣令を発出する準備を進めてお

り、本プロジェクトの成果を継続的に促進する方針である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1） 計画内容に関すること 

従来の能力向上支援のプロジェクトでは、日本が優位性をもつ関連技術の移転を通した支

援活動が中心であり、関連法制の整備はプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design 

Matrix：PDM）上の外部条件とするケースが多かった。一方、本プロジェクトでは、建築行

政執行能力の向上をめざしたものであり、キー・リクワイアメントの制定という技術面への

支援のみならず、県市の建築行政令（PERDA）の制定支援という法令整備にまで取り組んで

いる。このアプローチは、インドネシアの「Law Enforcement」という開発アジェンダに合致

していたことから、C/P である PUCK は、高いオーナーシップをもつことができ、プロジェ

クトの成果である PERDA モデル、キー・リクワイアメントに関する公共事業省居住総局長

通達及び建築 MIS に関する公共事業省大臣令を発出する計画につながった。また、パダン地

震住宅復旧支援に関する追加コンポーネントの実施により、IMB 制度の改善に必要な種々の

マニュアル、ガイドブック、ポスター等を整備することが可能となるとともに、建築 MIS が

パダンパリアマン県で実用化される等、具体的な経験を積むことができた。 

 



（2） 実施プロセスに関すること 

本プロジェクトでは、インドネシアのオーナーシップを醸成させるため、建築 PERDA、建

築 MIS、建築工法などについては、新規のものを導入するのではなくインドネシアの既存の

ものを基盤として改善を行うというアプローチをとった。併せて、インドネシア側の法律、

技術の専門家をアドバイザーやファシリテータとして活用し、また、キー・リクワイアメン

トの検証に関する材料実験なども地元の大学関係者に委託するなどして作業を実施した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1） 計画内容に関すること 

PDM では、プロジェクト対象地域（地方政府）での能力向上をめざすアウトプット２につ

いて、プロジェクトチームによる最優先対象 7 県市への支援活動のほかに、対象となった州

の他の県市に対する建築行政支援を PUCK チームが実施することになっていたが、実際の活

動ではワークショップによる優先対象地域の事例、中央政府における考え方の紹介にとどま

り、個別の地域に対する計画策定支援、活動モニターなどの具体的活動にまでは至らなかっ

た。その理由は、インドネシアにおける長期にわたる中央集権体制の影響から、中央政府職

員が地方政府職員と協力して活動する組織文化がほとんど見られないことによると思われ

る。これを変えていくためには、JICA も加わって 3 者で活動することや人的投入を増やして

個別の支援をする等のしかけが必要である。 

 

（2） 実施プロセスに関すること 

2008 年度に実施した対象地域での活動では、西スマトラ州の 2 県が最優先対象県市となっ

ていたが、PUCK からの要請を受けて 2007 年に地震のあったブンクル州の北ブンクル県も最

優先対象県市に追加した。しかしながら、プロジェクトチームの体制が地方拠点 1 州に対応

することを想定したものであったことから、両方の地域をカバーするため、プロジェクトチ

ームのメンバー（長期専門家、ローカルコンサルタント等）が頻繁に移動せざるを得ず（陸

路の移動は時間がかかることからジャカルタ経由の航空路）、時間と経費に大きな負担となっ

た。 

 

３－５ 結 論 

 上記の 5 項目評価結果をまとめると、以下のとおりである。 

本プロジェクトは、PUCK のニーズに合致し、インドネシア政府の開発政策及び日本政府の

対インドネシア援助政策との整合性があるためプロジェクトの妥当性は「高い」。プロジェクト

目標はおおむね達成されており、プロジェクトの有効性は｢高い｣。アウトプットはおおむね達

成されており、プロジェクトの効率性は｢高い｣。プロジェクトのインパクトは上位目標の達成

に向けて、取り組むべきいくつかの課題があるため、限定的である。PUCK は、PERDA モデル、

キー・リクワイアメント、建築 MIS という成果を全国に普及させるため、既に独自の取り組み

を始めており、プロジェクトの自立発展性は｢高い｣。 

 

 

 



３－６ 提 言 

（1） プロジェクト目標の達成へ向けての活動の実施 

本評価調査の結果、プロジェクト期間中にプロジェクト目標達成が見込まれることが把握

できたが、更にその達成度を高めるため、日本・インドネシアの協力により、以下①～⑤の

活動を行う必要がある。 

①最優先対象県市における建築 PERDA の正式発効へ向けての詰め、②他の県市における

建築 PERDA の発効への動きを促進するため、公共事業省居住総局長通達を発出する、③建

築 MIS の普及のため、2010 年末までに公共事業省大臣令を発出する、④建築 MIS を配布済

みの最優先対象 7 県市における公式の運用開始のための働きかけを行う、⑤キー・リクワイ

アメントについての公共事業省居住総局長通達を発出する。 

 

（2）上位目標の達成へ向けての提言 

本プロジェクトのプロジェクト目標の達成を受けて、インドネシア全国、特に地震リスク

の高い地域の建築物の耐震性を向上させるという上位目標を達成するためには、以下の活動

を、効果、有効性などから優先順位づけを行いながら、順次展開することが期待される。 

・ 最優先対象県市以外の県市における建築 PERDA の発効、MIS システムの運用、キー・

リクワイアメントの活用等（最優先対象県市の成果の水平的展開） 

・ 住民、コミュニティ、建設職人、ローカル NGO などのステークホルダーへの建築行政

システムの広報普及を図る（最優先対象県市の成果の草の根レベルへの垂直的展開） 

・ 今回作成したキー･リクワイアメントは枠組み壁工法による新築工事のみを対象として

いるが、それ以外の工法（枠組み壁工法の既存建物の補強工法等、コンクリートブロッ

ク造、木骨レンガ造など）にも対象を広げ、同様のキー･リクワイアメントを作成する（対

象工法のタイプの拡大、展開） 

 

（3）震災復興事業への成果の適用 

本プロジェクト実施期間中にパダン地震が発生したことから、その復興支援を新たなコン

ポーネントとして追加を行った。今回の経験を活用して、今後の同様の事態への対応策（住

宅復興におけるキー・リクワイアメントと IMB 制度の普及）を策定することも期待される。

 

（4）他のセクターとの連携 

上位目標の達成に向けて、法令制度整備、低所得層対策（金融制度改善）などの他のセク

ターとの連携を図っていくことが期待される。 

 

３－７ 教 訓 

（1） JICA 側が、相手国のオーナーシップを大切にして活動を実施してきたことは、これまで

の技術協力の基本的スタンスと共通しており、本プロジェクトにおいても PU と地方政府の

関係者の主体的、積極的な参加につながり、プロジェクトの成果につながった。 

 

（2） 本プロジェクトにおいては、法制度（建築 PERDA）、建築 MIS、建築の工法などについ

て、新規のものの導入ではなく既存のものを基盤として改善を行うというアプローチをとる



とともに、実施にあたっては、インドネシアの学識経験者の参画を得るなど、現地事情を基

本としたことにより、インドネシア側に受け入れられやすい技術協力を実現できた。 

 

（3） 本プロジェクトの活動のなかで、技術基準の検証に労力をかけ、一般に公表するなどの活

動を行った。こうした研究内容を研究途中で社会的に公表することは、C/P、地方政府担当者

のみならず、住民、コミュニティなど社会一般の幅広い関心を高め、効果的である。 

 

 



－1－ 

第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ プロジェクトの背景 

インドネシア共和国（以下「インドネシア」と記す）は世界でも有数の地震多発国であるが、

住宅の実際の建築強度が低すぎることから、地震発生のたびに数多くの人が犠牲になっている。

2006 年 5 月に発生したジャワ島中部地震を受け、JICA が「ジャワ島中部地震災害復興支援プ

ロジェクト」（2006 年 8 月～2007 年 3 月）を実施した際、インドネシアには建築基準や建築確

認申請制度は存在しているものの、地方政府（州政府及び県・市政府）による制度運用は十分

になされていない点が明らかになった。 

このような状況の下、インドネシア政府は、建築物のなかでも特にノン・エンジニアド・ハ

ウス（一般住宅）の耐震性を向上させるべく、建築行政執行に係る能力向上のために必要な技

術協力の要請を行った。これを受け、JICA は 2007 年 7 月インドネシア政府と「建築物耐震性

向上のための建築行政執行能力向上プロジェクト」に係る討議議事録（R/D）を締結し、公共

事業省居住総局（PUCK）を協力相手機関とし、2007 年 9 月から 2010 年 7 月までのプロジェク

トを開始した。 

その間、2009 年 9 月 30 日に発生したスマトラ島パダン沖地震を受け、被害が甚大であった

パダンパリアマン県を中心に西スマトラ州の住宅再建支援を行うためのコンポーネントを追

加するとともに、プロジェクト期間を 2011 年 3 月まで延長することとなり、2009 年 11 月に

R/D 変更に係る協議議事録（M/M）を締結した。 

 

１－１－２ 調査団派遣の目的 

終了時評価調査は、以下の点を目的として実施された。 

（1）プロジェクトの実績と実施プロセスを総合的に確認したうえで、評価5項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に沿ってプロジェクトの効果を分析する。 

（2） 評価報告書を作成し、プロジェクト終了時までの提言を行うとともに、教訓を導き出

し、さらに評価結果に基づきプロジェクト終了後及び既に採択済みであるフェーズⅡの方

向性についての協議を関係機関と行う。 

 

１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２－１ 調査団員構成 

【日本側】 

担 当 氏 名 所  属 

団長/総括 富谷 喜一 JICA インドネシア事務所 次長 

建築構造 楢府 龍雄 JICA 国際協力専門員 

協力計画 平岡 香奈子 JICA インドネシア事務所 企画調査員 

評価分析 皆川 泰典 株式会社システム科学研究所  

コンサルティング部 上席研究員 
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【インドネシア側】 

氏 名 所  属 

Ir. Guratno Hartono 公共事業省 居住総局 建築環境開発局長 

Ir. Eko Djuli Sasongko 公共事業省 居住総局 建築環境開発局 建築課長 

Ir. Sentot Harsono 公共事業省 居住総局 建築環境開発局 建築課 

地域Ｉセクション長 

Ir. Kartoko 公共事業省 居住総局 建築環境開発局 建築課 

地域Ⅱセクション長 

Mr. Budi Prastowo, ST.MT 公共事業省 居住総局 建築環境開発局  

建築課 MIS 担当スタッフ 

 

１－２－２ 調査期間及び日程 

  2010 年 10 月 3 日（日）～2010 年 10 月 23 日（土） 

日順 日 時 内  容 

1 10 月 3 日（日） 先行団員（コンサルタント団員）：国際移動（東京→ジャカルタ）

2 10 月 4 日（月） 午前：JICA インドネシア事務所での打合せ 

午後：日本人専門家からの聞き取り調査 

3 10 月 5 日（火） 午前：公共事業省居住総局カウンターパート（C/P）表敬及び聞き

取り調査 

午後：国内移動（ジャカルタ→西スマトラ州パダン） 

4 10 月 6 日（水） 西スマトラ州パダンパリアマンにおける聞き取り調査 

5 10 月 7 日（木） 西スマトラ州公共事業局、TPT 訪問・聞き取り調査 

6 10 月 8 日（金） 西スマトラ州タナダタールにおける聞き取り調査 

7 10 月 9 日（土） 午前：国内移動（西スマトラ州パダン→ジャカルタ） 

午後：分析整理 

8 10 月 10 日（日） 国内移動（ジャカルタ→北スラウェシ州マナド） 

9 10 月 11 日（月） 北スラウェシ州マナドにおける聞き取り調査 

10 10 月 12 日（火） 北スラウェシ州マナド及びビトゥンにおける聞き取り調査 

11 10 月 13 日（水） 午前：北スラウェシ州トモホンにおける聞き取り調査 

午後：国内移動（北スラウェシ州マナド→ジャカルタ） 

官団員（建築構造）：国際移動（東京→ジャカルタ） 

12 10 月 14 日（木） JICA インドネシア事務所での打合せ 

プロジェクトチームとの協議 

13 10 月 15 日（金） 評価調査団内での協議 

14 10 月 16 日（土） 評価報告書作成 

15 10 月 17 日（日） 評価報告書作成 

16 10 月 18 日（月） 評価報告書作成 

世界銀行、国家防災庁訪問・情報収集 
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17 10 月 19 日（火） 評価調査団内での協議 
公共事業省居住総局 C/P との協議 

18 10 月 20 日（水） 公共事業省居住総局 C/P との協議 
協議議事録作成 

19 10 月 21 日（木） 合同調整委員会開催 
協議議事録作成 

20 10 月 22 日（金） 協議議事録への署名 
在インドネシア日本大使館への報告 
官団員・コンサルタント団員：国際移動（ジャカルタ→東京） 

21 10 月 23 日（土） 東京着 
  TPT：Technical Supporting Team（テクニカル・サポーティング・チーム、国家防災庁の地方支部） 
 
１－３ プロジェクトの概要 
 評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix for evalution：PDMe）1に

示されるプロジェクトの目標、アウトプットは以下のとおりである。 
上位目標： インドネシア全国、特に地震被災リスクの高い地域において建築物の耐震

性が向上する 
プロジェクト目標：プロジェクト対象地域において建築物耐震性向上のための建築行政執行

能力が向上する 
アウトプット： 1. 公共事業省における建築行政執行能力に係る組織力が向上する。 

2. プロジェクト対象地域における建築規制とその執行手続きが改善され

る。 
3. 建築インフォメーション・マネジメント・システム（MIS）が整備され

る。 
活動：1-1. 建築基準・建築許可申請制度（IMB）支援チームによるジャワ島中部地震の活動レ

ビュー 
1-2. 公共事業省の建築基準・IMB の改善支援に係る組織強化 
1-3. 対象地域における建築基準・IMB の実現可能なアクションプラン策定 
2-1. 対象地域におけるアクションプランの実施 
2-2. アクションプラン実施支援及びモニタリング 
2-3. 西スマトラ州（パダンパリアマン県）住宅再建支援 
3-1. 建築 MIS 構築 

 
対象地域：プロジェクト対象地域は、第 1 年次として西スマトラ州タナダタール県、ブシシー

ルスラタン県、ブンクル州ブンクルウタラ県を最優先対象地域とし、その他 26 の

県/市を対象としたのち、第 2 年次として北スラウェシ州マナド市、ビトゥン市、ト

モホン市を最優先対象地域とし、その他 17 の県/市を対象としている。また、2009 
 

                                                        
1 本終了時評価にあたっては、インドネシア国側と共有している現行の PDM を評価用にアレンジした評価用 PDM（PDMe）

を使用することとする。 
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年 9 月に発生したスマトラ島パダン沖地震を受け、西スマトラ州パダンパリアマン

県を中心に同州の県/市を対象に住宅再建支援を実施した。 
 
C/P 機関：公共事業省居住総局（PUCK）を主要 C/P 機関とし、プロジェクト対象地域の地方政

府の協力を得て実施する。 
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第２章 終了時評価の方法 
 

２－１ 評価の枠組み 

２－１－１ 評価の手順 

本評価調査は、『JICA 事業評価ガイドライン改訂版（2004 年）』に基づき、ログフレームを

用いた評価手法にのっとって実施した。同ガイドラインによる評価は、以下の手順で構成され

ている。 

 ① プロジェクトの計画を論理的に配置したプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

を事業計画としてとらえ、評価デザインを作成した。なお、本評価調査では、評価用 PDM

（PDMe：付属資料１の ANNEX-3-b）を作成し、これに基づいて評価を実施した。 

 ② 対象プロジェクトをとりまく現状を把握・分析するため、「実績」「実施プロセス」「因

果関係」を検証した。 

 ③ プロジェクトの現状把握・検証作業に基づき、「妥当性」「有効性」「効率性」「インパク

ト」「自立発展性」の 5 つの視点から、プロジェクトを評価した。②及び③の作業用に、

評価グリッド〔付属資料１の ANNEX-4（英語）及び付属資料２（日本語）〕を作成した〔こ

の 5 項目は、1991 年に経済協力開発機構（OECD）の開発援助委員会（DAC）で提唱され

た開発援助事業の評価基準である〕。 

 ④ 評価 5 項目ごとの評価結果を受け、プロジェクトの残りの実施期間の活動に対する提言

と、日本側及びインドネシア側双方のその他案件に対する教訓を抽出した。 

 

２－１－２ 評価 5 項目の視点 

評価 5 項目の各項目の視点は、表２－１のとおりである。 

 

２－１－３ 評価の段階 

 評価 5 項目の項目ごとの評価は、以下の 5 段階で行った。 

Very high/非常に高い－High/高い－Fair/普通－Less Satisfactory/やや不満足－Problematic/問

題あり 

 

２－１－４ PDMe 

本プロジェクトの PDM として、プロジェクト開始時の PDM0（2007 年 7 月 27 日付の M/M

の付属資料）とパダン地震住宅復旧対応調査を追加コンポーネントとした時点での PDM1（2009

年 11 月 4 日付の M/M の添付資料、付属資料１の ANNEX-3-a）が作成されている。しかしなが

ら、PDM の論理性が不十分であるため、本評価調査では PDM1 に必要最低限の改訂を加える

とともにその指標をそのまま用い、評価用の PDMe を作成した。 
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表２－１ 評価 5 項目の視点 

評価 5 項目 評価の視点 

妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、

受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決として適切か、相

手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦略・アプロ

ーチは妥当か等の「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。

有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもた

らされているか（あるいは、もたらされるか）を問う視点。 

効率性 主にプロジェクトのコストと効果の関係に着目し、資源が有効に活用さ

れているか（あるいは、されるか）を問う視点。 

インパクト プロジェクトの実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波

及効果をみる視点。予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 

自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あ

るいは、持続の見込みはあるか）を問う視点。 

（出所）プロジェクト評価の手引き（JICA 事業評価ガイドライン 改訂版 2004 年） 

 

２－２ データ収集方法 

本評価調査では、現地調査時にプロジェクト専門家、C/P、対象地域の地方政府及びその他の

関係者からインタビュー調査を行った。インタビュー調査の主要面談者リストは付属資料１の

ANNEX-2、インタビュー項目は付属資料３、インタビュー記録は付属資料４のとおりである。 

本評価調査では、評価分析のための定性的・定量的データを、インタビュー及び以下の情報源

から収集した。なお、本プロジェクトは、当初、小規模案件（予算規模 2 億円未満）として形成・

開始されたことから、事前評価及び中間レビューが実施されていないため、本プロジェクトに関

する事前評価表、詳細計画策定調査報告書、中間レビュー報告書は作成されていない。 

① Record of Discussion （R/D、2007 年 7 月 27 日付） 

② Minutes of Meeting （M/M、2007 年 7 月 27 日付） 

③ Minutes of Meeting （M/M、2009 年 11 月 4 日付） 

④ プロジェクトチーム作成の各種報告書（技術協力プロジェクト事業進捗報告書、業務実施

契約各種報告書等） 

⑤ PDMe 及び活動計画（Plan of Operation：PO）（付属資料１の ANNEX-6） 

⑥ 現場視察（郡事務所での建築 MIS の使用状況等） 

⑦ その他のプロジェクトによる記録〔本プロジェクトにより作成された地方行政令（PERDA）

案、冊子、ポスター等の成果品リストは、付属資料１の ANNEX-7 参照〕 
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第３章 プロジェクトの実績と現状 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 
（1）専門家派遣 

1）長期専門家：2 名 
長期専門家は、表３－１のとおり、ほぼ全期間にわたり 2 名体制であり、「建築政策」

はプロジェクト活動のうち中央政府（PUCK）業務との関連事項を担当し、「建築行政強

化」はプロジェクト活動のうち地方及び地方業務との関連事項を担当している。 
 

表３－１ 長期専門家派遣実績 

 担 当 人 月 派遣期間 

1 建築政策 24MM 

10MM 

9MM 

2007 年 9 月～2009 年 9 月 
2009 年 9 月～2010 年 6 月（第 1 回延長） 
2010 年 7 月～2011 年 3 月（第 2 回延長） 

2 建築行政強化 24MM 

6MM 

9MM 

2008 年 1 月～2010 年 1 月 
2010 年 1 月～2010 年 6 月（第 1 回延長） 
2010 年 7 月～2011 年 3 月（第 2 回延長） 

計 82MM 

 
2）短期専門家：延べ 9 名 

短期専門家は、表３－２に示すとおり、本プロジェクト開始当初から主として建築構

造の専門家が延べ 9 名派遣されている。 
 

表３－２ 短期専門家派遣実績 

年度 分 野 人 月 派遣期間 活動内容 

制度開発・ 
組織強化 

2007 年 11 月 18 日

～11 月 24 日 
中部ジャワ地震住宅復旧状況調査

建築構造 2007 年 11 月 18 日

～11 月 24 日 
中部ジャワ地震住宅復旧状況調査

2007 

建築構造 2008 年 3 月 
（1 週間） 

ワークショップでのノン・エンジ

ニアド・ハウスの講演 

制度開発・ 
組織強化 

2008 年 10 月 26 日

～11 月 3 日 
キー・リクワイアメントに関する

技術説明 

建築構造 2008 年 10 月 26 日

～11 月 3 日 
キー・リクワイアメントに関する

技術説明 

2008 

建築構造 

 
 
 
 
 
 
計 

2.44MM
 

2009 年 3 月 1 日～

3 月 11 日 
ノン・エンジニアド・ハウスの振

動台実験の講演 
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年度 分 野 人 月 派遣期間 活動内容 

2009 建築構造 2009 年 11 月 29 日

～12 月 6 日 

パダン地震の住宅被害調査 

建築構造 2010 年 5 月 22 日 

～5 月 28 日 

キー・リクワイアメントの実大実

験指導 

2010 

 

建築構造 2010 年 9 月 19 日 

～9 月 26 日 

キー・リクワイアメントの実大実

験指導 

 

3）コンサルタントチーム：延べ 13 名 

日本側コンサルタントチームは、表３－３に示すとおり、本体プロジェクトチーム（業

務実施契約簡易型）と追加コポーネントチーム（パダン地震住宅再建支援調査団）より

成る。 

 

表３－３ コンサルタントチーム派遣実績 

担  当 人 月 契約期間 

本体プロジェクトチーム 

建築情報インベントリー、地方政府活性化 

計 19.69MM 2007 年 9 月 

～2010 年 3 月 

追加コポーネントチーム 

総括/西スマトラ州政府アドバイザー1、副総括/西

スマトラ州政府アドバイザー2、地方政府活性化、

耐震住宅復興支援/耐震建築、研修計画・普及 1、

研修計画・普及 2/業務調整 

計 28.76MM 2009 年 12 月 

～2010 年 9 月 

 

（2）本邦研修（研修員受入れ） 

本邦研修は、表３－４に示すとおり「建築行政・カウンターパート研修」として 2007

年度から 2010 年度の 4 年度に計 4 回実施され、参加研修員は合計 27 名であった。 

 

表３－４ 本邦研修受入実績 

年度 研修期間 研修員数 所属先別の配分 

2007 2008 年 1 月 14 日  

～1 月 26 日 

3 名 PUCK1、ジョグジャカルタ州 1、バントゥール

県 1 

2008 2008 年 10 月 12 日 

～10 月 25 日 

8 名 PUCK3、西スマトラ州 1、ブンクル州 1、タナ

ダタール県 1、南プシシール県 1、北ブンクル県

1 

2009 2009 年 10 月 3 日  

～10 月 17 日 

8 名 PUCK3、北スラウェシ州 2、マナド市 1、ビト

ゥン市 1、トモホン市 1 

2010 2010 年 9 月 25 日  

～10 月 9 日 

8 名 PUCK3、パダンパリアマン県 2、マナド市 1、

ビトゥン市 1、トモホン市 1 
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（3）供与機材 

パダン地震住宅復旧支援対応として、西スマトラ州パダンパリアマン県、パリアマン市、

及びパダン市に対し、計 35 セットのコンピュータ（サーバーを含む）とプリンターを建

築 MIS 用に供与するとともに、パダン市とパダンパリアマン県には、シュミット・ハンマ

ー各 1 基を供与した〔総額 5 万 6,225 米ドル（約 480 万円、1 米ドル=85 円）〕。 

 

（4）現地活動費 

本プロジェクトの現地業務強化費は、①専門家のオフィス運営費、②スタッフ庸人費、

③セミナー、ワークショップ等実施経費等であり、表３－５に示すとおり、総額で 93 億

8,000 万ルピア（Rp.）（約 9,380 万円、100 ルピア=1 円）である。また、IMB 制度改善支援

業務、キー・リクワイアメントにかかわる現状調査、復旧住宅状況調査、その結果発表ワ

ークショップ開催等をローカルコンサルタントに業務委託しており、その委託調査費は 38

億 6,000 万ルピア（約 3,860 万円）であり、両者を合わせると 132 億 4,000 万ルピア（約 1

億 3,240 万円）となっている。 

 

  表３－５ 現地業務費支出内訳 

年 度 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 計 

現地業務強化費 319 2,056 4,483 2,522 9,380

ローカルコンサルタン

ト業務委託費 

322 913 380 2,245 3,860

計 641 2,969 4,863 4,767 13,240

 

３－１－２ インドネシア側投入 

（1）C/P の配置 

本調査の M/M（付属資料１）の ANNEX-5-d のカウンターパート・リストに示すとおり、

Director team（2）、Coordinator Team（6）、Executing Team（7）の 3 チームで構成され、計

15 名がアサインされている。 

 

（2）執務室 

日本側プロジェクトチームに提供された事務所は、ジャカルタの公共事業省（PU）のほ

か、対象地域内にある以下の 5 県市にある地方政府庁舎、大学構内に開設された。多くは、

エアコン、トイレ等を JICA 側で改修したうえで利用した。 

a）本体プロジェクト向け：ジャカルタ（公共事業省横 MENPERA 内）、パダン市（州 PU

内）、ブンクル市（ブンクル大学内）、マナド市（州 PU 内） 

b）パダン地震住宅再建支援向け：パダンパリアマン県（官房長庁舎内）、パダン市（州

PU 内） 

 

（3）C/P 予算 

PUCK の本プロジェクト向け予算は、表３－６のとおりであり、3 年間の総額は 13 億ル

ピア（約 1,300 万円）であった。主な用途は、文房具、出張経費、ワークショップ、セミ

（単位：百万ルピア） 
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ナー等の会議費である。 

 

  表３－６ インドネシア側の C/P 予算  （単位：百万ルピア） 

2008 年度  400 

2009 年度 300 

2010 年度 600  

計 1,300 

 

３－２ 活動実績 

 プロジェクトの活動は、おおむね PDM 及び PO に沿った形で実施された。PDM に基づく各活

動の実績は、表３－７に取りまとめた。 

 

表３－７ プロジェクトの活動実績 

活 動 実  績 

アウトプット１：公共事業省における建築行政執行能力に係る組織力が向上する。 

1-1 建築基準・建

築許可申請制度

（IMB）支援チー

ムによるジャワ

島中部地震の活

動レビュー 

・本活動は、2007 年度にジョグジャカルタにおいて実施したものであり、

中部ジャワ地震時の住宅再建事業に関する教訓と IMB発行の手続き状況

を、地方政府及び住民への聞き取り調査を通して把握した。 

1-2 公共事業省

の建築基準・IMB

の改善支援に係

る組織強化 

・

 

 

・

 

・

①モデル PERDA 策定、②キー・リクワイアメントの作成、③建築 MIS

の開発と操作研修について、対象県市との情報交換・協議・協力活動を

通して PUCK の組織能力強化を図った。 

インドネシア人の技術及び法律の専門家をアドバイザーとして活用し、

PUCK 側のオーナーシップ醸成に努めた。 

プロジェクト期間中、計 18 回（2010 年 9 月現在）のワークショップ、

セミナー（付属資料５）を通して、関係機関、地方政府にプロジェクト

活動の成果の情報を提供した。 

1-3 対象地域に

お け る 建 築 基

準・IMB の実現可

能なアクション

プラン策定 

・

 

 

 

 

 

・

2008 年度の最優先対象県市として西スマトラ州のタナダタール県、南プ

シシール県とブンクル州の北ブンクル県、2009 年度の同対象県市として

北スラウェシ州のマナド、ビトゥン、トモホンの 3 市を選定し、具体的

なプロジェクト活動を提案し、対象県市と合意した。主な活動は、

①PERDA 策定作業、②キー・リクワイアメントの実態調査と案づくり、

③建築 MIS の提案と研修に関するものであった。 

2009 年 9 月に発生したパダン地震での住宅再建支援に取り組むため、被

害の大きかったパダンパリアマン県を最優先対象地域に加えた。また、

パダン地震に対応するため、2009 年度に北スラウェシ州で実施中の活動

の一部を変更し、2009 年度後半は北スラウェシ州と西スマトラ州で同時

に活動を実施した。さらに、2010 年 8 月にパダン地震対応活動が終了し
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たため、北スラウェシ州での活動を継続強化した。 

アウトプット２ ：プロジェクト対象地域における建築規制とその執行手続きが改善される。 

2-1 最優先対象

地域における行

動計画の実施 

・

 

 

 

・

7 つの最優先対象地域に対し、既存の PERDA、関係規則の改訂協議を定

例化して取り組んだ。キー・リクワイアメントについては、インドネシ

ア側専門家に関連調査・実験を依頼し、結果をワークショップで報告す

るなど、インドネシア側のオーナーシップ醸成に努めた。 

PERDA の改訂にあたっては、特に、北スラウェシ州において法律の専門

家をアドバイザーに活用し、対象県市の職員の法律の理解を促した。 

2-2 重点対象地

域での PUCK の

実施チームによ

る行動計画実施

支援及びモニタ

リング 

・

 

 

 

 

・

重点対象地域として、2008 年度は、最優先対象地域を除く西スマトラ州

17 県市及びブンクル州 9 県市、2009 年度は北スラウェシ州 10 県市、中

部スラウェシ州 10 県市、ゴロンタロ州 6 県市を選定した。重点対象地域

については、PUCK チームが主体的に取り組むことを想定したが、そう

した取り組みはなかった。 

プロジェクトチームは重点対象地域について、建築行政関係規則を収集

し、行政令に基づく制度の整備状況を分析したうえで IMB 制度改善に係

る提案を、アドバイス・レターとして対象県市に提供した。 

2-3 パダン地震

住宅再建支援 

・

 

 

・

 

 

 

・

2009 年 9 月に発生したパダン地震における住宅再建支援事業を、本プロ

ジェクトが取り組んでいる、耐震性向上のための IMB 制度促進を実践す

る機会と考え、本プロジェクトの追加コンポーネントに組み込んだ。 

追加コンポーネントを担当したコンサルタントチームは、主として西ス

マトラ州が実施する住宅再建への補助金配布と IMB制度を連動させる制

度づくりと住民への周知活動、同制度運用のために同州が雇用したファ

シリテータ向けマニュアルの作成と研修を実施した。 

プロジェクト専門家チームは、キー・リクワイアメントの冊子を使った

広報活動、ファシリテータ向けチェックリストの作成と、IMB の手続き

に関する県知事令の法制化支援を担当した。 

アウトプット３：建築 MIS が整備される。 

3-1 建築 MIS 構

築 

 

・

 

 

・

 

・

JICA が開発した MIS と、PUCK が 2005 年に開発した MIS を融合させる

ことで、新しい MIS を開発した。おおむね、システムのデザインは JICA

ベース、データ構造は PUCK の考えを優先した。 

対象地域の県市に対し、建築 MIS の操作に関する研修を実施し、同 MIS

の導入を促進した。 

パダン地震住宅再建支援に関連し、建築 MIS についてはコンピュータ・

システム 35 セットを被害の大きかった 3 県市に供与し、同 MIS による

IMB 申請処理の実用化を支援した。 

 

３－３ アウトプットの達成状況 

 PDMe に沿った各アウトプット（成果）の達成状況は、以下のとおりであり、終了時評価時点

において、設定された 3 つのアウトプットは着実に達成されつつある。 
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 ３－３－１ アウトプット１ 

アウトプット１： 

公共事業省本省における建築基準・IMB 制度改善サポート体制が整備される 

指標： 

1-1 標準的地方行政令（PERDA）モデル 

1-2 標準的建築基準及び「標準キー・リクワイアメント」 

1-3 建築許可制度（IMB） 

 

アウトプット１は、PUCK の能力向上に関する成果の達成状況を以下の点から判断するもの

であり、おおむね達成される見込みである。 

 

（1）標準的地方行政令（PERDA）モデル 

建築に関する地方行政令（PERDA）モデルの作成では、「ジャワ島中部地震災害復興支

援プロジェクト」においてバントゥール県向けに作成した PERDA 案の検討を、PUCK と

プロジェクトチームとの間で始めた。その後、インドネシア側の法律の専門家をアドバイ

ザーとして活用し、PUCK 側で草案作成を続け、同 PERDA モデルが完成している。PUCK

は、同建築 PERDA モデルをベースにして全国の地方政府に建築 PERDA 作成を促進させ

る事業を 2011 年度より開始する計画であり、そのためにも本プロジェクト終了までに地方

政府に対し公共事業省居住総局長通達（DG circulation letter）を出す予定となっており、今

後の活動の継続性が期待できる。 

 

（2）キー・リクワイアメント 

キー・リクワイアメントについては、ジャワ島中部地震災害復興支援プロジェクトにお

いて基本的構成が作成されたのを受けて、本プロジェクトではインドネシア側専門家のオ

ーナーシップの下、改良を重ね最終的に合意に至った。また、その適正についてもインド

ネシア側専門家を中心として、日本側専門家のアドバイスの下、検証作業を行うとともに、

①キー・リクワイアメント施工実態調査、②材料の検証、③実大実験を、プロジェクト対

象州にある大学及びバンドン工科大学、人間居住研究所（PUSKIM）の協力を得て実施し、

同基準の適切性についても確認した。 

また、インドネシア側専門家の監修によりキー・リクワイアメントに関する小冊子を

2009 年 9 月に完成させた。その直後にパダン地震が発生したため、その被災県市で行政機

関、一般住民に配布された。今後は、PUCK は同基準の運用に関し関係者の同意を得て、

公共事業省居住総局長通達（DG circulation letter）を早急に発出する予定である。さらに、

ステークホルダーの合意が得られた時点で公共事業省大臣令（Ministerial Regulation）を発

出することも検討しており、キー・リクワイアメントに関する PUCK のオーナーシップは

強い。 

 

（3）IMB 制度 

本プロジェクトでは、IMB 制度の地方政府への促進について、PERDA 改訂とキー・リ

クワイアメントの連結を通して集中的に行った。 
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３－３－２ アウトプット２ 

アウトプット２： 

対象地域における建築規制とその執行手続きが改善される。 

指標： 

2-1 最優先対象 7 県市での地方行政令 PERDA 

2-2 最優先対象 7 県市での建築基準及びキー・リクワイアメント 

2-3 最優先対象 7 県市での建築許可制度 IMB 詳細手続き 

2-4 最優先対象 7 県市での同制度担当職員数 

 

アウトプット２は、プロジェクトの最優先対象 7 県市での活動を通して、地方政府の建築行

政能力向上に関する成果の達成状況を、以下の点から判断するものである。アウトプット２で

は、特に主要活動である PERDA の改訂が着実に達成されつつある。 

 

（1）地方行政令 PERDA 

最優先対象 7 県市での建築 PERDA 改訂に関する進捗は表３－８のとおりである。5 県

市で既に地方議会に同 PERDA を提出済みであり、おおむね最終段階にある。 

 

表３－８ 最優先対象県市における建築 PERDA 制定の進捗状況 

パダンパリアマン県 建築 PERDA を 2010 年 9 月に議会に提出済み、2010 年中には

発効予定 

南プシシール県 建築 PERDA を議会に提出済みであり、審議待ち 

タナダタール県 建築 PERDA を議会に提出済み（2010 年 9 月）であり、2011

年初めには同県令が発効予定 

北ブンクル県 建築 PERDA の議会提出のため最終調整中 

マナド市 建築 PERDA の議会提出のため法制局ドラフト中 

ビトゥン市 建築 PERDA を議会に提出済み 

トモホン市 建築 PERDA を議会に提出済み 

 

（2）キー・リクワイアメント 

キー・リクワイアメントについては、アウトプット１の（2）で記述したように、地方

都市での活動の一環として地元大学を主体的な立場で活用し、現地調査・実験検証に基づ

いた各地域の固有性に伴うキー･リクワイアメントへの改善提案・妥当性の検証を行い、

キー･リクワイアメントの検討会議にその結果を報告している。 

 

（3）建築許可制度 IMB 詳細手続き 

IMB の詳細手順は建築 PERDA の中に書かれていないため、いくつかの対象県市でプロ

ジェクトチームと地方政府が共同で IMB の詳細手順フローチャートを作成したが、正式文

書とする手続きはとっていない。このうち、北スラウェシ州ビトゥン市では、同詳細手順

フローチャート作成のためのガイドラインを作成中であり、本プロジェクト終了までには

内部での手順書を作成予定である。一方、パダン地震で被害の大きかったパダンパリアマ
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ン県向けに IMB マニュアル（IMB 書類の作成の手引き）を作成し、住宅再建を支援する

ファシリテータ及び住民に配布している。 

 

（4）IMB 制度担当職員数 

 表３－９は、最優先対象 7 県市の IMB 担当職員数として、2007 年または 2008 年のデー

タと 2010 年のデータを比較したものである。この表によれば、2007 年と 2009 年に地震が

発生し住宅やビルに被害が出た西スマトラ州の県市では IMB 担当職員数は増加傾向にあ

るが、北スラウェシ州の 3 市では、IMB 担当職員数は変化していない。したがって、この

表からは、IMB 制度担当職員の増加は地震被害の発生による影響と思われ、本プロジェク

トの活動の効果として地方政府の建築行政の体制が強化されつつある状況は確認できな

い。 

 

表３－９ 最優先対象県市における IMB 担当職員数の変化 

州 県 市 職員数（2007or2008 年） 職員数（2010 年）

タナダタール県 3(2007) 17

南プシシール県 4(2007) 35

西スマトラ州 

パダンパリアマン県 5(2008) 39

ブンクル州 北ブンクル県 14(2007) 14

マナド市 23(2008) 20

ビトゥン市 7(2008) 7

北スラウェシ州

トモホン市 7(2008) 7

 

なお、PDM1 上では、対象とする地方政府として、上記の最優先対象 7 県市のほかに、

2008 年度に西スマトラ州 17 県市、ブンクル州 9 県市、2009 年度に北スラウェシ州 10 県

市、中部スラウェシ州 10 県市、ゴロンタロ州 6 県市を重点対象県市として選定し、C/P の

PUCK が積極的かつ主体的に取り組むことが計画されており、ワークショップにより優先

対象地域の事例、中央政府における考え方を紹介したものの、個別の地域に対する計画策

定支援、活動のモニタリングなどの具体的活動にまでは至らなかった。 

 

３－３－３ アウトプット３ 

アウトプット３： 

建築 MIS が整備される 

指標： 

3-1 建築 MIS のプロトタイプ（の完成） 

3-2 データ収集ツールの対象県市への導入数 

 

アウトプット３は、建築 MIS の開発状況を以下の点から判断するものであり、そのプロトタ

イプは既に開発されている。 
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（1）建築 MIS のプロトタイプ 

建築 MIS については、PU が 2005 年に開発した MIS と JICA プロジェクトチームが開発

した MIS を統合させて建築 MIS として最終的なシステムとしている。同システムは、ス

タンド・アローン・システム（地方政府版）とクライアント・サーバー・システム（PUCK

向けの全国版）があり、前者のシステム開発は終了したが、後者のシステムは PU 内で開

発中である。 

現在、最優先対象 7 県市とジョグジャカルタ特別州バントゥール県、西スマトラ州パリ

アマン市、パダン市にプロジェクトチームからソフトウェアが提供されている。また、

PUCK から全国の 33 州政府のほか、個別に導入希望があったバンドゥン市、東ジャワ州プ

ロボリンゴ県にもソフトウェアとユーザーズ・ガイドが提供されている（計 45 の地方政

府）。PUCK は、建築 MIS に関する公共事業省大臣令を 2010 年中に発出する予定である。

一方、同 MIS 運用にあたっては、同システムでの建築許可申請の運用を規定する県市とし

ての規則が必要であること、運用のための予算、職員は必要なこと等から、実用化が進ん

でいるのは、パダンパリアマン県とバントゥール県である。特に、パダンパリアマン県で

は、復興のための暫定措置として、同システムを建築許可申請のデータ入力ツールとする

県知事・市長令を発出しており、2010 年 7 月時点における IMB 申請件数が 7,773 件あり、

うち IMB 発行済みが 2,579 件となっている。 

 

（2）データ収集ツール 

地方政府は、データ収集ツールは既にもっていたので、本プロジェクトでは扱わなかっ

た。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標： 

プロジェクト対象地域において建築物耐震性向上のための建築行政執行能力が向上する 

指標： 

1. インドネシア国内の建築許可制度（IMB）担当職員数 

2. 建築 MIS を導入した県市数 

3. 対象地域での建築許可を得た耐震性建築物の数 

4. 対象地域での現場検査で合格した耐震性建築物 

 

 建築 PERDA の改訂については最優先対象 7 県市での作業が最終段階にあること、建築 MIS に

ついては最優先対象 7 県市以外に PUCK から同システムが配布された地方政府が増えていること、

PUCK がオーナーシップをもって PERDA、MIS、キー・リクワイアメントの普及に取り組んでい

ること等から、プロジェクト目標の達成度は高いと評価できる。以下、各指標の達成状況をまと

める。 

 

（1）インドネシア国内の建築許可制度（IMB）担当職員数 

アウトプット２の指標 2-4 で述べたように、最優先対象県市全体の IMB 担当職員数は 139

名であり、2007 年と 2009 年に地震のあった西スマトラ州では同職員数はこの数値で増加し
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ているが、近年、直接の地震被害がなかった北スラウェシ州の 3 市では同職員数は増えてい

ない。したがって、プロジェクト活動と対象地域の IMB 担当職員数の変化の関係を分析する

のは時期尚早である。 
 

（2）建築 MIS を導入した県市数 
JICA プロジェクトチームが建築 MIS を配布した県市は、最優先対象 7 県市、東ジャワ州

バントゥール県、西スマトラ州パリアマン市、パダン市の計 10 であり、PUCK が配布した州・

県は、全州 33 とバンドゥン市、プロボリンゴ県の 45 である。このうち、実用化を始めた県

市で確認できたものは、パダンパリアマン県とバントゥール県である。 
 

（3）対象地域での建築許可を得た耐震性建築物の数 
表３－10 は、最優先対象県市における IMB 発行済み件数の推移を示したものである。同

表によれば、パダンパリアマン県の IMB 発行済み件数が多いが、これはパダン地震住宅復旧

支援活動の結果である。すなわち、西スマトラ州に対し建築許可制度を活用した行政による

耐震住宅化のチェックと補助金支給を関連づけることが復興においてより安全な住宅を建設

する方法であることをアドバイスした。併せて、建築許可申請制度が同趣旨に沿って機能す

るよう、被害の大きかったパダンパリアマン県において、チェックリストの活用、プロトタ

イプドローイングの活用、郡事務所での審査・MIS の運用を柱とする改善を行った。なお、

同様にパダン市、パリアマン市に対してもアドバイスし、導入がなされている。この結果、

パダンパリアマン県では、建築 MIS を使った実際の IMB 申請が 7,773 件あり、うち IMB 発

行済みが 2,579 件（2010 年 7 月現在）となっている。今後、各県市での PERDA 改訂に伴い、

耐震性住宅の申請の増加が予想される。 
 

表３－10 最優先対象県市における IMB 発行済み件数の推移 

県 市 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 

タナダタール県 152 197 203 97

南プシシール県 210 325 450 321

パダンパリアマン県 109 169 224 2,579

北ブンクル県 252 272 196 74

マナド市 1,255 1,793 1,439 1,343

ビトゥン市 127 138 125 90

トモホン市 61 64 69 47
   （注）2010 年データは、パダンパリアマン県は 7 月末時点、トモホン市は 8 月末時点、その他は 9 

月末時点 
 
（4）対象地域での現場検査で合格した耐震性建築物 

建築現場での合格証は、政令上 SLF（Functional Reliability Certificate：機能的信頼合格証）

として扱われており PERDA のなかで規定されているが、同 PERDA は PU 内での手続き中で

あることから、プロジェクト実施中には実際に現場での検査に基づく SLF は発行されない。 
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３－５ 上位目標の達成見込み 

上位目標： 

インドネシア全国、特に地震被災リスクの高い地域において建築物の耐震性が向上する 

指標： 

1. 耐震性建築基準、キー・リクワイアメント、建築許可（IMB）制度が策定された県市数 

2. インドネシア国での建築許可数 

 

 キー・リクワイアメント、建築許可を規定する PERDA のモデルが本プロジェクトで最終段階

にあり、PUCK はその公共事業省人間居住総局長通達（DG circulation letter）を発出する手続き中

である。また、PUCK は 2011 年度の戦略として建築 PERDA 条例化を促進する計画があり、こう

した PUCK の積極的な IMB 普及活動が想定されるため、キー・リクワイアメント、建築許可制

度を制定する県市数の増大が期待される。 

 建築 PERDA が普及するに従い建築許可数の増加が見込まれるが、プロジェクト実施期間中に

そうした傾向は、パダン地震に伴う住宅再建が多かったパダンパリアマン県で確認できただけで

ある。上位目標を達成するためには、「４－１－４ インパクト」で後述するように、PUCK によ

る地方政府への適切なアドバイス、技術的支援が必要不可欠であるとともに、住民や建設職人の

耐震性住宅への理解の促進、耐震性住宅建築のため低所得者層がアクセスしやすい金融制度の構

築等の建築行政の外部にある諸課題にも取り組む必要があることが分かった。 

 

３－６ 実施プロセス 

３－６－１ プロジェクト・マネジメント 

（1）マネジメント体制 

本プロジェクトは、2 名の長期専門家を中心にして、コンサルタントチーム（業務実施

契約簡易型の短期専門家）と地元のローカルコンサルタントを雇用して実施された。また、

2009 年 9 月に発生したパダン地震の住宅再建支援のため、新たに調査団（コンサルタント

チーム）が加わった。これらの関係者間では、長期専門家を中心にして、定期会合のほか、

適宜打合せをもって情報の共有化を図っており、プロジェクトのマネジメント体制に問題

はなかった。また、活動内容・成果のモニタリングについては、18 回（2010 年 10 月現在）

に及ぶセミナー、ワークショップを通して、プロジェクトチーム、PUCK、対象となった

地方政府の関係者に報告されており、十分なモニタリングが実施された。 

 

（2）コミュニケーション 

プロジェクトチームと JICA インドネシア事務所とは、必要に応じて打合せをもってお

り、両者間のコミュニケーションは十分であった。また、プロジェクトチーム内では、定

期会合のほか、適宜打合せを実施しており、チーム内のコミュニケーション上の問題はな

かった。 

長期専門家の 1 名は C/P である PUCK に常駐しており、常時両者で連絡をとっている。

また、両者は 2 週間に 1 度定期会合をもつほか、必要に応じて打合せを頻繁に開催してい

た。会合の日程が急に変更になる場合もあったが、実務レベルでの両者間のコミュニケー

ションには問題がなかった。 
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３－６－２ C/P 

プロジェクトの C/P は、PUCK から主要メンバーとして 5 名が配置されており、実務ベース

でのコミュニケーションは、これら 5 名の C/P との間で実施された。このほかに、本プロジェ

クト実施チームに約 10 名のスタッフがアサインされている。専門家によれば、C/P はプロジェ

クトの進行に伴いオーナーシップも強くなってきた。PU での会議には若手スタッフの参加も

多く、本プロジェクトの活動に対する理解が深まった。PERDA、キー・リクワイアメントの検

討では、PU から法律及び技術に関するアドバイザーの活用要請があり、受け入れたことでイ

ンドネシア側のオーナーシップが強くなった。 

対象とした最優先対象県市については、プロジェクトチームからの積極的な働きかけもあり、

IMB 担当の技術部門、法制部門、調整機関の積極的な参加が見られた。県市のレベルでは、ド

ナー機関と直接協力活動を実施する機会が少ないことから、本プロジェクトによる多くの情報

提供が、参加者への刺激となった。また、北スラウェシ州での活動に参加した法律アドバイザ

ーによれば、「地方政府に行政法を整備しようとするやる気を起こした」効果があり、対象と

した地方政府の参加度は高かった。 

 

３－６－３ 活動の進捗状況 

（1）活動概要 

プロジェクト活動に 2009 年 9 月のパダン地震の住宅復興支援が新たに加わったため、

同年度に実施予定だった北スラウェシ州内での活動を一部変更した。2010 年 8 月に同州で

の活動を再開して以降は、順調に活動が進められている。3 年次には、重点対象県市を中

部スラウェシ州、ゴロンタロ州の県市も含めて実施したが、それまでのプロジェクト活動

経験を生かし、効率的な支援活動を実施したため、大きな問題は起きなかった。 

 

（2）技術移転の方法 

本プロジェクトは、以下のとおり、インドネシア側にある既存の規則、工法、システム

をベースにしてそれらの改善を提案し、各分野のインドネシア側の専門家の協力を得て実

施した技術移転であったため、問題なく受け入れられた。 

1）PERDA については、主として各地方政府が既にもっていた建築 PERDA またはドラ

フトを改訂するというアプローチをとり、また、インドネシア側の法律専門家にアド

バイザーとして参加してもらった。 

2）キー・リクワイアメントについては、その施工実態調査、材料の検証、実大実験によ

る検証という作業を実施するとともに、インドネシアの技術研究者を技術アドバイザ

ーとして活用した。 

3）建築 MIS については、PU が 2005 年に開発した MIS と JICA が開発した MIS を統合

させて建築 MIS として最終的に開発された。 

 

（3）追加コンポーネント 

パダン地震住宅再建支援の追加コンポーネントは、耐震性向上のための IMB 制度の促進

を実践する機会と考え、本プロジェクトの追加コンポーネントとした。この対象県である

パダンパリアマン県では、実際に IMB 申請 7,773 件、うち IMB 発行 2,579 件（2010 年 7
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月現在）となっており、耐震性住宅の増加が見込まれることから十分な成果が達成された

といえる。 

 

（4）その他 

専門家によれば、2 年次の地方でのプロジェクトサイトとして、西スマトラ州タナダタ

ール県、南プシシール県及び、ブンクル州北ブンクル県を合同調整委員会において決定す

るとともに、プロジェクト事務所を西スマトラ州のパダン市の同州 PU 事務所内とブンク

ル大学構内に開設した。ただし、この開設にあたって、州側との交渉、事務所設営作業に

想定以上の時間がかかったが、こうした活動について全体の活動日程に組み込んでいなか

ったため、他の活動に影響があった。なお、3 年次の北スラウェシ州でのプロジェクト事

務所設営は、マナド市内の州 PU 内の 1 カ所であり、事前準備をしたためスムーズなもの

となった。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 5 項目の評価結果 

４－１－１ 妥当性 

 以下の理由により、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。 

 

（1）ターゲットグループのニーズとの合致 

PU へのインタビューによれば、建築行政の問題のひとつは、地方政府に住宅建設にか

かわるルールが確立していないことである。これについて、PUCK は国家中期開発計画

2010-2014 の戦略計画として、本プロジェクトを通して開発した建築 PERDA のモデル版を

全国の地方政府に条例化させる計画が 2011 年度より実施予定であり、本プロジェクトは

PUCK のニーズに合致している。 

 

（2）インドネシア側の開発政策との整合性 

インドネシアの国家中期開発計画 2010-2014では、5つの開発アジェンダのなかのAgenda 

IV として「Law Enforcement」を挙げている。同アジェンダでは、民主主義における「rule 

of law」の強化が今後も必要であり、法的安定が住民に安全、公正及び経済活動の確実性

を提供するとしており、本プロジェクトのめざす建築行政執行能力向上はこのアジェンダ

の方向性と一致している。 

また、2004 年 12 月 26 日のスマトラ島沖地震及びインド洋津波を受け、日本・インドネ

シアの二国間で設置した防災に関する共同委員会の報告書（2006 年 7 月）によれば、「6. 総

合的な防災推進のための課題と方向性」の「6-1 主要な要素の確立」の最初の項目に「住

宅・建築の耐震化」が示されており、本プロジェクトの方向性と合致するものである。 

 

（3）日本の援助政策との整合性 

わが国の対インドネシア国別援助計画（2004 年 11 月）では、対インドネシア援助の重

点分野として「民間主導の持続的な成長」「民主的で公正な社会づくり」「平和と安定」の

3 本柱を示している。本プロジェクトの関連法整備を通した建築行政支援については、同

計画の「民主的で公正な社会づくり」のなかのガバナンス改革（地方分権等）でめざす行

政の効率化・透明化、地方政府の行政能力向上等の課題に合致するものである。また、「民

主的で公正な社会づくり」では「環境保全・防災」の課題も含まれており、「都市スラム

を含む都市住民の居住環境改善（自然災害対策も含む）」にも合致する。 

 

（4）手段としての適切性 

インタビューによれば、インドネシアには最先端技術でなく現状に合った適正技術とそ

の運用ルールが必要であり、本プロジェクトの提唱するキー・リクワイアメントは同国に

マッチしたものである。建築 PERDA、建築 MIS は IMB 制度の改善のベースとなるもので

あるが、PUCK は本プロジェクト終了後も独自に地方政府への普及を図ろうとしており、

インドネシアの課題に合致したものである。 

対象地域として、これまでに地震被害のあった西スマトラ州、ブンクル州、北スラウェ
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シ州の選択は、耐震性建築物の必要性という点からは適切であった。一方、プロジェクト

管理の点からは、特に第 2 年次に西スマトラ州（南プシシール県、タナダタール県）とブ

ンクル州（北ブンクル県）を同時に活動地域としたことで、移動はジャカルタ経由での飛

行機移動になり、また、専門家、助手、ローカルコンサルタントの移動も必要になり、負

担が大きくなった。 

 

（5）技術移転 

専門家によれば、キー・リクワイアメントが対象とするノン・エンジニアド・ハウスに

ついては、日本の研究者による研究結果の活用が期待できた。一方、PUCK によれば、日

本の優位性は耐震性促進に関する建築行政の経験と考えている。 

本プロジェクトは、インドネシア側にある既存の規則、工法、システムをベースにして

それらの改善を提案し、各分野のインドネシア側の専門家の協力を得て実施した技術移転

であったため、インドネシア側に受け入れられた。 

 

４－１－２ 有効性 

 以下の理由により、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

 

（1）プロジェクト目標の達成度 

以下の点から、プロジェクト目標はほぼ達成される見込みである。 

1）最優先対象 7 県市において、現時点で建築 PERDA は正式発出されていないものの、

既に 5 県市は議会へ同 PERDA を提出済みであるなど、全 7 県市で最終段階にある。

同 PERDA が発出されれば、必然的に IMB 制度は改善され、建築許可を得た耐震性建

築物の数が増加することが見込める。 

2）建築 MIS は既に最優先対象県市には配布済みであり、今後は各県市で運用のための

予算、人材等を準備する段階になる。 

3）PUCK は、PERDA モデル及びキー・リクワイアメントについての公共事業省居住総

局長通達、建築 MIS については公共事業省大臣令を発出する準備を進めている。 

 

（2）因果関係 

アウトプットのうち建築 MIS については、パダンパリアマン県とバントゥール県を除い

て、MIS ソフトウェアが配布されたが実用化には至っていない。実用化のためには運用予

算、オペレータ等の確保と県知事・市長からの運用開始の指示が必要であり、今後 PUCK、

当該県市 IMB 担当部局からの働きかけが期待される。 

 

（3）貢献要因 

① 2009 年 9 月発生のパダン地震に対し、住宅再建支援のための IMB 制度促進活動を追

加コンポーネントとして実施した。これにより、キー・リクワイアメントの普及（小冊

子、ポスターを配布する）、MIS の研修等をタイミングよく実施することができた。 

② 活動の実施にあたり、インドネシア人の法律と技術の専門家を投入した。これにより

インドネシア側のオーナーシップが強くなり、また、インドネシア人同士の会話になる
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ことから、より深い理解を促すことができた。 

③ インタビューによれば、キー・リクワイアメント普及のために作成・配布した小冊子、

ポスター等は、住民や建設職人等とのコミュニケーション・ツールとして役立った。 

④ 専門家によれば、打合せを定例化しほぼ毎週実施することでプロジェクトチーム側の

熱意が相手側に伝わり、相手側の参加意欲も高くなった。また、相手側のオーナーシッ

プを尊重し、まず、相手側の意見を聞くことを心がけたことで、お互いの信頼関係を築

くことができた。また、現地に精通した日本人ローカルコンサルタントの投入により、

日本側とインドネシア側の相互理解が進んだ。 

 

（4）阻害要因 

① 建築 MIS は、最優先対象県市等にソフトウェア、オペレーション・ガイドブックを配

布し職員向け研修も実施されているが、予算、運用職員の準備がなく、また、県知事/

市長からの運用指示が出ていないため、利用が進んでいない。また、MIS 運用の趣旨に

沿ってデータを活用する枠組みがないため、実用化に至っていない。 

② 耐震性向上のための IMB 制度について、住民がその重要性を理解しないと新しい制度

に移行するモチベーションがわかない。また、キー・リクワイアメントの適用は建設コ

ストの増加をもたらすと考える住民が多いことから、住民の意識改革が必要である。 

③ IMB 制度では、地域の特性に合わせて PERDA や MIS をカスタマイズ（個別対応）す

る必要がある。PERDA の改訂では個別対応をしたが、MIS の導入にあたっては個別対

応に至らなかった。 

 

４－１－３ 効率性 

  以下の理由により、本プロジェクトの効率性は高いと判断される。 

 

（1）アウトプットの達成度 

各アウトプットは、おおむね計画どおりに算出された。 

 

（2）因果関係 

2009 年 9 月発生のパダン地震対応のため、活動及び投入計画を一部変更して追加コンポ

ーネントを実施したが、2010 年 8 月に長期専門家は当初予定の活動に戻り、その後の活動

はほぼ計画どおり実施されている。 

活動の実施にあたり、インドネシア人の法律と技術の専門家を投入した。これによりイ

ンドネシア側のオーナーシップを高めるとともに、母国語で活動することにより先方のよ

り深い理解を促すことができた。 

キー・リクワイアメント普及のために作成・配布した小冊子、ポスター等は、広報活動

の有効なツールであった。また、現地に精通した日本人コンサルタントの投入により、日

本側とインドネシア側の相互理解が進んだ。 

C/P からの投入は十分だった。C/P 主催のワークショップにより、関係機関がプロジェ

クトの進捗をモニタリングすることができた。 

最優先対象県市では、PERDA の改訂の打合せに IMB の技術担当、法制局、調整機関等
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の関係機関が多数参加した。 

 

（3）タイミング 

パダン地震住宅再建支援の追加コンポーネントは、耐震性向上のための IMB 制度の促進

とキー・リクワイアメントの普及を実践する機会と考え、タイミングよく実施することが

できた。この活動の対象県であるパダンパリアマン県では、耐震性住宅の増加が見込まれ

る。パダン地震住宅再建支援の追加コンポーネントを実施した結果、耐震性を考慮した

IMB 制度の実務レベルでの運用が実践できた。また、その結果、対象県のパダンパリアマ

ン県では、2010 年 7 月の時点で IMB 申請件数が 7,773 件、うち IMB 発行済みが 2,579 件

であり、十分な成果が出た。 

 

（4）コスト 

インタビューによれば、第 2 年次の対象地域は当初設定した西スマトラ州（南プシシー

ル県、タナダタール県）にブンクル州（北ブンクル県）を追加したが、両地区の移動はジ

ャカルタ経由での飛行機移動になり、また、専門家、助手、ローカルコンサルタントの移

動や追加雇用が必要だったため、時間とコストが計画以上にかかった。 

 

４－１－４ インパクト 

  以下の理由により、本プロジェクトのインパクトは限定的と判断される。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

PUCK は、国家中期開発計画の戦略計画のひとつとして、建築 PERDA の全国への普及

を 2011 年度から実施予定である。同 PERDA が全国の地方政府で制定されれば建築物の耐

震性向上が期待されることから、上位目標が達成される見込みはある。そのためには、

PUCK による地方政府への適切なアドバイス、技術的支援が必要不可欠である。 

専門家によれば、上位目標達成のためには以下のような取り組むべき課題がある。 

① 住宅を建てようとする住民や建設職人に、耐震性住宅への理解をもってもらう。 

② 住宅を建築したい中低所得者層の所得向上が見込めないおそれがある。 

③ 住宅建設のために低所得者層がアクセスしやすい金融制度が不十分である。 

 

（2）波及効果 

インタビューによれば、以下のポジティブなインパクトが確認された。 

① C/P 機関、地方政府とも法律整備の重要性を理解するようになり、行政法を整備し

ようという「やる気」を起こした。 

② ブンクル州ブンクル大学では、ボランティアベースで耐震建築・キー・リクワイア

メントの重要性を広める活動をするグループができた。 

③ 西スマトラ州では、キー・リクワイアメント・IMB 普及のための種々の PR 活動（マ

スコットを使ったキャンペーン、現地ラジオ局のトークショーでの IMB の説明、子ど

もたちを集めたお絵かき大会、スローガン・コンテスト）を通して、プロジェクトの

評判が上がった。 
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④ アチェで活動する他ドナーから「お絵かき大会」等のアイデアの借用の申し入れが

あった。 

⑤ National Committee for Human Rights が PERDA 制定に関する JICA の支援活動に関心

をもち、同委員会の規則等の作成支援の要請があった。 

⑥ 本プロジェクトで作成配布した IMB 促進に関する冊子、ポスター等の PR ツールは

大変好評である。 

一方、ネガティブなインパクトは認められない。 

 

４－１－５ 自立発展性 

  以下の理由により、本プロジェクトの自立発展性は高いと判断される。 

 

（1）政策・制度面 

PUCK では、2010 年度予算で各州 2 県市をパイロット地域として建築 PERDA 作成を促

進する事業を全州で実施中であり、全国への普及活動が既に始まっている。同事業は、2011

年からは国家中期開発計画 2010-2014 に関係した PU の戦略計画として実施予定である。

建築 MIS についても、2010 度 PU は独自予算で全国 33 州に同システムを配布し、その運

用促進を図っている。上記の PERDA、キー・リクワイアメントについての公共事業省居

住総局長通達、建築 MIS についての公共事業省大臣令を発出する準備を進めており、本プ

ロジェクトの成果を継続的に促進する方針である。 

 

（2）組織・財政面 

上記のように、PUCK は本プロジェクトの成果である PERDA モデルと建築 MIS の全国

普及を独自の予算で実施する計画であり、オーナーシップは非常に高い。 

最優先対象県市では、担当部局と法制局等が自ら参加して建築 PERDA の改訂作業を実

施したため、オーナーシップは強い（通常は、コンサルタントに作業委託）。このことか

ら、PERDA 制定後、その運用のための細則作成等の自主的な活動が期待される。 

PUCK で実施予定の建築 PERDA 作成促進事業として予算を計上している。また、現在

MIS 利用中のパダンパリアマン県へのインタビューによれば、同県は現在 MIS を利用中で

あり、2011 年度の継続利用の業務費を予算計上する予定である。 

 

（3）技術面 

本プロジェクトは、インドネシア側にある既存の規則、工法、システムをベースにして

それらの改善を提案し、各分野のインドネシア側の専門家の協力を得て実施した技術移転

であったため、受け入れられた。 

PUCK によれば、建築 MIS における開発作業の続行、システムのメンテナンスは、今後

PUCK が責任をもって実施する予定であり、2011 年度以降の具体的な行動計画、予算措置

が期待される。 
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４－２ 効果発現に貢献した要因 

４－２－１ 計画内容に関するもの 

（1）法令整備への取り組み 

従来の能力向上支援のプロジェクトでは、日本が優位性をもつ関連技術の移転を通した

支援活動が中心であり、関連法制の整備は PDM 上の外部条件とするケースが多かった。

一方、本プロジェクトでは、建築行政執行能力の向上をめざしたものであり、キー・リク

ワイアメントの制定という技術面への支援のみならず、県市の建築に関する行政令

（PERDA）の制定支援という法令整備にまで取り組んでいる。このアプローチは、インド

ネシアの「Law Enforcement」という開発アジェンダに合致していることから、C/P である

公共事業省居住総局は、高いオーナーシップをもって、プロジェクトの成果である PERDA

モデル、キー・リクワイアメントに関する公共事業省居住総局長通達及び建築 MIS に関す

る公共事業省大臣令を発出する計画につながっている。 

 

（2）パダン地震住宅復旧支援に関する追加コンポーネントの実施 

2009 年 9 月に発生したパダン地震への対応として、JICA はインドネシア側と協議のう

え、本プロジェクトの成果を活用して住宅復旧を支援するコンポーネントを本プロジェク

トに追加することとした。この追加コンポーネントの実施により、IMB 制度の改善に必要

な種々のマニュアル、ガイドブック、ポスター等を整備することが可能となるとともに、

建築 MIS がパダンパリアマン県で実用化される等、具体的な経験を積むことができた。 

 

４－２－２ 実施プロセスに関するもの 

（1）インドネシア側の法律、技術、人材等の活用 

本プロジェクトでは、インドネシアのオーナーシップを醸成させるため、建築 PERDA、

建築 MIS、建築工法などについては、新規のものを導入するのではなくインドネシアの既

存のものを基盤として改善を行うというアプローチをとった。併せて、インドネシア側の

法律、技術の専門家をアドバイザーやファシリテータとして活用し、また、キー・リクワ

イアメントの検証に関する材料実験なども地元の大学関係者に委託するなどして作業を

実施した。さらに、プロジェクトチーム側でも、インドネシアのローカルコンサルタント

に業務委託するなどして、インドネシア側人材の活用を図った。こうした進め方により、

インドネシア側に抵抗感の少ない技術協力を行うことができた。 

 

４－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

４－３－１ 計画内容に関するもの 

（1）重点対象地域での活動 

PDM では、プロジェクト対象地域（地方政府）での能力向上をめざすアウトプット２に

ついて、プロジェクトチームによる最優先対象 7 県市への支援活動のほかに、対象となっ

た州の他の県市に対する建築行政支援を PUCK チームが実施することになっており、ワー

クショップにより優先対象地域の事例、中央政府における考え方を紹介したものの、個別

の地域に対する計画策定支援、活動のモニタリングなどの具体的活動にまでは至らなかっ

た。その理由は、インドネシアにおける長期にわたる中央集権体制の影響から、中央政府
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職員が地方政府職員と協力して活動するケースがほとんど見られないことによると思わ

れる。JICA も加わって 3 者で活動することや人的投入を増やして個別の支援をする等のし

かけが必要である。 

 

（2）PDM の論理構成と指標 

本プロジェクトは、当初、小規模案件（予算総額が 2 億円未満）との扱いから、事前評

価、中間レビューがなく、PDM についてはこれまで、JICA 側、C/P 側で十分にレビュー

されずに実施されてきた。本終了期評価において、同 PDM に最小限の変更を加えること

で PDMe を作成したが、合同調整委員会等を活用し、両者で PDM の内容、評価指標の共

通理解を醸成する必要があった。 

 

４－３－２ 実施プロセスに関するもの 

（1）2 州にわたった対象地域 

2008 年度に実施した対象地域での活動では、西スマトラ州の 2 県が最優先対象県市とな

っていたが、PUCK からの要請を受けて 2007 年に地震のあったブンクル州の北ブンクル県

も最優先対象県市に追加した。しかしながら、プロジェクトチームの体制が 1 州に対応す

ることを想定したものであったことから、両方の地域をカバーするため、プロジェクトチ

ームのメンバー（長期専門家、ローカルコンサルタント等）が頻繁に移動せざるを得ず（陸

路の移動は時間がかかることからジャカルタ経由の航空路）、時間と経費に大きな負担と

なった。対象地域は、移動の負担を考えて選定すべきだった。 

 

４－４ 評価の結論 

 上記の 5 項目評価結果をまとめると、以下のとおりである。 

 

（1）本プロジェクトは、PUCK のニーズに合致し、インドネシア政府の開発政策及び日本政府

の対インドネシア援助政策との整合性があり、プロジェクトの妥当性は「高い」。 

 

（2）プロジェクト目標はおおむね達成されており、プロジェクトの有効性は｢高い｣。 

 

（3）アウトプットはおおむね達成されており、プロジェクトの効率性は｢高い｣。 

 

（4）上位目標の達成に向けて、取り組むべきいくつかの課題があるため、プロジェクトのイ

ンパクトは限定的。 

 

（5）PUCK は、PERDA モデル、キー・リクワイアメント、建築 MIS という本プロジェクトの

成果を全国に普及させるため、既に独自の取り組みを始めており、プロジェクトの自立発展

性は｢高い｣。 

 

 以上を受けて、本プロジェクトは 2009 年 11 月 4 日に締結された M/M で合意したように、2011

年 3 月末に終了することとする。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

（1）プロジェクト目標の達成へ向けての活動の実施 

今回の調査の結果、プロジェクト期間中にプロジェクト目標達成が見込まれることが把握

できたが、更にその達成度を高めるため、日本・インドネシアの協力により、以下の活動を

行うことを提言する。 

・ 最優先県市における建築 PERDA の正式発効へ向けての詰めの活動を行う。 

・ 他の県市における建築 PERDA の発効への動きを促進するため、おおむね合意に至って

いるモデルとなる PERDA についての最終合意を図り、それに関する公共事業省居住総

局長通達（DG circulation letter）を発出する。 

・ PUCK が作成中の、同総局所管業務に関する地方政府の法令整備支援プログラムによる

支援を含めて、PERDA の普及促進のための活動について、今回のプロジェクトのノウ

ハウを活用する趣旨から、PUCK と JICA 側で協議を行うことにより、より実効性の高

いものとする。 

・ MIS システムの普及のため、PUCK は、公共事業省大臣令についての詰めを行い、2010

年末までに発出する。 

・ MIS システムを配布済みの最優先県市における公式の運用開始のため、働きかけを行

う。 

・ 国内の多くの県市においてキー･リクワイアメントが活用されるよう、PUCK は、でき

るだけ早く、標準キー･リクワイアメントについての公共事業省居住総局長通達を発出

する。 

・ キー・リクワイアメントの普及活動・啓発活動について、これまでのルートに加えて、

あらゆる可能性を試みる＊1。 

 

（2）上位目標の達成へ向けての提言 

本プロジェクトのプロジェクト目標の達成を受けて、インドネシア全国、特に地震リスク

の高い地域の建築物の耐震性を向上させるという上位目標を達成するためには、以下の活動

を、効果、有効性などから優先順位づけを行いながら、順次展開することが期待される。 

・ 最優先県市以外の県市における、PERDA の発効、MIS システムの運用、キー・リクワ

イアメントの活用などにより建築行政執行能力の向上を図る（最優先県市の成果の水

平的展開） 

・ 建築行政システム、技術ガイドライン（キー・リクワイアメント）が社会的に定着す

るよう、住民、コミュニティ、建設職人、ローカル NGO などのステークホルダーへの

制度の広報普及を図る（最優先県市の成果の草の根レベルへの水平的展開） 

・ 今回作成したキー・リクワイアメントは枠組み壁工法（コンファインドメーソンリー）

による新築工事のみを対象としているが、それ以外の工法（枠組み壁工法の既存建物

の補強工法、コンクリートブロック造、木骨レンガ造など）にも対象を広げ、同様の

キー･リクワイアメントを作成する（対象工法のタイプの拡大、展開） 

なお、いずれの場合についても、技術基準の内容についての構造実験、材料検査などに基
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づく工学的な検証、職人の技能、現場の制約条件の下で期待できる施工精度の把握に基づく

施工方法の合理化などの工学的なバックアップを並行して実施することが必要である*2。ま

た、類似の趣旨の活動を行っている世界銀行などとの調整、連携も期待される*3。 

 

（3）震災復興事業への成果の適用 

本プロジェクト実施期間中にパダン地震が発生したことから、その復興支援を新たなコン

ポーネントとして追加を行った。今後とも、同様の事態の発生の可能性があり、また、復興

事業は耐震性を有する建築物整備に大きな可能性を有している一方、早急な行政的対応が求

められるという特異な条件下で行う必要があることから、今回の経験を活用して、今後の同

様の事態への対応策（住宅復興におけるキー・リクワイアメントと建築許可システムの普及）

を策定することも期待される。 

 

（4）他のセクターとの連携 

本プロジェクトの、PERDA 整備は地方政府における法令整備という側面を有している。

このため、C/P 機関、最優先県市の地方政府ともに、建築法令にとどまらない行政法令の整

備に関心をもつという、想定外の効果をもたらした一方、プロジェクト実施の面からは、中

央政府と地方政府との行政法令上の関係の整理など、法制度に関する問題に直面することと

なった*4。 

また、本プロジェクトが主要な対象としたノン・エンジニアドの枠組み組積造住宅は中低

所得層が居住するもので、今後、実際にその耐震性向上を実現していくためには、彼らの投

資余力の向上、アクセスしやすい金融制度の整備などの低所得層対策との連携が必要となっ

てくると予想される*3。 

こうした点から、法令制度整備、低所得層対策などの他のセクターとの連携を図っていく

ことが、上位目標の達成に向けては期待される。 

  

５－２ 教 訓 

今回のプロジェクトにおける活動を通じて、以下の教訓が得られた。 

・ JICA 側が、相手国のオーナーシップを大切にし、活動を実施してきたことは、これまでに

JICA 側で実施してきた技術協力の基本的スタンスと共通しているが、同基本的考え方にの

っとって実施していくことが、日本らしさ、という点で、重要な活動スタンスである。こ

れが結果として、PU と地方政府の関係者の主体的、積極的な参加につながり、プロジェク

トの成果につながった。 

・ 本プロジェクトにおいては、①法制度（建築 PERDA）、建築 MIS、建築の工法などについ

て、既存のものを基盤として改善を行うというアプローチ（新規のものの導入ではなく）

をとった。②実施にあたっては、インドネシアの学識経験者の参画を得るなど、現地事情

を基本としたことにより、インドネシア側の抵抗感の少ない技術協力を実現できた。この

場合、インドネシア人の専門家と事前に考え方等を確認する趣旨から、時間をかけた打合

せが必要である。 

・ 今回のプロジェクトの活動のなかで、技術基準の検証に労力をかけ、一般に公表するなど

の活動をしている。こうした研究内容を研究途中で社会的に公表することは、C/P、地方政
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府担当者のみならず、住民、コミュニティなど社会一般の幅広い関心を高めるのに効果的

であり、同様の活動がある場合には、積極的に公表していくことがよい。 

・ 本プロジェクトでは、主要なプロジェクト対象地域である最優先県市が複数指定され、効

果が広がりをもつことが期待できる一方、同時進行の最優先県市の間の移動が、時間的、

経費的な負担となった。今後は、こうした点を配慮して、対象地域を選定する、複数地域

に適した人員配置、スケジュール設定などを行うことが必要と考えられる。 

・ 建築行政における中央省庁と地方政府との距離が感じられたところであり、こうした距離

を縮めるためのしかけが十分でなかった点が見られた。今後の JICA からの技術協力につい

ては、一考が必要である。 

 

＜注及び補足説明＞ 

*1：広報活動、啓発活動について 

長期専門家によれば、これまでの広報、啓発活動は、地方政府行政官対象のワークショップ

の開催など、手法的に手馴れており実施のしやすい方法に偏りがちであった。そうした普及活

動の効果を検証するため、実施後の各県・市の状況をモニターする手法・実施を考えることが

期待される。また、こうしたルート以外の有効なルートの開拓も必要である。大学、工業学校

などの授業に取り入れることが、今回の日本・インドネシアの話し合いのなかで例示された。 

 

*2：工法の技術的な検証、施工法の合理化 

開発途上国においては、実験施設の不足、高コストの実験費用などがネックとなり、工学的

な検証が行われることは少ない。本プロジェクトにおいて、キー・リクワイアメントに従った

住宅は十分な耐震性を保有していることが、実大住宅を用いた実験によって明らかになったの

は、大きな意味を有している。また、こうした技術的な検証の重要性をインドネシア側に理解

してもらう意味からも有意義である（インドネシアの研究者は、理論的な研究を重視し、実践

的、実験的な研究を軽く見る傾向がある）。さらに、公開実験に関係者が多数見学に集まった

ことは、耐震性に関する認識を高めるうえでの効果もあった。今回はキー・リクワイアメント

順守により全体としての安全性を確認した、工学的検証作業の第一歩というべきもので、今後、

補強材の設計、開口部周りの補強など、重要部分の検証を逐次行っていくことが必要である。

その場合、現在の案は、柱寸法を一般的なものより大きい 15cm×15cm としている、壁の両側を

それぞれ 2cm厚のモルタルを塗るなど、構造安全性を高める方向で改訂されているが、一方で、

高コストとなっていることが懸念される。これまでノン・エンジニアド・ハウスについて技術

基準が守られなかった要因の 1 つが高コストであることを再認識し、できるだけコストをかけ

ないで安全性が確保できるものへと改善することが望まれる。また、現場での施工の可能性、

容易性も重要な要素である。柱を 15cm 角とすることにより、型枠製作に要する木材が増え、

形も複雑なものとなるため、高価格になるとともに、コンクリート漏れの可能性が高まり、極

めて危険性の高い型枠に紙などの詰め物をする方向へ誘導する要因になる可能性がある。この

点を含めて、試験施工とそのモニタリングを行い、施工しにくい箇所の特定とその改善が期待

される。 
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*3：他の援助機関等との調整、連携 

世界銀行は、都市部、農村部の低所得層対策のプロジェクトを長年にわたって実施してきて

おり、主にコミュニティインフラ整備を行ってきているが、コミュニティの状況により住宅も

建設している場合がある。こうしたプロジェクトとの連携によりコミュニティレベルに技術、

建築許可制度を普及していくことは有効と考えられる。 

今回、同プロジェクトのインドネシア側担当が、本プロジェクトと同じ PUCK であることも

あり、C/P 側から連携のアイデアが提示された。別途、調査団が世界銀行インドネシア事務所

の担当者を訪問した際、同様の提案がなされ、そのなかで、さっそく、パダン地震復興のため

に貧困層対応プロジェクトを活用して復興住宅の建設を進めるためのハウジングファシリテ

ータに対する 2 日間のトレーニングに講師を派遣してほしい旨の要請がされた。 

 

*4：地方政府の法令整備 

本プロジェクトでは、建築許可制度を施行するため行政能力開発を進めることが目的であり、

そのため実施機関である、県市の条例の整備を行うことが不可欠であった。このため、当初想

定していなかった法令整備に関する検討課題に直面することとなったが、当該分野のインドネ

シア側専門家の協力を得て、プロジェクトを進めることができ、関係法令に関する知識、経験

を蓄積することができた。地方政府における法令整備は、PUCK の行政全体としても、新たな

政策、制度の導入を進めようとする際に直面している共通の問題であり、このため「５－１提

言（1）プロジェクト目標の達成へ向けての活動の実施」の 3 項目に記述している「PUCK 所管

業務に関する地方政府の法令整備支援プログラム」を新たに作成して取り組もうとしている状

況である。今回のプロジェクトはこうした課題に対する能力向上も結果的に図ることができた

と評価される。 
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予

定
。

P
D

M
指

標
3
)（

改
善

さ
れ

た
）
建

築
許

可
制

度
（
IM

B
）

○
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

、
P

E
R

D
A

と
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
の

連
結

を
通

し
て

、
IM

B
制

度
の

地
方

政
府

へ
の

促
進

を
集

中
的

に
扱

っ
た

。

P
D

M
指

標
1
)最

優
先

７
県

市
で

の
（
発

行
さ

れ
た

）
地

方
行

政
令

P
E
R

D
A

○
最

優
先

７
県

市
で

の
建

築
P

E
R

D
A

改
訂

に
関

す
る

進
捗

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
る

。
５

県
市

で
既

に
地

方
議

会
に

同
P

E
R

D
A

を
提

出
済

み
で

あ
り

、
お

お
む

ね
最

終
段

階
に

あ
る

。
1
) 

P
ad

an
g 

P
ar

ia
m

an
：
建

築
P

E
R

D
A

を
2
0
1
0
年

9
月

に
議

会
に

提
出

済
み

、
本

年
中

に
は

発
行

予
定

2
) 

P
e
si

si
r 

S
e
la

ta
n
：
建

築
P

E
R

D
A

を
議

会
に

提
出

済
み

で
あ

り
、

審
議

待
ち

3
) 

T
an

ah
 D

at
ar

：
建

築
P

E
R

D
A

を
議

会
に

提
出

済
み

（
2
0
1
0
年

9
月

）
で

あ
り

、
来

年
初

め
に

は
同

県
令

が
発

効
予

定
4
) 

B
e
n
gk

u
lu

 U
ta

ra
：
建

築
P

E
R

D
A

の
議

会
提

出
の

た
め

最
終

調
整

中
5
) 

K
o
ta

 M
an

ad
o
：
建

築
P

E
R

D
A

の
議

会
提

出
の

た
め

法
制

局
ド

ラ
フ

ト
中

6
) 

K
o
ta

 B
it
u
n
g：

建
築

P
E
R

D
A

を
議

会
に

提
出

済
み

7
) 

K
o
ta

 T
o
m

o
h
o
n
：
建

築
P

E
R

D
A

を
議

会
に

提
出

済
み

P
D

M
指

標
2
)最

優
先

７
県

市
で

の
（
改

訂
さ

れ
た

）
建

築
基

準
及

び
キ

ー
・

リ
ク

ワ
イ

ア
メ

ン
ト

○
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
に

つ
い

て
は

、
①

キ
ー

・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
施

工
実

態
調

査
、

②
材

料
の

検
証

、
③

実
大

実
験

を
対

象
州

に
あ

る
大

学
、

バ
ン

ド
ン

工
科

大
学

、
人

間
居

住
研

究
所

（
P

U
S
K
IM

）
の

協
力

を
得

て
実

施
し

、
同

基
準

の
適

切
性

を
確

認
し

た
。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

共
和

国
「
建

築
物

耐
震

性
向

上
の

た
め

の
建

築
行

政
執

行
能

力
向

上
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」
終

了
時

評
価

 ：
評

価
グ

リ
ッ

ド

1
．

実
績

の
検

証

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

投
入

実
績

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

１
「
公

共
事

業
省

本
省

に
お

け
る

建
築

基
準

・
IM

B
制

度
改

善
サ

ポ
ー

ト
体

制
が

整
備

さ
れ

る
」
は

、
計

画
ど

お
り

産
出

さ
れ

た
か ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
２

「
対

象
地

域
に

お
け

る
建

築
規

制
と

そ
の

執
行

手
続

き
が

改
善

さ
れ

る
」
は

、
計

画
ど

お
り

産
出

さ
れ

た
か

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

２．和文評価グリッド結果付き

－84－



大
項

目
小

項
目

P
D

M
指

標
3
)最

優
先

７
県

市
で

の
（
設

計
さ

れ
た

）
建

築
許

可
制

度
IM

B
詳

細
手

続
き

○
IM

B
の

詳
細

手
順

は
建

築
P

E
R

D
A

の
な

か
に

書
か

れ
て

い
な

い
た

め
、

J
IC

A
と

地
方

政
府

が
共

同
で

IM
B

の
詳

細
手

順
フ

ロ
ー

チ
ャ

ー
ト

を
作

成
し

た
が

、
正

式
文

書
と

す
る

手
続

き
は

と
っ

て
い

な
い

。
北

ス
ラ

ウ
ェ

シ
州

の
K
o
ta

B
it
u
n
gで

、
同

詳
細

手
順

フ
ロ

ー
チ

ャ
ー

ト
作

成
の

た
め

の
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
を

作
成

中
で

あ
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

ま
で

に
は

内
部

で
の

手
順

書
を

作
成

予
定

。
一

方
、

P
ad

an
g

P
ar

ia
m

an
県

で
は

、
ＩＭ

Ｂ
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

）
を

作
成

、
配

布
し

た
。

P
D

M
指

標
4
)最

優
先

７
県

市
で

の
（
配

属
さ

れ
た

）
同

制
度

担
当

職
員

数
○

７
最

優
先

県
市

の
IM

B
担

当
職

員
数

は
、

以
下

の
と

お
り

で
あ

る
。

こ
の

数
値

に
よ

れ
ば

、
2
0
0
7
年

と
2
0
0
9
年

に
地

震
が

発
生

し
住

宅
や

ビ
ル

に
被

害
が

出
た

西
ス

マ
ト

ラ
州

の
県

市
で

は
、

IM
B

担
当

職
員

数
は

こ
の

数
年

間
で

増
加

し
て

い
る

。
一

方
、

北
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
の

３
市

で
は

、
IM

Ｂ
担

当
職

員
数

は
変

化
し

て
い

な
い

。
し

た
が

っ
て

、
建

物
の

耐
震

化
を

促
進

す
る

に
あ

た
っ

て
、

IM
B

担
当

職
員

数
の

配
置

を
十

分
に

考
慮

す
る

必
要

が
あ

る
。

　
　

県
市

　
　

　
　

　
　

　
　

　
職

員
数

(2
0
0
7
o
r2

0
0
8
) 
  
  
同

（
2
0
1
0
）
　

　
　

　
　

県
市

　
　

　
　

　
　

  
職

員
数

　
　

　
　

　
  
  
同

（
2
0
1
0
）

  
  

T
an

ah
 D

at
ar

県
　

　
  

  
  
 

 
3
(
2
0
0
7
)
  

  
  

  
  

  
  

  
 1

7
  

  
  

  
  

  
  

  M
an

ad
o
市

  
  
  
  
  
  
2
3
(2

0
0
8
) 
  
  
  
  
  
  
 2

0
  

  
P

e
si

si
r 

S
e
la

ta
n
県

  
  

  
  
4
(
2
0
0
7
)
 
  

  
  

  
  

  
  

  
3
5
  

  
  

  
  

  
  

  B
it
u
n
g市

  
  
  
  
  
  
  
  7

(2
0
0
8
) 

  
  

  
  

  
  

  
7

  
  
B

e
n
gk

u
lu

 U
ta

ra
県

  
  
  

 1
4
(
2
0
0
7
)
  
  
  
  
  
  
  
  
 1

4
  
  
  
  
  
  
  
  
T
o
m

o
h
o
n
市

 　
 　

　
　

 7
(2

0
0
8
) 
  
  
  
  
  
  
  
7

  
  
P

ad
an

g 
P

ar
ia

m
an

県
　

  
  
5
(2

0
0
8
) 
  
  
  
  
  
  
  
  
 3

9

対
象

地
域

で
は

、
計

画
ど

お
り

成
果

が
出

て
い

る
か

？
○ ○

2
0
0
9
年

度
の

北
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
及

び
中

部
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
、

ゴ
ロ

ン
タ

ロ
州

で
の

諸
活

動
は

、
2
0
0
9
年

9
月

3
0
日

発
生

の
パ

ダ
ン

地
震

の
緊

急
対

応
の

た
め

、
2
0
0
9
年

1
0
月

か
ら

2
0
1
0
年

7
月

ま
で

十
分

な
活

動
が

で
き

な
か

っ
た

が
、

同
8
月

よ
り

活
動

を
本

格
的

に
再

開
し

、
2
0
1
0
年

1
2
月

で
終

了
す

る
ま

で
に

、
当

初
計

画
し

た
成

果
達

成
が

見
込

ま
れ

る
。

重
点

対
象

県
市

へ
の

支
援

活
動

で
は

、
C

/
P

の
P

U
C

K
か

ら
の

積
極

的
な

参
加

が
計

画
さ

れ
た

が
、

実
施

に
至

ら
な

か
っ

た
。

P
D

M
指

標
1
)建

築
M

IS
の

プ
ロ

ト
タ

イ
プ

（
の

完
成

）
○ ○ ○ ○

建
築

M
IS

に
つ

い
て

は
、

P
U

が
2
0
0
5
年

に
開

発
し

た
M

IS
と

J
IC

A
が

開
発

し
た

M
IS

を
シ

ン
ク

ロ
ナ

イ
ズ

さ
せ

て
建

築
M

IS
と

し
て

最
終

的
に

開
発

さ
れ

た
。

同
シ

ス
テ

ム
は

、
ス

タ
ン

ド
・
ア

ロ
ー

ン
・
シ

ス
テ

ム
（
地

方
政

府
版

）
と

ク
ラ

イ
ア

ン
ト

・
サ

ー
バ

ー
・
シ

ス
テ

ム
（
P

U
C

K
向

け
の

全
国

版
）
が

あ
り

、
前

者
の

シ
ス

テ
ム

開
発

は
終

了
し

た
が

、
後

者
の

シ
ス

テ
ム

は
開

発
中

で
あ

る
。

現
在

、
最

優
先

県
市

７
と

ジ
ョ

グ
ジ

ャ
カ

ル
タ

特
別

州
B

an
tu

l県
、

西
ス

マ
ト

ラ
州

P
ar

ia
m

an
市

、
P

ad
an

g市
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
か

ら
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
が

提
供

さ
れ

て
い

る
。

ま
た

、
P

U
C

K
か

ら
全

国
の

3
3
州

政
府

の
ほ

か
、

個
別

に
導

入
希

望
が

あ
っ

た
K
o
ta

B
an

du
n
g、

東
ジ

ャ
ワ

州
P

ro
bo

lin
gg

o
県

に
も

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

と
ユ

ー
ザ

ー
ズ

・
ガ

イ
ド

も
提

供
さ

れ
て

い
る

。
し

か
し

な
が

ら
、

同
M

IS
利

用
に

あ
た

っ
て

は
、

同
シ

ス
テ

ム
で

の
建

築
許

可
申

請
の

運
用

を
規

定
す

る
規

則
が

必
要

で
あ

り
、

建
築

P
E
R

D
A

の
な

か
に

規
定

を
設

け
る

よ
う

に
し

た
。

ま
た

、
パ

ダ
ン

地
震

2
0
0
9
の

被
災

県
市

で
は

復
興

の
た

め
の

暫
定

措
置

と
し

て
同

シ
ス

テ
ム

を
建

築
許

可
申

請
の

デ
ー

タ
入

力
ツ

ー
ル

と
す

る
県

知
事

・
市

長
令

を
発

出
し

、
実

際
に

活
用

し
て

い
る

。
P

ad
an

g
pa

ri
am

an
県

で
は

、
実

際
の

IM
B

申
請

7
,7

7
3
件

、
う

ち
IM

B
発

行
2
,5

7
9
件

（
2
0
1
0
年

7
月

現
在

）
と

な
っ

て
い

る
。

P
D

M
指

標
2
)デ

ー
タ

収
集

ツ
ー

ル
の

対
象

県
市

へ
の

導
入

数
○

地
方

政
府

は
、

デ
ー

タ
収

集
ツ

ー
ル

は
既

に
も

っ
て

い
た

の
で

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

扱
わ

な
か

っ
た

。

P
D

M
指

標
1
)イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

内
の

建
築

許
可

制
度

（
IM

B
）
担

当
職

員
数

○
O

u
tp

u
t2

の
指

標
２

-
４

で
述

べ
た

よ
う

に
、

最
優

先
県

市
全

体
の

IM
B

担
当

職
員

数
は

1
3
9
名

で
あ

り
、

2
0
0
7
年

と
2
0
0
9
年

に
地

震
の

あ
っ

た
西

ス
マ

ト
ラ

州
で

は
同

職
員

数
は

こ
の

数
値

で
増

加
し

て
い

る
が

、
近

年
、

直
接

の
地

震
被

害
が

な
か

っ
た

北
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
の

３
市

で
は

同
職

員
数

は
増

え
て

い
な

い
。

し
た

が
っ

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

と
対

象
地

域
の

IM
B

担
当

職
員

数
の

変
化

の
関

係
を

分
析

す
る

の
は

時
期

尚
早

で
あ

る
。

P
D

M
指

標
2
)建

築
M

IS
を

導
入

し
た

県
市

数
○

J
IC

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

が
建

築
M

IS
を

配
布

し
た

県
市

は
、

最
優

先
県

市
７

、
東

ジ
ャ

ワ
州

B
an

tu
l県

、
西

ス
マ

ト
ラ

州
P

ar
ia

m
an

市
、

P
ad

an
g市

の
計

1
0
で

あ
り

、
P

U
C

K
が

配
布

し
た

州
・
県

は
、

全
州

3
3
と

K
o
ta

B
an

du
n
g、

P
ro

bo
lin

gg
o
県

の
4
5
で

あ
る

。
こ

の
う

ち
、

実
用

化
を

始
め

た
県

市
で

確
認

で
き

た
も

の
は

、
P

ad
an

g 
P

ar
ia

m
an

県
と

B
an

tu
l県

で
あ

る
。

P
D

M
指

標
3
)対

象
地

域
で

の
建

築
許

可
を

得
た

耐
震

性
建

築
物

の
数

○ ○ ○ ○

以
下

は
、

2
0
0
7
-
2
0
1
0
年

9
月

の
間

に
７

最
優

先
県

市
で

受
け

付
け

た
IM

B
申

請
件

数
で

あ
る

：
K
ab

.T
an

ah
D

at
ar

(6
4
9
),

K
ab

.P
e
si

si
r

S
e
la

ta
n
(1

,3
0
6
),

K
ab

.B
e
n
ku

lu
 U

ta
ra

(7
9
4
),
 K

o
ta

 M
an

ad
o
(5

,8
3
0
),
 K

o
ta

 T
o
m

o
h
o
n
(2

4
1
),
 K

o
ta

 B
it
u
n
g(

4
8
0
),
 K

ab
.P

ad
an

g 
P

ar
ia

m
an

(3
,0

8
1
).

P
ad

an
g

P
ar

ia
m

an
県

を
除

く
最

優
先

対
象

の
６

県
市

に
つ

い
て

は
、

耐
震

性
の

あ
る

住
宅

の
建

設
を

促
進

す
る

た
め

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

作
成

し
た

小
冊

子
、

ポ
ス

タ
ー

を
使

っ
て

啓
も

う
活

動
を

し
て

い
る

も
の

の
、

P
E
R

D
A

の
改

正
手

続
き

を
進

め
て

い
る

段
階

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

建
築

許
可

手
続

き
の

な
か

で
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
が

申
請

書
に

反
映

さ
れ

て
い

る
か

ど
う

か
ま

で
は

確
認

す
る

段
階

に
至

っ
て

い
な

い
。

西
ス

マ
ト

ラ
州

に
対

し
、

建
築

許
可

制
度

を
活

用
し

た
行

政
に

よ
る

耐
震

住
宅

化
の

チ
ェ

ッ
ク

と
補

助
金

支
給

を
関

連
づ

け
る

こ
と

が
復

興
に

お
い

て
よ

り
安

全
な

住
宅

を
建

設
す

る
方

法
で

あ
る

こ
と

を
ア

ド
バ

イ
ス

し
た

。
併

せ
て

、
建

築
許

可
申

請
制

度
が

同
趣

旨
に

沿
っ

て
機

能
す

る
よ

う
、

被
害

の
大

き
か

っ
た

P
ad

an
g

P
ar

ia
m

an
県

に
お

い
て

、
チ

ェ
ッ

ク
リ

ス
ト

の
活

用
、

プ
ロ

ト
タ

イ
プ

ド
ロ

ー
イ

ン
グ

の
活

用
、

郡
事

務
所

で
の

審
査

・
M

IS
の

運
用

を
柱

と
す

る
改

善
を

行
っ

た
。

な
お

、
同

様
に

P
ad

an
g市

、
P

ar
ia

m
an

市
に

対
し

て
も

ア
ド

バ
イ

ス
し

、
導

入
が

な
さ

れ
て

い
る

。
こ

の
結

果
、

建
築

M
IS

を
使

っ
た

実
際

の
IM

B
申

請
7
,7

7
3件

、
う

ち
IM

B
発

行
2
,5

7
9件

（
2
0
1
0
年

7
月

現
在

）
と

な
っ

て
い

る
。

P
D

M
指

標
4
)対

象
地

域
で

の
現

場
検

査
で

合
格

し
た

耐
震

性
建

築
物

○
建

築
現

場
で

の
合

格
証

は
、

政
令

上
S
L
F
（
機

能
的

信
頼

合
格

証
）
と

し
て

扱
わ

れ
て

お
り

P
E
R

D
A

の
な

か
で

規
定

さ
れ

て
い

る
が

、
同

P
E
R

D
A

は
P

U
内

で
の

手
続

き
中

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

中
に

は
実

際
に

現
場

で
の

検
査

に
基

づ
く
S
L
F
は

発
行

さ
れ

な
い

。

P
D

M
指

標
1
)耐

震
性

建
築

基
準

、
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
、

建
築

許
可

（
IM

B
）
制

度
が

策
定

さ
れ

た
県

市
数

○
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
、

建
築

許
可

を
規

定
す

る
P

E
R

D
A

の
モ

デ
ル

が
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
最

終
段

階
に

あ
り

、
P

U
C

K
は

そ
の

公
共

事
業

省
居

住
総

局
長

通
達

（
D

G
c
ir
c
u
la

ti
o
n

le
tt

e
r）

を
発

行
す

る
手

続
き

中
で

あ
る

。
ま

た
、

P
U

C
K

は
来

年
度

の
戦

略
と

し
て

建
築

P
E
R

D
A

条
例

化
促

進
を

実
施

す
る

計
画

が
あ

り
、

こ
う

し
た

P
U

C
K
の

積
極

的
な

IM
B

普
及

活
動

が
想

定
さ

れ
る

た
め

、
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
、

建
築

許
可

制
度

を
制

定
す

る
県

市
数

の
増

大
が

期
待

さ
れ

る
。

P
D

M
指

標
2
)イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

で
の

建
築

許
可

数
（
が

増
加

す
る

）
○

建
築

P
E
R

D
A

が
普

及
す

る
に

従
い

、
建

築
許

可
数

の
増

加
が

見
込

ま
れ

る
が

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
期

間
中

に
そ

う
し

た
期

待
を

示
す

デ
ー

タ
は

な
か

っ
た

。
上

位
目

標
を

達
成

す
る

た
め

に
は

、
（
4
）

Im
pa

c
tで

後
述

す
る

よ
う

に
、

建
築

行
政

の
外

部
に

あ
る

諸
課

題
に

も
取

り
組

む
必

要
が

あ
る

こ
と

が
分

か
っ

た
。

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

３
「
建

築
M

IS
が

整
備

さ
れ

る
」

は
、

計
画

ど
お

り
産

出
さ

れ
た

か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
対

象
地

域
に

お
い

て
、

建
築

物
耐

震
性

向
上

の
た

め
の

建
築

行
政

執
行

能
力

が
向

上
す

る
」
は

、
達

成
さ

れ
る

か

上
位

目
標

の
達

成
度

（
見

込
み

）

上
位

目
標

「
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
全

国
、

特
に

地
震

被
災

リ
ス

ク
の

高
い

地
域

に
お

い
て

、
建

築
物

の
耐

震
性

が
向

上
す

る
」
の

達
成

の
見

込
み

は
あ

る
か

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

評
価

設
問

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

２
「
対

象
地

域
に

お
け

る
建

築
規

制
と

そ
の

執
行

手
続

き
が

改
善

さ
れ

る
」
は

、
計

画
ど

お
り

産
出

さ
れ

た
か

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

－85－



大
項

目
小

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

？
〔
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
、

意
思

決
定

過
程

な
ど

に
つ

い
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

体
制

（
チ

ー
ム

）
は

明
確

だ
っ

た
か

？
〕

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
体

制
図

、
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

体
制

・
頻

度
等

○ ○ ○

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
２

名
の

長
期

専
門

家
を

中
心

に
し

て
、

短
期

専
門

家
（
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

チ
ー

ム
）
と

地
元

の
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

を
雇

用
し

て
実

施
さ

れ
た

。
ま

た
、

2
0
0
9
年

9
月

に
発

生
し

た
パ

ダ
ン

地
震

の
住

宅
再

建
支

援
の

た
め

、
新

た
に

調
査

団
（
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

チ
ー

ム
）
が

加
わ

っ
た

。
こ

れ
ら

の
関

係
者

間
で

は
、

長
期

専
門

家
を

中
心

に
し

て
、

定
期

会
合

の
ほ

か
、

適
宜

打
合

せ
を

も
っ

て
情

報
の

共
有

化
を

図
っ

て
お

り
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体

制
に

問
題

は
な

か
っ

た
。

ま
た

、
活

動
内

容
・
成

果
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
つ

い
て

は
、

1
8
回

（
2
0
1
0
年

1
0
月

現
在

）
に

及
ぶ

セ
ミ

ナ
ー

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
通

し
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

、
P

U
C

K
、

対
象

と
な

っ
た

地
方

政
府

の
関

係
者

に
報

告
さ

れ
て

お
り

、
十

分
な

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

が
実

施
さ

れ
た

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
と

J
IC

A
本

部
・
在

外
事

務
所

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

打
合

せ
状

況
（
頻

度
、

内
容

）
、

問
題

点
○

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
と

J
IC

A
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
事

務
所

と
は

、
必

要
に

応
じ

て
打

合
せ

を
も

っ
て

お
り

、
両

者
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
十

分
で

あ
っ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
内

の
意

思
疎

通
/
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
十

分
か

？
打

合
せ

状
況

（
頻

度
、

内
容

）
、

問
題

点
○

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
内

で
は

、
定

期
会

合
の

ほ
か

、
適

宜
打

合
せ

を
実

施
し

て
お

り
、

チ
ー

ム
内

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

上
の

問
題

は
な

か
っ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

チ
ー

ム
と

C
/
P

と
の

意
思

疎
通

/
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

は
効

果
的

に
行

わ
れ

た
か

打
合

せ
状

況
（
頻

度
、

内
容

）
、

問
題

点
○

長
期

専
門

家
の

１
名

は
C

/
P

で
あ

る
P

U
C

K
に

常
駐

し
て

お
り

、
常

時
両

者
で

連
絡

を
と

っ
て

い
る

。
ま

た
、

両
者

は
２

週
間

に
１

度
定

期
会

合
を

も
つ

ほ
か

、
必

要
に

応
じ

て
打

合
せ

を
頻

繁
に

開
催

し
て

い
た

。
会

合
の

日
程

が
急

に
変

更
に

な
る

場
合

も
あ

っ
た

が
、

実
務

レ
ベ

ル
で

の
両

者
間

の
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

に
は

問
題

が
な

か
っ

た
。

適
切

な
C

/
P

が
配

属
さ

れ
た

か
C

/
P

の
技

術
レ

ベ
ル

、
専

門
性

、
役

職
、

人
数

に
関

す
る

満
足

度
○

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
C

/
P

は
、

P
U

C
K
か

ら
主

要
メ

ン
バ

ー
と

し
て

５
名

が
配

置
さ

れ
て

お
り

、
実

務
ベ

ー
ス

で
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
は

、
こ

れ
ら

５
名

の
C

/
P

と
の

間
で

実
施

さ
れ

た
。

こ
の

ほ
か

に
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
チ

ー
ム

に
約

１
０

名
の

ス
タ

ッ
フ

が
ア

サ
イ

ン
さ

れ
て

い
る

。

C
/
P

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
へ

の
参

加
度

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
）
は

高
い

か
C

/
P

の
活

動
へ

の
参

加
度

・
満

足
度

○
専

門
家

に
よ

れ
ば

、
C

/
P

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
行

に
伴

い
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

も
強

く
な

っ
て

き
た

。
P

U
で

の
会

議
に

は
若

手
ス

タ
ッ

フ
の

参
加

も
多

く
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

に
対

す
る

理
解

が
深

ま
っ

た
。

P
E
R

D
A

、
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
の

検
討

で
は

、
P

U
か

ら
法

律
及

び
技

術
に

関
す

る
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
の

活
用

要
請

が
あ

り
、

受
け

入
れ

た
こ

と
で

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
が

強
く
な

っ
た

。

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
や

関
係

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
へ

の
参

加
度

（
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
認

識
）
は

高
い

か

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
関

係
機

関
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
対

す
る

予
算

額
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
関

係
機

関
職

員
の

参
加

状
況

○
対

象
と

し
た

最
優

先
県

市
に

つ
い

て
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

か
ら

の
積

極
的

な
働

き
か

け
も

あ
り

、
IM

B
担

当
の

技
術

部
門

、
法

制
部

門
、

調
整

機
関

の
積

極
的

な
参

加
が

見
ら

れ
た

。
県

市
の

レ
ベ

ル
で

は
、

ド
ナ

ー
機

関
と

直
接

協
力

活
動

を
実

施
す

る
機

会
が

少
な

い
こ

と
か

ら
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
る

多
く
の

情
報

提
供

が
、

参
加

者
へ

の
刺

激
と

な
っ

た
。

ま
た

、
北

ス
ラ

ウ
ェ

シ
州

で
の

活
動

に
参

加
し

た
法

律
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
に

よ
れ

ば
、

「
地

方
政

府
に

行
政

法
を

整
備

し
よ

う
と

す
る

や
る

気
を

起
こ

し
た

」
効

果
が

あ
り

、
対

象
と

し
た

地
方

政
府

の
参

加
度

は
高

か
っ

た
。

活
動

は
計

画
ど

お
り

に
実

施
さ

れ
た

か
活

動
計

画
（
P

O
）
に

関
す

る
予

定
・
実

績
表

（
特

に
最

優
先

７
県

市
、

重
点

対
象

県
市

向
け

の
活

動
は

計
画

ど
お

り
か

？
）

○
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
に

、
2
0
0
9
年

9
月

の
パ

ダ
ン

地
震

の
調

査
や

住
宅

復
興

支
援

が
新

た
に

加
わ

っ
た

た
め

、
同

年
度

に
実

施
予

定
だ

っ
た

北
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
内

で
の

活
動

を
延

期
し

た
。

2
0
1
0
年

度
に

活
動

を
再

開
し

て
以

降
は

、
当

初
日

程
ど

お
り

に
進

め
ら

れ
て

い
る

。

３
年

次
で

の
対

象
地

域
の

拡
大

は
問

題
な

か
っ

た
か

？
P

O
に

関
す

る
予

定
・
実

績
表

○
３

年
次

に
は

、
重

点
対

象
県

市
を

中
部

ス
ラ

ウ
ェ

シ
州

、
ゴ

ロ
ン

タ
ロ

州
の

県
市

も
含

め
て

実
施

し
た

が
、

そ
れ

ま
で

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
活

動
経

験
を

生
か

し
、

効
率

的
な

支
援

活
動

を
実

施
し

た
た

め
、

大
き

な
問

題
は

起
き

な
か

っ
た

。

技
術

移
転

の
方

法
に

問
題

は
な

か
っ

た
か

技
術

移
転

し
た

項
目

と
移

転
方

法
○

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
以

下
の

と
お

り
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
に

あ
る

既
存

の
規

則
、

工
法

、
シ

ス
テ

ム
を

ベ
ー

ス
に

し
て

そ
れ

ら
の

改
善

を
提

案
し

、
各

分
野

の
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

の
専

門
家

の
協

力
を

得
て

実
施

し
た

技
術

移
転

で
あ

っ
た

た
め

、
問

題
な

く
受

け
入

れ
ら

れ
た

。
1
)
P

E
R

D
A

に
つ

い
て

は
、

主
と

し
て

各
地

方
政

府
が

既
に

も
っ

て
い

た
建

築
P

E
R

D
A

ま
た

は
同

案
を

改
訂

す
る

と
い

う
ア

プ
ロ

ー
チ

を
と

り
、

ま
た

、
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

の
法

律
専

門
家

に
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

し
て

参
加

し
て

も
ら

っ
た

。
2
)
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
に

つ
い

て
は

、
そ

の
施

工
実

態
調

査
、

材
料

の
検

証
、

実
大

実
験

に
よ

る
検

証
と

い
う

作
業

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

の
技

術
研

究
者

を
技

術
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
と

し
て

活
用

し
た

。
3
)

建
築

M
IS

に
つ

い
て

は
、

P
U

が
2
0
0
5
年

に
開

発
し

た
M

IS
と

J
IC

A
が

開
発

し
た

M
IS

を
シ

ン
ク

ロ
ナ

イ
ズ

さ
せ

て
建

築
M

IS
と

し
て

最
終

的
に

開
発

さ
れ

た
。

活
動

の
追

加
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

全
体

計
画

と
調

整
が

と
れ

て
い

た
か

？
追

加
的

活
動

の
実

績
（
パ

ダ
ン

地
震

住
宅

復
旧

活
動

の
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

組
み

込
み

経
過

と
効

果
）

○
パ

ダ
ン

地
震

住
宅

再
建

支
援

の
追

加
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

は
、

耐
震

性
向

上
の

た
め

の
IM

B
制

度
の

促
進

を
実

践
す

る
機

会
と

考
え

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
追

加
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

と
し

た
。

こ
の

対
象

県
で

あ
る

P
ad

an
g

P
ar

ia
m

an
県

で
は

、
実

際
に

IM
B

申
請

7
,7

7
3件

、
う

ち
IM

B
発

行
2
,5

7
9件

（
2
0
1
0
年

7
月

現
在

）
と

な
っ

て
お

り
、

耐
震

性
住

宅
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

こ
と

か
ら

十
分

な
成

果
が

達
成

さ
れ

た
と

い
え

る
。

そ
の

他
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活

動
上

で
生

じ
て

い
る

問
題

等
外

部
要

因
、

及
び

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
計

画
時

に
予

期
し

て
い

な
い

状
況

の
発

生
○

パ
ダ

ン
地

震
緊

急
対

応
以

外
に

は
、

特
に

な
し

。

2
．

実
施

プ
ロ

セ
ス

の
検

証

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

Ｃ
/
Ｐ

活
動

の
進

捗
状

況

－86－



大
項

目
小

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
、

対
象

地
域

・
社

会
（
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

）
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か

住
民

ニ
ー

ズ
と

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

位
置

づ
け

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
、

タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

か
本

件
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

で
あ

る
建

築
行

政
機

関
の

抱
え

る
課

題
と

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

位
置

づ
け

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

開
発

政
策

と
の

整
合

性
は

あ
る

か
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
の

開
発

政
策

、
防

災
セ

ク
タ

ー
関

連
政

策
と

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

位
置

づ
け

○ ○

国
家

中
期

開
発

計
画

2
0
1
0
-
2
0
1
4
で

は
、

５
つ

の
開

発
ア

ジ
ェ

ン
ダ

の
な

か
の

A
ge

n
da

IV
と

し
て

「
L
aw

E
n
fo

rc
e
m

e
n
t」

を
挙

げ
て

い
る

。
同

ア
ジ

ェ
ン

ダ
で

は
、

民
主

主
義

に
お

け
る

「
ru

le
o
f

la
w

」
の

強
化

が
今

後
も

必
要

で
あ

り
、

法
的

安
定

が
住

民
に

安
全

、
公

正
及

び
経

済
活

動
の

確
実

性
を

提
供

す
る

と
し

て
お

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

め
ざ

す
建

築
行

政
執

行
能

力
向

上
は

こ
の

ア
ジ

ェ
ン

ダ
の

方
向

性
と

一
致

し
て

い
る

。
2
0
0
4
年

1
2
月

2
6
日

の
ス

マ
ト

ラ
島

沖
地

震
及

び
イ

ン
ド

洋
津

波
を

受
け

、
日

本
・
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
の

二
国

間
で

設
置

し
た

防
災

に
関

す
る

共
同

委
員

会
の

報
告

書
（
2
0
0
6
年

7
月

）
に

よ
れ

ば
、

「
6
.
総

合
的

な
防

災
推

進
の

た
め

の
課

題
と

方
向

性
」
の

「
6
-
1

主
要

な
要

素
の

確
立

」
の

最
初

の
項

目
に

「
住

宅
・
建

築
の

耐
震

化
」
が

示
さ

れ
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
方

向
性

は
合

致
す

る
も

の
で

あ
る

。

日
本

の
援

助
政

策
・
J
IC

A
国

別
事

業
実

施
計

画
と

の
整

合
性

は
あ

る
か

わ
が

国
国

別
援

助
計

画
、

J
IC

A
国

別
事

業
実

施
計

画
、

援
助

重
点

分
野

と
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
位

置
づ

け
○

わ
が

国
の

対
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
国

別
援

助
計

画
（
2
0
0
4
.1

1）
で

は
、

対
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
援

助
の

重
点

分
野

と
し

て
「
民

間
主

導
の

持
続

的
な

成
長

」
「
民

主
的

で
公

正
な

社
会

づ
く
り

」
「
平

和
と

安
定

」
の

３
本

柱
を

示
し

て
い

る
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

関
連

法
整

備
を

通
し

た
建

築
行

政
支

援
に

つ
い

て
は

、
同

計
画

の
「
民

主
的

で
公

正
な

社
会

づ
く
り

」
の

な
か

の
ガ

バ
ナ

ン
ス

改
革

（
地

方
分

権
等

）
で

め
ざ

す
行

政
の

効
率

化
・
透

明
化

、
地

方
政

府
の

行
政

能
力

向
上

等
の

課
題

に
合

致
す

る
も

の
で

あ
る

。
ま

た
、

「
民

主
的

で
公

正
な

社
会

づ
く
り

」
で

は
「
環

境
保

全
・
防

災
」
の

課
題

も
含

ま
れ

て
お

り
、

「
都

市
ス

ラ
ム

を
含

む
都

市
住

民
の

居
住

環
境

改
善

（
自

然
災

害
対

策
も

含
む

）
」
に

も
合

致
す

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

防
災

セ
ク

タ
ー

の
課

題
に

対
す

る
効

果
を

上
げ

る
戦

略
と

し
て

適
切

だ
っ

た
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
ア

プ
ロ

ー
チ

、
対

象
地

域
は

適
切

な
選

択
だ

っ
た

か
。

他
ド

ナ
ー

と
の

援
助

協
調

に
お

い
て

、
相

乗
効

果
が

あ
っ

た
か

○ ○

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

に
よ

れ
ば

、
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
に

は
最

先
端

技
術

で
な

く
現

状
に

合
っ

た
適

正
技

術
と

そ
の

運
用

ル
ー

ル
が

必
要

で
あ

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

提
唱

す
る

キ
ー

・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
は

同
国

に
マ

ッ
チ

し
た

も
の

で
あ

る
。

建
築

P
E
R

D
A

、
建

築
M

IS
は

IM
B

制
度

の
改

善
の

ベ
ー

ス
と

な
る

も
の

で
あ

り
、

P
U

C
K
が

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
終

了
後

も
独

自
に

地
方

政
府

へ
の

普
及

を
図

ろ
う

と
し

て
お

り
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

国
の

課
題

に
合

致
し

た
も

の
で

あ
る

。

対
象

地
域

、
対

象
グ

ル
ー

プ
の

選
定

は
適

切
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

対
象

地
域

、
C

/
P

、
タ

ー
ゲ

ッ
ト

グ
ル

ー
プ

の
選

定
根

拠
最

優
先

県
市

と
重

点
対

象
地

域
と

の
識

別
は

効
果

的
だ

っ
た

か
？

○ 　 ○

耐
震

性
建

築
物

の
必

要
性

と
い

う
点

か
ら

は
、

こ
れ

ま
で

に
地

震
被

害
の

あ
っ

た
西

ス
マ

ト
ラ

州
、

ブ
ン

ク
ル

州
、

北
ス

ラ
ウ

ェ
シ

州
の

選
択

は
適

切
で

あ
っ

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

管
理

の
点

か
ら

は
、

特
に

第
２

年
次

に
西

ス
マ

ト
ラ

州
（
P

e
si

si
r

S
e
la

ta
n
県

、
T
an

ah
D

at
ar

県
）
と

ブ
ン

ク
ル

州
（北

ブ
ン

ク
ル

県
）
を

同
時

に
活

動
地

域
と

し
た

こ
と

で
困

難
な

点
が

多
か

っ
た

。
移

動
は

ジ
ャ

カ
ル

タ
経

由
で

の
飛

行
機

移
動

に
な

り
、

ま
た

、
専

門
家

、
助

手
、

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

移
動

が
必

要
だ

っ
た

。

日
本

の
優

位
性

は
あ

っ
た

か
わ

が
国

の
過

去
の

援
助

事
業

の
経

験
・
ノ

ウ
ハ

ウ
を

生
か

し
て

い
る

事
例

○ ○ ○

専
門

家
に

よ
れ

ば
、

キ
ー

・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
が

対
象

と
す

る
ノ

ン
・
エ

ン
ジ

ニ
ア

ド
・
ハ

ウ
ス

に
つ

い
て

は
、

日
本

の
研

究
者

に
よ

る
研

究
結

果
の

活
用

が
期

待
で

き
た

。
P

U
C

K
に

よ
れ

ば
、

日
本

の
優

位
性

は
耐

震
性

促
進

に
関

す
る

建
築

行
政

の
経

験
と

考
え

て
い

る
。

日
本

の
援

助
活

動
の

経
験

と
し

て
、

相
手

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
を

尊
重

す
る

と
い

う
ス

タ
ン

ス
を

堅
持

し
た

。

そ
の

他
中

間
評

価
以

降
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
と

り
ま

く
環

境
（
政

治
、

経
済

、
社

会
等

）
の

変
化

が
あ

っ
た

か

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
開

始
後

の
環

境
変

化
を

示
す

情
報

○
2
0
0
9
年

9
月

に
パ

ダ
ン

地
震

が
発

生
し

た
た

め
、

緊
急

調
査

、
住

宅
再

建
支

援
へ

の
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
、

M
IS

の
普

及
活

動
を

追
加

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
と

し
て

急
き

ょ
実

施
し

た
。

大
項

目
小

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
予

測

投
入

・
成

果
の

実
績

、
活

動
状

況
に

照
ら

し
合

わ
せ

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

達
成

の
見

込
み

は
あ

る
か

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

合
い

（
実

績
の

検
証

結
果

）
○

以
下

の
点

か
ら

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

ほ
ぼ

達
成

さ
れ

る
見

込
み

で
あ

る
。

1
)
最

優
先

県
市

に
お

い
て

、
現

時
点

で
は

建
築

P
E
R

D
A

は
正

式
発

出
は

さ
れ

て
い

な
い

も
の

の
、

既
に

半
分

は
議

会
へ

同
P

E
R

D
A

を
提

出
済

み
で

あ
る

な
ど

、
全

７
県

市
で

最
終

段
階

に
あ

る
。

同
P

E
R

D
A

が
発

出
さ

れ
れ

ば
、

必
然

的
に

IM
B

制
度

は
改

善
さ

れ
、

建
築

許
可

を
得

た
耐

震
性

建
築

物
の

数
が

増
加

す
る

こ
と

が
見

込
め

る
。

2
) 

建
築

M
IS

は
既

に
最

優
先

県
市

に
は

配
布

済
み

で
あ

り
、

今
後

は
各

県
市

で
運

用
の

た
め

の
予

算
、

人
材

等
を

準
備

す
る

段
階

に
な

る
。

3
) 

P
U

C
K
に

お
い

て
、

P
E
R

D
A

の
モ

デ
ル

版
及

び
建

築
M

IS
の

全
国

へ
の

普
及

活
動

が
既

に
開

始
さ

れ
て

い
る

。

因
果

関
係

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

を
達

成
す

る
た

め
に

十
分

で
あ

っ
た

か
「
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
が

産
出

さ
れ

れ
ば

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

が
達

成
さ

れ
る

」
と

い
う

論
理

に
無

理
は

な
か

っ
た

か
○

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
う

ち
建

築
M

IS
に

つ
い

て
は

、
P

ad
an

g
P

ar
ia

m
an

県
と

B
an

tu
l県

を
除

い
て

、
M

IS
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
が

配
布

さ
れ

た
が

実
用

化
に

は
至

っ
て

い
な

い
。

実
用

化
の

た
め

に
は

運
用

予
算

、
オ

ペ
レ

ー
タ

等
の

確
保

と
県

知
事

・
市

長
か

ら
の

運
用

開
始

の
指

示
が

必
要

で
あ

り
、

今
後

P
U

C
K
、

当
該

県
市

IM
B

担
当

部
局

か
ら

の
働

き
か

け
が

期
待

さ
れ

る
。

3
．

評
価

５
項

目

(1
) 

妥
当

性
 (

R
e
le

v
a
n
c
e
) 

  
 "

H
ig

h
"

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

必
要

性
○ ○

P
U

へ
の

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

に
よ

れ
ば

、
建

築
行

政
の

問
題

の
ひ

と
つ

は
、

地
方

政
府

に
住

宅
建

設
に

か
か

わ
る

ル
ー

ル
が

確
立

し
て

い
な

い
こ

と
で

あ
る

。
従

来
の

IM
B

に
係

る
P

E
R

D
A

は
、

IM
B

手
数

料
に

関
す

る
規

定
で

あ
っ

た
。

P
U

C
K
の

国
家

中
期

開
発

計
画

の
戦

略
計

画
と

し
て

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
通

し
て

開
発

し
た

建
築

P
E
R

D
A

の
モ

デ
ル

版
を

全
国

の
地

方
政

府
に

条
例

化
さ

せ
る

計
画

が
来

年
度

よ
り

実
施

予
定

で
あ

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

P
U

C
K
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
て

い
る

。

優
先

度

手
段

と
し

て
の

適
切

性

(2
) 

有
効

性
 (

E
ff

e
c
ti
v
e
n
e
ss

) 
  

  
"
H

ig
h
"

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

－87－



大
項

目
小

項
目

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

か
ら

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
、

現
時

点
に

お
い

て
も

正
し

い
か

外
部

条
件

の
影

響
は

あ
っ

た
か

○
外

部
条

件
に

か
か

わ
る

変
化

は
、

今
の

と
こ

ろ
な

い
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
に

特
に

貢
献

し
た

要
因

は
あ

っ
た

か
貢

献
要

因
の

事
例

○ ○ ○ ○ 　 ○

2
0
0
9
年

9
月

発
生

の
パ

ダ
ン

地
震

に
対

し
、

住
宅

再
建

支
援

の
た

め
の

IM
B

制
度

促
進

活
動

を
追

加
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

と
し

て
実

施
し

た
。

こ
れ

に
よ

り
、

キ
ー

・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
の

普
及

（
小

冊
子

、
ポ

ス
タ

ー
を

配
布

す
る

）
、

M
IS

の
研

修
等

を
タ

イ
ミ

ン
グ

よ
く
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

活
動

の
実

施
に

あ
た

り
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

人
の

法
律

と
技

術
の

専
門

家
を

投
入

し
た

。
こ

れ
に

よ
り

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
が

強
く

な
り

、
ま

た
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

人
同

士
の

会
話

に
な

る
こ

と
か

ら
、

よ
り

深
い

理
解

を
促

す
こ

と
が

で
き

た
。

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

に
よ

れ
ば

、
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
普

及
の

た
め

に
作

成
・
配

布
し

た
小

冊
子

、
ポ

ス
タ

ー
等

は
、

住
民

や
建

設
職

人
等

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
・
ツ

ー
ル

と
し

て
役

立
っ

た
。

専
門

家
に

よ
れ

ば
、

打
合

せ
を

定
例

化
し

ほ
ぼ

毎
週

実
施

す
る

こ
と

で
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム

側
の

熱
意

が
相

手
側

に
伝

わ
り

、
相

手
側

の
参

加
意

欲
も

高
く
な

っ
た

。
ま

た
、

相
手

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
を

尊
重

し
、

ま
ず

、
相

手
側

の
意

見
を

聞
く
こ

と
に

心
が

け
た

こ
と

で
、

お
互

い
の

信
頼

関
係

を
築

く
こ

と
が

で
き

た
。

現
地

に
精

通
し

た
日

本
人

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

投
入

に
よ

り
、

日
本

側
と

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

相
互

理
解

が
進

ん
だ

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
を

阻
害

し
て

い
る

要
因

は
あ

っ
た

か
阻

害
要

因
の

事
例

○ ○ ○

建
築

M
IS

は
、

最
優

先
県

市
等

に
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
、

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
・
ガ

イ
ド

ブ
ッ

ク
を

配
布

し
職

員
向

け
研

修
も

実
施

さ
れ

て
い

る
が

、
予

算
、

運
用

職
員

の
準

備
が

な
く
、

ま
た

、
県

知
事

/
市

長
か

ら
の

運
用

指
示

が
で

て
い

な
い

た
め

、
利

用
が

進
ん

で
い

な
い

。
ま

た
、

M
IS

運
用

の
趣

旨
に

沿
っ

て
デ

ー
タ

を
活

用
す

る
枠

組
み

が
な

い
た

め
、

実
用

化
に

至
っ

て
い

な
い

。
耐

震
性

向
上

の
た

め
の

IM
B

制
度

に
つ

い
て

、
住

民
は

そ
の

重
要

性
を

理
解

し
な

い
と

新
し

い
制

度
に

移
行

す
る

モ
チ

ベ
ー

シ
ョ

ン
が

わ
か

な
い

。
ま

た
、

キ
ー

・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
の

適
用

は
建

設
コ

ス
ト

の
増

加
を

も
た

ら
す

と
考

え
る

住
民

が
多

い
こ

と
か

ら
、

住
民

の
意

識
改

革
が

必
要

で
あ

る
。

IM
B

制
度

で
は

、
地

域
の

特
性

に
合

わ
せ

て
P

E
R

D
A

や
M

IS
を

カ
ス

タ
マ

イ
ズ

（
個

別
対

応
）
す

る
必

要
が

あ
る

。
P

E
R

D
A

の
改

訂
で

は
個

別
対

応
を

し
た

が
、

M
IS

の
導

入
に

あ
た

っ
て

は
個

別
対

応
に

至
ら

な
か

っ
た

。

大
項

目
小

項
目

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

は
適

切
か

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

合
い

（
実

績
の

検
証

結
果

）
特

に
、

最
優

先
地

域
、

重
点

地
域

で
の

成
果

は
十

分
か

？
○

各
O

u
tp

u
tは

、
お

お
む

ね
計

画
ど

お
り

に
算

出
さ

れ
た

。

実
績

の
検

証
結

果
：
日

本
側

の
投

入
（
日

本
人

専
門

家
、

供
与

機
材

、
本

邦
研

修
受

入
れ

、
現

地
活

動
、

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
等

）
○ ○ ○ ○

2
0
0
9
年

9
月

発
生

の
パ

ダ
ン

地
震

対
応

の
た

め
、

活
動

及
び

投
入

計
画

を
一

部
変

更
し

て
追

加
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

を
実

施
し

た
が

、
2
0
1
0
年

4
月

に
長

期
専

門
家

は
当

初
予

定
の

活
動

に
戻

り
、

そ
の

後
の

活
動

は
ほ

ぼ
計

画
ど

お
り

実
施

さ
れ

た
。

活
動

の
実

施
に

あ
た

り
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

人
の

法
律

と
技

術
の

専
門

家
を

投
入

し
た

。
こ

れ
に

よ
り

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
が

強
く

な
り

、
ま

た
、

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

人
同

士
の

会
話

に
な

る
こ

と
か

ら
、

よ
り

深
い

理
解

を
促

す
こ

と
が

で
き

た
。

キ
ー

・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
普

及
の

た
め

に
作

成
・
配

布
し

た
小

冊
子

、
ポ

ス
タ

ー
等

は
、

広
報

活
動

の
有

効
な

ツ
ー

ル
で

あ
っ

た
。

現
地

に
精

通
し

た
日

本
人

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
の

投
入

に
よ

り
、

日
本

側
と

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

相
互

理
解

が
進

ん
だ

。

実
績

の
検

証
結

果
：
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

の
投

入
（
C

/
P

の
配

置
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

コ
ス

ト
負

担
、

提
供

機
材

等
）

○ ○ ○

C
/
P

か
ら

の
投

入
は

十
分

だ
っ

た
。

C
/
P

主
催

の
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

に
よ

り
、

関
係

機
関

が
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

進
捗

を
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

最
優

先
県

市
で

は
、

P
E
R

D
A

の
改

訂
の

打
合

せ
に

IM
B

の
技

術
担

当
、

法
制

局
、

調
整

機
関

等
の

関
係

機
関

が
多

数
参

加
し

た
。

活
動

か
ら

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

に
至

る
ま

で
の

外
部

条
件

は
現

時
点

に
お

い
て

も
正

し
い

か
外

部
条

件
に

よ
る

影
響

の
事

例
○

外
部

条
件

に
か

か
わ

る
影

響
は

、
今

の
と

こ
ろ

な
い

。

追
加

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
（
2
0
0
9
年

パ
ダ

ン
地

震
住

宅
復

旧
支

援
）
の

活
動

は
、

十
分

な
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
を

産
出

し
た

か

追
加

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
に

よ
る

実
績

の
検

証
結

果
○

パ
ダ

ン
地

震
住

宅
再

建
支

援
の

追
加

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
を

実
施

し
た

結
果

、
耐

震
性

を
考

慮
し

た
IM

B
制

度
の

実
務

レ
ベ

ル
で

の
運

用
が

実
践

で
き

た
。

ま
た

、
そ

の
結

果
、

対
象

県
の

P
ad

an
g

P
ar

ia
m

an
県

で
は

、
2
0
1
0
年

7
月

の
時

点
で

IM
B

申
請

7
,7

7
3
件

、
う

ち
IM

B
発

行
2
,5

7
9
件

で
あ

り
、

十
分

な
成

果
が

出
た

。

活
動

は
タ

イ
ミ

ン
グ

よ
く
実

施
さ

れ
た

か
実

績
の

検
証

結
果

（
過

不
足

の
発

生
事

実
と

影
響

）
特

に
、

パ
ダ

ン
地

震
対

応
と

し
て

実
施

し
た

活
動

の
タ

イ
ミ

ン
グ

○
パ

ダ
ン

地
震

住
宅

再
建

支
援

の
追

加
コ

ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

は
、

耐
震

性
向

上
の

た
め

の
IM

B
制

度
の

促
進

を
実

践
す

る
機

会
と

考
え

、
タ

イ
ミ

ン
グ

よ
く
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

こ
の

活
動

の
対

象
県

で
あ

る
P

ad
an

g 
P

ar
ia

m
an

県
で

は
、

耐
震

性
住

宅
の

増
加

が
見

込
ま

れ
る

。

C
/
P

予
算

は
、

遅
れ

ず
に

投
入

さ
れ

た
か

C
/
P

予
算

の
投

入
状

況
○

C
/
P

か
ら

の
投

入
は

、
計

画
ど

お
り

行
わ

れ
た

。

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
比

較
し

て
、

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

は
投

入
に

見
合

っ
た

も
の

か
実

績
の

検
証

結
果

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
比

較
し

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達

成
度

は
投

入
コ

ス
ト

に
見

合
っ

た
も

の
か

実
績

の
検

証
結

果

(3
) 

効
率

性
　

(E
ff

ic
ie

n
c
y
) 

  
 "

H
ig

h
"

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

因
果

関
係

因
果

関
係

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

を
産

出
す

る
た

め
に

十
分

な
活

動
及

び
投

入
で

あ
っ

た
か

タ
イ

ミ
ン

グ

コ
ス

ト
○

イ
ン

タ
ビ

ュ
ー

に
よ

れ
ば

、
第

２
年

次
の

対
象

地
域

は
当

初
設

定
し

た
西

ス
マ

ト
ラ

州
（
P

e
si

si
r

S
e
la

ta
n
県

、
T
an

ah
D

at
ar

県
）
に

ブ
ン

ク
ル

州
（
北

ブ
ン

ク
ル

県
）
を

追
加

し
た

が
、

両
地

区
の

移
動

は
ジ

ャ
カ

ル
タ

経
由

で
の

飛
行

機
移

動
に

な
り

、
ま

た
、

専
門

家
、

助
手

、
ロ

ー
カ

ル
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
移

動
や

追
加

雇
用

が
必

要
だ

っ
た

た
め

、
時

間
と

コ
ス

ト
が

計
画

以
上

に
か

か
っ

た
。

－88－



大
項

目
小

項
目

投
入

・
成

果
の

実
績

、
活

動
の

状
況

に
照

ら
し

合
わ

せ
て

、
上

位
目

標
は

達
成

さ
れ

る
見

込
み

が
あ

る
か

上
位

目
標

の
達

成
度

合
い

（
実

績
の

検
証

結
果

）
○

P
U

に
よ

れ
ば

、
P

U
C

K
は

国
家

中
期

開
発

計
画

の
戦

略
計

画
の

ひ
と

つ
と

し
て

、
建

築
P

E
R

D
A

の
全

国
へ

の
普

及
を

来
年

度
か

ら
実

施
予

定
で

あ
る

。
同

P
E
R

D
A

が
制

定
さ

れ
れ

ば
建

築
物

の
耐

震
性

が
向

上
す

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

る
こ

と
か

ら
、

上
位

目
標

が
達

成
さ

れ
る

見
込

み
は

あ
る

。
そ

の
た

め
に

は
、

P
U

C
K
に

よ
る

地
方

政
府

へ
の

適
切

な
ア

ド
バ

イ
ス

、
技

術
的

支
援

が
必

要
不

可
欠

で
あ

る
。

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
あ

る
か

阻
害

要
因

の
有

無
○

専
門

家
に

よ
れ

ば
、

上
位

目
標

達
成

の
た

め
に

、
以

下
の

点
に

留
意

す
べ

き
で

あ
る

。
*
住

宅
を

建
設

し
よ

う
と

す
る

住
民

と
建

設
す

る
建

設
職

人
に

、
耐

震
性

へ
の

理
解

を
も

っ
て

も
ら

う
必

要
が

あ
る

。
*
住

宅
を

建
築

し
た

い
中

低
所

得
者

層
の

所
得

向
上

が
見

込
め

な
い

お
そ

れ
が

あ
る

。
*
住

宅
建

設
の

た
め

に
低

所
得

者
層

が
ア

ク
セ

ス
し

や
す

い
金

融
制

度
が

不
十

分
で

あ
る

。

因
果

関
係

上
位

目
標

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
は

乖
離

し
て

い
な

い
か

実
績

の
検

証
結

果
：
上

位
目

標
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
実

績
の

比
較

、
外

部
条

件
の

影
響

○
最

優
先

県
市

で
の

建
築

P
E
R

D
A

の
制

定
支

援
を

通
し

て
、

P
U

C
K

は
P

E
R

D
A

の
モ

デ
ル

版
の

開
発

と
制

定
支

援
の

ノ
ウ

ハ
ウ

を
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

か
ら

得
て

い
る

。
こ

の
こ

と
か

ら
、

P
U

C
K
の

主
導

に
よ

る
P

E
R

D
A

の
全

国
普

及
が

効
果

的
に

実
施

さ
れ

る
こ

と
が

期
待

さ
れ

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
（
最

優
先

県
市

で
の

成
果

）
か

ら
上

位
目

標
（
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
全

国
で

の
成

果
）
へ

の
関

係
は

適
切

で
あ

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
る

ポ
ジ

テ
ィ

ブ
な

イ
ン

パ
ク

ト
は

あ
っ

た
か

該
当

す
る

事
例

の
確

認
：
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

政
策

の
立

案
、

制
度

・
基

準
の

整
備

な
ど

○
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
に

よ
れ

ば
、

以
下

の
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

な
イ

ン
パ

ク
ト

が
確

認
さ

れ
た

。
　

1
) 

C
/
P

機
関

、
地

方
政

府
と

も
法

律
整

備
の

重
要

性
を

理
解

す
る

よ
う

に
な

り
、

行
政

法
を

整
備

し
よ

う
と

い
う

「
や

る
気

」
を

起
こ

し
た

。
　

2
) 

ブ
ン

ク
ル

州
ブ

ン
ク

ル
大

学
で

は
、

 ボ
ラ

ン
タ

リ
ー

ベ
ー

ス
で

耐
震

建
築

・
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
の

重
要

性
を

広
め

る
活

動
を

す
る

グ
ル

ー
プ

が
で

　
　

　
き

た
。

　
3
) 

西
ス

マ
ト

ラ
州

で
は

、
 キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
・
IM

B
普

及
の

た
め

の
種

々
の

P
R

活
動

（
マ

ス
コ

ッ
ト

を
使

っ
た

キ
ャ

ン
ペ

ー
ン

、
 現

地
ラ

ジ
オ

局
の

ト
　

　
　

ー
ク

シ
ョ

ー
で

の
IM

B
の

説
明

、
子

ど
も

た
ち

を
集

め
た

お
絵

か
き

大
会

、
ス

ロ
ー

ガ
ン

・
コ

ン
テ

ス
ト

）
を

通
し

て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
評

判
が

上
が

っ
た

。
　

4
) 

ア
チ

ェ
で

活
動

す
る

他
ド

ナ
ー

か
ら

「
お

絵
か

き
大

会
」
等

の
ア

イ
デ

ア
の

借
用

の
申

し
入

れ
が

あ
っ

た
。

　
5
) 

N
at

io
n
al

 C
o
m

m
it
te

e
 f

o
r 

H
u
m

an
 R

ig
h
ts

が
P

E
R

D
A

制
定

に
関

す
る

J
IC

A
の

支
援

活
動

に
関

心
を

も
ち

、
同

委
員

会
の

規
則

等
の

作
成

支
援

の
　

　
　
要

請
が

あ
っ

た
。

　
6
) 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

作
成

配
布

し
た

IM
B

促
進

に
関

す
る

冊
子

、
ポ

ス
タ

ー
等

の
P

R
ツ

ー
ル

は
大

変
好

評
で

あ
る

。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
る

ネ
ガ

テ
ィ

ブ
な

イ
ン

パ
ク

ト
は

あ
っ

た
か

該
当

す
る

事
例

の
確

認
：
ジ

ェ
ン

ダ
ー

、
人

権
、

貧
富

な
ど

社
会

・
文

化
的

影
響

や
、

環
境

保
護

へ
の

影
響

等
○

特
に

、
ネ

ガ
テ

ィ
ブ

な
イ

ン
パ

ク
ト

は
認

め
ら

れ
な

い
。

他
の

J
IC

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
あ

っ
た

か
該

当
す

る
事

例
の

確
認

○
他

の
J
IC

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
へ

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
、

特
に

認
め

ら
れ

な
い

。

大
項

目
小

項
目

建
築

物
耐

震
性

向
上

に
関

す
る

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

の
政

策
支

援
は

、
協

力
終

了
後

も
継

続
す

る
か

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

政
府

の
関

連
政

策
（
特

に
、

建
築

M
IS

の
普

及
及

び
IM

B
制

度
改

善
の

普
及

に
関

す
る

政
策

）

関
連

規
制

、
法

制
度

は
整

備
さ

れ
て

い
る

か
、

ま
た

は
、

整
備

さ
れ

る
予

定
か

建
築

物
耐

震
性

向
上

に
関

す
る

法
案

、
規

則

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

効
果

が
他

地
域

に
普

及
す

る
取

り
組

み
が

検
討

、
確

保
さ

れ
て

い
る

か
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

関
係

機
関

の
今

後
の

方
針

（
特

に
、

建
築

M
IS

の
普

及
及

び
IM

B
制

度
改

善
の

普
及

に
関

す
る

計
画

）

協
力

終
了

後
も

効
果

を
上

げ
て

い
く

た
め

の
活

動
を

実
施

す
る

に
足

る
組

織
能

力
は

あ
る

か

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
関

係
機

関
の

人
材

配
置

、
意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
な

ど
○

上
記

の
よ

う
に

、
P

U
C

K
は

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

で
あ

る
P

E
R

D
A

モ
デ

ル
版

と
建

築
M

IS
の

全
国

普
及

を
独

自
の

予
算

で
実

施
す

る
計

画
で

あ
り

、
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
非

常
に

高
い

。

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

関
係

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

対
す

る
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
、

十
分

に
確

保
さ

れ
て

い
る

か

実
施

プ
ロ

セ
ス

の
検

証
結

果
：
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
関

係
機

関
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

へ
の

参
加

状
況

と
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

の
度

合
い

○
最

優
先

県
市

で
は

、
担

当
部

局
と

法
制

局
等

が
自

ら
参

加
し

て
建

築
P

E
R

D
A

の
改

訂
作

業
を

実
施

し
た

た
め

、
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は
強

い
（
通

常
は

、
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

に
作

業
委

託
）
。

こ
の

こ
と

か
ら

、
P

E
R

D
A

制
定

後
、

そ
の

運
用

の
た

め
の

細
則

作
成

等
の

自
主

的
な

活
動

が
期

待
さ

れ
る

。

経
常

経
費

を
含

む
予

算
の

確
保

は
行

わ
れ

て
い

る
か

？
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

の
予

算
措

置
は

十
分

に
行

わ
れ

て
い

る
か

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
関

係
機

関
の

予
算

措
置

に
関

す
る

方
針

（
特

に
建

築
M

IS
導

入
拡

大
の

た
め

の
予

算
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
実

施
に

よ
り

、
将

来
の

予
算

が
増

え
る

可
能

性
は

ど
の

程
度

あ
る

か
？

予
算

確
保

の
た

め
の

対
策

は
十

分
か

？

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
関

係
機

関
の

予
算

措
置

に
関

す
る

方
針

必
要

な
デ

ー
タ

評
価

結
果

波
及

効
果

(5
) 

自
立

発
展

性
 (

S
u
st

ai
n
ab

ili
ty

) 
  

 　
"
H

ig
h
"

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

政
策

・
制

度
面

○ ○ ○

P
U

C
K

で
は

、
今

年
度

予
算

で
各

州
２

県
市

を
パ

イ
ロ

ッ
ト

地
域

と
し

て
建

築
P

E
R

D
A

作
成

を
促

進
す

る
事

業
を

全
州

で
実

施
中

で
あ

り
、

全
国

へ
の

普
及

活
動

が
既

に
始

ま
っ

て
い

る
。

同
事

業
は

、
2
0
1
1
年

か
ら

は
国

家
中

期
開

発
計

画
2
0
1
0
-
2
0
1
4
に

関
係

し
た

P
U

の
戦

略
計

画
と

し
て

実
施

予
定

。
建

築
M

IS
に

つ
い

て
も

、
今

年
度

P
U

は
独

自
予

算
で

全
国

３
３

州
に

同
シ

ス
テ

ム
を

配
布

し
、

そ
の

運
用

促
進

を
図

っ
て

い
る

。
上

記
の

P
E
R

D
A

、
キ

ー
・
リ

ク
ワ

イ
ア

メ
ン

ト
、

M
IS

に
つ

い
て

の
公

共
事

業
省

令
を

発
行

す
る

準
備

を
進

め
て

お
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
成

果
を

継
続

的
に

促
進

す
る

方
針

で
あ

る
。

評
価

結
果

組
織

・
財

政
面

○ ○
P

U
C

K
で

実
施

予
定

の
建

築
P

E
R

D
A

作
成

促
進

事
業

と
し

て
予

算
を

計
上

し
て

い
る

。
現

在
M

IS
利

用
中

の
P

ad
an

g
P

ar
ia

m
an

県
へ

の
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
に

よ
れ

ば
、

同
県

は
現

在
M

IS
を

利
用

中
で

あ
り

、
来

年
度

の
継

続
利

用
の

業
務

費
を

予
算

計
上

す
る

予
定

で
あ

る
。

上
位

目
標

の
達

成
見

込
み

(4
) 

イ
ン

パ
ク

ト
　

(I
m

p
a
c
t)

　
  

 "
F
ai

r"
評

価
設

問

－89－



大
項

目
小

項
目

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
用

い
た

技
術

移
転

の
手

法
は

、
受

容
さ

れ
つ

つ
あ

る
か

C
/
P

の
技

術
レ

ベ
ル

、
社

会
的

・
慣

習
的

要
因

の
有

無
（
特

に
建

築
M

IS
）

資
機

材
の

維
持

管
理

は
適

切
に

行
わ

れ
て

い
る

か
（
C

/
P

が
単

独
で

維
持

管
理

で
き

る
よ

う
に

な
っ

て
い

る
か

）

C
/
P

の
技

術
レ

ベ
ル

、
こ

れ
ま

で
の

実
施

状
況

普
及

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

は
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

取
り

込
ま

れ
て

い
る

か
C

/
P

の
技

術
レ

ベ
ル

、
こ

れ
ま

で
の

実
施

状
況

、
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
関

係
機

関
の

方
針

実
施

機
関

が
普

及
の

メ
カ

ニ
ズ

ム
を

維
持

で
き

る
可

能
性

は
ど

の
程

度
あ

る
の

か
他

地
域

へ
の

普
及

の
た

め
の

方
法

と
メ

カ
ニ

ズ
ム

社
会

的
弱

者
層

（
貧

困
、

女
性

等
）
へ

の
配

慮
不

足
に

よ
り

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施

に
よ

る
効

果
を

妨
げ

る
可

能
性

は
な

い
か

阻
害

要
因

の
事

例

環
境

へ
の

配
慮

不
足

に
よ

り
、

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

施
に

よ
る

効
果

を
妨

げ
る

可
能

性
は

な
い

か

阻
害

要
因

の
事

例

総
合

的
自

立
発

展
性

上
記

の
側

面
を

総
合

的
に

判
断

し
て

、
自

立
発

展
性

は
高

い
の

か
低

い
の

か
ま

と
め

○
P

U
C

K
の

自
立

発
展

性
は

、
高

い
。

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

、
イ

ン
ド

ネ
シ

ア
側

に
あ

る
既

存
の

規
則

、
工

法
、

シ
ス

テ
ム

を
ベ

ー
ス

に
し

て
そ

れ
ら

の
改

善
を

提
案

し
、

各
分

野
の

イ
ン

ド
ネ

シ
ア

側
の

専
門

家
の

協
力

を
得

て
実

施
し

た
技

術
移

転
で

あ
っ

た
た

め
、

受
け

入
れ

ら
れ

た
。

 P
U

C
K
に

よ
れ

ば
、

建
築

M
IS

に
お

け
る

開
発

作
業

の
続

行
、

シ
ス

テ
ム

の
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
は

、
今

後
P

U
C

K
が

責
任

を
も

っ
て

実
施

す
る

予
定

。
1
0
月

2
1
-
2
2

日
の

P
U

内
部

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
で

も
、

こ
の

M
IS

の
普

及
に

関
す

る
協

議
が

計
画

さ
れ

て
お

り
、

次
年

度
以

降
の

具
体

的
な

行
動

計
画

、
予

算
措

置
が

期
待

さ
れ

る
。

評
価

結
果

社
会

・
文

化
・

環
境

面
○

社
会

・
文

化
・
環

境
面

で
の

阻
害

要
因

は
、

今
の

と
こ

ろ
認

め
ら

れ
な

い
。

技
術

面

評
価

設
問

必
要

な
デ

ー
タ

○ ○

－90－
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24/Sept/2010 
インドネシア国建築物耐震性向上のための建築行政執行能力向上プロジェクト終了時評価調査 

調査実施計画（案） 
調査方法 調査対象 

インタビュー 質問票 
備考 

中央政府；２機関 
PUCK（The Team） 
BNPB（国家防災庁） 

・PUCK-Team メンバー2-3 名（キー

リク、PERDA、建築 MIS 担当がい

れば）にインタビュー（10/5） 
（シート２） 

 BNPB は必要が

あれば表敬訪問す

る 
・英語版インタビ

ュー票を事前配布

州政府；５州（？） 
西スマトラ州 
ブンクル州 
北スラウェシ州 
中スラウェシ州（？） 
ゴロンタロ州（？） 

・西スマトラ州(10/6)； 
TPT、DINAS PU にインタビュー

（主に、パダン地震住宅復旧支援調

査の活動内容のヒアリング） 
 ローカル・コンサルタント（アンダ

ラス大学教授？）にも、可能ならイ

ンタビュー。 
・北スラウェシ州(10/11)； 

DINAS PU（表敬に近い） 
 ローカル・コンサルタント（地元大

学教授？）にも、可能ならインタビ

ュー。 
（シート３） 
 

 ・英語版インタビ

ュー票を事前配布

 

県市政府； 
①最優先県市（7） 
Kab.Padang Pariaman, 
Kab.Pasisir Selatan 
Kab.Tanah Datar 
Kab.Benkulu Utara 
Kota Manado 
Kota Bitung 
Kota Tomohon 
②重点対象県市：（46） 
西スマトラ州（17） 
ブンクル州（9） 
北スラウェシ州（13） 
中スラウェシ州（6） 
ゴロンタロ州（10） 

・最優先県市 7 県のうち、Padang 
Pariaman, Tanah Datar, Manado, 
Bitung の４県市を訪問し、窓口の

DINAS PU(または Tata Ruang)にイ

ンタビュー(10/7-13) 
 
・可能であれば、本邦研修参加者への

インタビューを行う。 
（シート３） 

 ・重点対象県市で

は、短期専門家（コ

ンサルタント）の

現地業務結果報告

書にあるデータ

（例：建築 MIS
研修の研修参加者

アンケート）から

理解度等を把握す

る。 
・英語版インタビ

ュー票を事前配布

プロジェクト専門家 
（2 名） 

・10/4 及び調査期間中、適宜インタビ

ュー 
（シート１） 

 日本語のインタビ

ュー票を事前配布

ローカル・コンサルタン

ト(1 名) 
・調査期間中に適宜インタビュー 
（シート１） 

 日本語のインタビ

ュー票を事前配布

 
 

３．インタビュー・シート
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建築物耐震性向上のための建築行政執行能力向上プロジェクト終了時評価調査 
 
インタビュー・シート１；長期専門家、ローカル・コンサルタント 
 
I. プロジェクトの活動実績 
 1)成果１：PU 本省での活動の全般的評価 
 2)成果２：最優先・重点対象地域での活動の全般的評価 
 3)成果３：建築 MIS はいくつの地方政府に導入されたか 
 
II. 実施プロセス 
1) プロジェクト・マネジメント；プロジェクトの実施体制は明確だったか？関係者の間のコミュ

ニケーションに問題はなかったか？ 
2) C/P のオーナーシップは高いか？対象地方政府の参加意欲は大きかったか？ 
3) 活動は計画通りに実施されたか（特に、最優先７県市、重点対象県市向け活動）？実施内容に

対する対象県市の評価・満足度は高いか？ 
4) 追加コンポーネントは、プロジェクト全体の活動と調整がとれていたか？費用対効果は十分？ 
5) 進捗状況全般；プロジェクト活動は順調に進められたか・遅れがある場合、その要因は? 
 
III. 妥当性 
1) プロジェクト目標は、対象地域・社会（イ国）及び対象グループのニーズに合致しているか?  
2) イ国の開発政策との整合性はあるか？（中期国家開発計画にその政策が述べられているか？） 
3) プロジェクトは、イ国防災セクターの課題に対する効果を上げる戦略として適切だったか？ 
4) 対象地域、対象グループの選定は適切か？（最優先と重点対象県市に分けた方法は有効？） 
5) 日本の技術の優位性はあったか？ 
 
IV. 有効性 
1) アウトプットは、プロジェクト目標を達成するために十分であったか 
2) プロジェクト目標の達成に特に貢献した要因はあったか 
3) プロジェクト目標の達成を阻害している要因はあったか 
 
V. 効率性 
1) アウトプットの達成度は適切か? 特に、最優先地域、重点地域での成果は十分か？ 
2) アウトプットを産出するために十分な活動及び投入であったか 
3) 特に、パダン地震対応として実施した活動はタイミングが良かったか？ 
4) 類似プロジェクトと比較して、アウトプットは投入に見合ったものか（特に追加コンポーネン

ト） 
 
VI. インパクト 
1) 上位目標の達成を阻害する要因はあるか 
2) 上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか 
3) プロジェクトの実施によるポジティブなインパクトはあったか 
4) プロジェクトの実施によるネガティブなインパクトはあったか 
5) 他の JICA プロジェクトへのインパクトはあったか 
 
VII. 自立発展性 
1) 建築物耐震性向上に関するイ国政府の政策支援は、協力終了後も継続するか 
2) 本プロジェクトの効果が他地域に普及する取組が検討、確保されているか 
3) 協力終了後も効果を上げていくための活動を実施するに足る組織能力はあるか 
4) イ国関係機関のプロジェクトに対するオーナーシップは、十分に確保されているか 
5) イ国側の予算措置は十分に行われているか 
6) プロジェクトで用いた技術移転の手法は、受容されつつあるか 
7) 資機材の維持管理は適切に行われているか（特に、建築 MIS のメンテ） 
8) 普及のメカニズムはプロジェクトに取り込まれているか 
9) 上記の側面を総合的に判断して、自立発展性は高いか低いか 
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建築物耐震性向上のための建築行政執行能力向上プロジェクト終了時評価調査 
 
インタビュー・シート２；PUCK の建築基準・IMB 制度改善サポートチーム・メンバー 
 
 
I. プロジェクトの活動実績 
 1)チームの活動状況；メンバー数、所属先、会合の開催頻度。 

2)チーム活動上、問題はなかったか？問題があった場合、どのように対処したか 
 3)本プロジェクトでの最大の成果は何か 
  
II. 実施プロセス 
1) プロジェクト・マネジメント；PUCK 内のプロジェクトの実施体制は明確だったか？関係者の

間のコミュニケーションに問題はなかったか？ 
2) 対象地方政府の参加意欲は大きかったか？ 
3) 活動は計画通りに実施されたか（特に、最優先７県市、重点対象県市向け活動）？実施内容に

対する対象県市の評価・満足度は高いか？ 
4) 追加コンポーネントは、プロジェクト全体の活動と調整がとれていたか？費用対効果は十分？ 
5) 進捗状況全般；プロジェクト活動は順調に進められたか・遅れがある場合、その要因は? 
 
III. 妥当性 
1) プロジェクト目標は、対象地域・社会（イ国）及び対象グループのニーズに合致しているか?  
2) イ国の開発政策との整合性はあるか？（中期国家開発計画にその政策が述べられているか？） 
3) 対象地域、対象グループの選定は適切か？（最優先と重点対象県市に分けた方法は有効？） 
4) 日本の技術の優位性はあったか？ 
 
IV. 有効性・効率性 
1) プロジェクト目標の達成に特に貢献した要因はあったか 
2) プロジェクト目標の達成を阻害している要因はあったか 
3) アウトプットを産出するために十分な活動及び投入であったか 
4) 特に、パダン地震対応として実施した活動はタイミングが良かったか？ 
 
VI. インパクト・自立発展性 
1) プロジェクトの実施によるポジティブなインパクトはあったか 
2) 建築物耐震性向上に関するイ国政府の政策支援は、協力終了後も継続するか 
3) 本プロジェクトの以下の成果を他地域に普及させる計画はあるか？それは、どのようなものか 
   キーリクワイアメント  モデル地方行政令   建築 MIS 
4) イ国側の防災セクターへの予算措置は十分か 
5) プロジェクトで用いた技術移転の手法は、受容されつつあるか 
6) 資機材の維持管理は適切に行われているか（特に、建築 MIS のメンテ） 
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建築物耐震性向上のための建築行政執行能力向上プロジェクト終了時評価調査 
 
インタビュー・シート３；州政府関係機関及び最優先対象県市 
 
 
I. プロジェクトの活動概要 
1)本プロジェクトの活動内容 （テーマ、時期、参加した担当機関、プロジェクト・チームからの

参加者など） 
2)活動は計画通りに実施されたか？遅れがある場合、その要因は? 
3)本プロジェクトに参加する上で、どのような成果を期待したか？また、実際に十分な成果があ

ったか 
4)プロジェクト・チームとの調整に問題はなかったか？（事前、実施中） 
 
II. 妥当性・有効性・効率性 
1) プロジェクトの内容は、当該州・県市及び防災セクターのニーズに合致しているか?  
2) 日本の技術の優位性はあったか？ 
3) 以下のプロジェクト活動は、効果的だったか 
    キーリクワイアメントの制定   地方行政令の作成   建築 MIS の普及 
4) 上記のプロジェクト活動の導入に当たって、障害となっている要因はあるか 
5) （パダン地震に関係した州・県市）特に、パダン地震対応として実施した活動はタイミングが

良かったか？ 
 
III. インパクト・自立発展性 
1) プロジェクトの実施によって、防災セクターの行政活動にポジティブなインパクトはあったか 
2) 建築物耐震性向上に関する当該州・県市政府の政策に変化がでるか 
3) プロジェクトで用いた技術移転の手法は、受容されつつあるか 
 

Terima Kasih Banyak!! 
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27/Sept/2010 
 

The terminal Evaluation on the Project on Building Administration and Enforcement 
Capacity Development for Seismic Resilience 

 
Interview Plan 

Interviewee Method  
Central Government; 
twoinstitutions 
PUCK（The Team） 
BNPB 

- PUCK on 5/Oct.: 
Interview PUCK-Team members; 2-3 
persons such as person in-charge of 
key-requirement, PERDA, and Building MIS

 

If necessary , 
courtesy call to 
BNPB. 
・Sheet2 

Province; 3 
West Sumatra 
Bengkulu 
North Sulawesi 
 

- West Sumatra on 6/Oct.; 
Interview TPT and DINAS-PU mainly on 
activities for housing reconstruction support 
to Padang Earthquake 2009. 

- If possible, interview a local consultant 
(Andaras University). 

 
- North Sulawesi on 11/Oct.; 

Visit to DINAS-PU as a courtesy call 
- If possible, interview a local consultant 

(University) 
  

- No interview to 
Central 
Sulawesi and 
Gorontalo 

 
- Sheet 3 

Kabupaten/Kota: 
(1) Priority Target 
District (7) 
Kab.Padang Pariaman, 
Kab.Pasisir Selatan 
Kab.Tanah Datar 
Kab.Bengkulu Utara 
Kota Manado 
Kota Bitung 
Kota Tomohon 
(2)Other Target District 
(46) 

West Sumatra(17) 
Bengkulu(9) 
North Sulawesi (13) 
Central Sulawesi(6) 
Gorontalo(10) 
 

- (1) Priority Target District on 7-13/Oct.: 
Out of 7 Priority Target Districts, interview 
4 districts below through DINAS-PU; 
Padang Pariaman 
Tanah Datar 
Manado 
Bitung 

 
- If possible, interview the participants of 

trainings in Japan 

- As for (2) other 
target districts, 
try to get data 
&  information
from project 
reports 
submitted by 
STEs, 
consultants, etc. 
For example; 
questionnaire 
results on  
training or WS 
implemented in 
the project.  

 
- Sheet 3 

Project Experts 
(Long-term) 2 persons 
 

- Interview on 4/Oct. and during the survey - Sheet 1 
(Japanese) 

Local Consultant; 1 
person (Japanese) 
 

- Interview during the survey - Sheet 1 
(Japanese) 
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The terminal Evaluation on the Project on Building Administration and Enforcement Capacity Development for Seismic 
Resilience 

 
Interview Sheet 2 for PUCK 
 
 
I. Achievement of the Project 
 1) Activities of the project; Number of the project members, their positions and institutions, 
and frequencies of meetings, etc. 

2) In what kind of activities did you join mainly in the project? 
 3) What is the biggest/ most effective output? 
  
II. Implementation Process 
1) Project Management: Is the implementation organization of the project in PUCK clear? Are 

there no problems in communication between the JICA project team and PUCK Team? 
2) Is the degree of participation of the target local governments in the project activities (their 

appreciation on the project) high? Are those local governments satisfied with the contents 
of activities? 

3) Were the activities implemented as planned (In particular, those for 7 priority target 
Districts and those for other target districts)? If any delay, what are the factors? 

4) Were the additional components coordinated with the whole framework of the project?  
Were the components cost-effective?  

 
III. Relevance 
1) Was the project in line with the needs of the target area and society as well as those of the 

target groups?  
2) Is the project consistent with the development policies of Indonesia? Are there any 

descriptions on the policies in the Mid-term Development Plan of Indonesia, 
RPJN2010-2014? 

3) Was the selection of the target group appropriate?) Was the separation of priority target 
districts with other target districts effect? 

4) Did Japan have an advantage in technology? 
 
IV. Effectiveness and Efficiency 
1) What are the promoting factors for the achievement of the project purpose? 
2) What are the inhibiting factors for the achievement of the project purpose? 
3) Were the activities sufficient to produce the output? 
4) Were activities related to Padang Earthquake 2009 implemented at the right time? 
 
VI. Impact and Sustainability 
1) Were there any positive impacts, besides the overall goal? 
2) Will the policy aid of Indonesian government for the improvement of seismic resilience 

continue also after the cooperation is finished? 
3) Does Indonesian government have plans to disseminate the following outputs produced by 

the project to other areas? 
   Key Requirement      model PERDA      Building MIS 
4) Are sufficient budget measures to disaster prevention sector taken in the Government of 

Indonesia? 
5) Are the methods of technology transfer used in the project being accepted? (Level of 

technology, social and conventional factors, etc.) 
6) Is equipment and systems appropriately maintained and managed? ( In particular, the 

maintenance of building MIS?) 
 

Terima Kasih Banyak!! 
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The terminal Evaluation on the Project on Building Administration and Enforcement Capacity Development for Seismic 
Resilience  

 
Interview Sheet 3 for the Provinces and Priority Target Districts in the Target Area 
 
 
I. The outline of the Project activities 
1) Activities of the project: Type of activities done, the implementation period, participating 

institutions of the district, organizers, etc.  
2) Were the activities implemented as planned (In particular, those for 7 priority target 

Districts and those for other target districts)? If any delay, what are the factors? 
3) What did the target district governments expect for the project activities? Were the outputs 

sufficient in reality?  
4) Were the activities managed and coordinated well between the JICA Project Team and the 

local government? (for preparation and implementation)  
 
II. Relevance, Effectiveness and Efficiency 
1) Was the project in line with the needs of the target area and society as well as those of the 

target sector?  
2) Did Japan have an advantage in technology? 
3) What was the most effect activity among the followings? 
 (1) Establishment of key requirement   (2) PERDA development    

(3) Training of building MIS 
4) Were there any obstacles for introducing new administrative systems listed up in 3) above? 
5) (To local governments related to Padang Earthquake 2009)) Were activities related to 

Padang Earthquake 2009 implemented at the right time? 
 
III. Impact and Sustainability 
1) Were there any positive impact in conducting administrative activities of disaster 

prevention sector through the project? 
2) Does the district government have a plan to change the policy on the improvement of 

seismic resilience?   
3) Are the methods of technology transfer used in the project being accepted? (Level of 

technology, social and conventional factors, etc.) 
 

Terima Kasih Banyak!! 
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インタビュー先：本プロジェクト長期専門家 

日時：2010 年 10 月 4 日（月）   12:30 – 15:00 

場所：JICA インドネシア事務所内 

面談者：亀村幸泰専門家、白川和司専門家  

調査団：皆川（記） 

本プロジェクトの長期専門家に、本プロジェクトの活動概要をインタビューした。 

○Achievement of the project 

・ 成果のひとつの建築 MIS（情報管理システム）は完成したが、システムのデザインで日本・イ

ンドネシアにまだ違いが残っていた。日本側はプロセス志向で建物管理の全プロセス（申請か

ら除去まで）を記録するシステムをめざしているが、インドネシア側はプロセス全体を管理す

るシステムとして開発していなかった。結果的に、プロジェクトのなかで双方のシステムが融

合された。 

・ 成果のひとつのキー・リクワイアメントの普及に関しては、インドネシア側がオーナーシップ

をもって進めている。 

・ 成果２の地方政府での活動については、マンパワー、時間の制約から重点地域では調査以外に

は現地に行かず、セミナー等を通して最優先地域で実施した結果を広める広報活動、個々の地

域のルール分析、ルールの改善提案を行った（2 年目）。同活動で、西スマトラ州とブンクル

州の 2 州を対象にするのは厳しかった（西スマトラからブンクルにはジャカルタ経由の飛行機

移動）。しかし、3 年目はプロジェクトチーム側が要領をつかんできたため、スラウェシ 3 州

にまたがる重点県市に出向いて、調査のみならずプロジェクトの趣旨説明もしたうえでルール

改訂の提案や建築許可制度（IMB）の改善提案まで行った。もっと人を雇えれば、もう少しプ

ロジェクト側からの投入を増やせた。成果２は、公共事業省（PU）側が地方政府を指導する

ことが期待されたが、PU が機能しなかった。  

○Implementation Process 

・ プロジェクトでは、長期専門家、短期専門家（民間コンサルタント）を中心に、謝金ベースの

コンサルタント等（インドネシア側の大学の教員、コンサルタント等）を適宜雇用して活動を

続けた。追加コンポーネントを含めて、日本側のコミュニケーションに問題はなかった。 

・ 地方政府の窓口は、県市によって変わっているが、IMB 担当部局と法制部局が基本体制。 

・ JICA 側の活動はおおむね順調であったが、インドネシア側にある決済手続きが順調だったか

は疑問。毎年活動現場（県市）が変わったが、うまくやってこられた。 

・ 会議について、まだまだ“ドタキャン”があり、スケジュール調整が大変だった。ただし、プ

ロジェクトを進めるうえで、地方行政における建築行政のためのルールを策定させるという認

識が強くなり（特にキーマンの Eko 氏）、関係者の法令に対する理解や意識が変わった。これ

が進めば、社会の潮流とも相まって法治国家として建築行政を行っていく方向に進んでいくだ

ろう。 

・ 打合せの参加者に若い人が多く、プロジェクトに対する見方が変わってきている。地方行政令

（PERDA）、MIS への PU としての理解が深まってきたと感じられ、日本側の活動に対する理

解が進んできている。PU 側から、法律のファシリテータを雇用してもらえないか、という要

請があり、活用を図るようになったこともプラスに働いている。建築関係法令を十分に知らな

い法律の専門家に読んでもらうため、一緒に読み合わせをするのに 2～3 カ月必要だった。ま

４．インタビュー記録
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た、過去の予算の活用実態について、効果を上げているか、といった他の機関からの追及もあ

ったようで、MIS に関し、JICA のシステムが、シンクロナイズという言葉の下、PU に取り入

れられ、成果の促進につながった。 

○Relevance 

・ インドネシア側の開発政策との関連は国家中期開発計画等で示されている。 

・ 日本の耐震技術は高い。キー・リクワイアメントが対象とするノン・エンジニアド・ハウスに

ついては、日本の研究者による実験結果を活用できる。 

・ 日本の援助の最大の優位性は、相手側の現行のやり方に敬意を払いながら、協力活動をしてい

る点である。 

・ 対象地域については、2 年目の最優先県市が 2 州にまたがったのは、移動等の関係で負担が大

きかった。 

○Effectiveness & Efficiency 

・ PERDA の活動を振り返ると、1 年目のバントゥールではプロジェクト側は実質的活動時間が 2

カ月しかなかったため、調査団のように一方的に案を作成し説明をし、相手の意見も聞く機会

を設けたが、十分な時間をかけて原案がつくられていく、という状況をつくりだせなかった（そ

れが限界）。2 年目は相互に意見を述べ合いながら進めたが、それでも、相手と詳細なところ

まで確認しながら進めることまではできなかった。また、実際に作業をしているときには、相

手側の協力は得られたと考えるが、活動終了当時の原案に対し、ブンクルウタラなどは、オー

ナーシップは強くなかった。3 年目はやり方を工夫し、PU の意見を入れて法律のファシリテ

ータを入れた活動をしたことと、詳細な打合せを何回も実施し優先対象市のその場での勉強と

意見を十分取り入れて実施したことから、優先対象市のオーナーシップが育った。 

・ キー・リクワイアメント作成についても、インドネシア側の専門家を多く活用したため、イン

ドネシア側のオーナーシップが育った（ハンドブックの編集は 7 人の専門家が参加）。また、

ハンドブックができた（9/28）2 日後にパダン地震が起きた（9/30）ため、タイミングよく同

ハンドブックを広範囲に配布できた。 

○Impact & Sustainability 

・ ブンクル大学では、ボランタリーベースで耐震建築・キー・リクワイアメントの重要性を広め

る活動をするグループができている。また、西スマトラ州では、パダン地震対応により JICA

の名前が浸透した 

・ 国家防災庁（BNPB）は、キー・リクワイアメントを高く評価している。 

・ モデル PERDA、キー・リクワイアメント、建築 MIS という見本が今はある。今後、これらが

発展する余地がある。 

・ PU では、今年度予算で各州 2 県市をパイロット地域としてコンサルタントにより PERDA 作

成を促進する事業を実施中であり、自立的な活動が既に始まっている〔1 県につき 5 億ルピア

×2 県×33 州 = 330 億ルピア（3 億円）〕。 

・ MIS のメンテナンス担当者、予算はないと思われる（MIS の導入問い合わせについては、PU

の担当とプロジェクト側雇用のエンジニアでサポートをしている）。 
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インタビュー先：パダン地震住宅再建支援調査団 

日時：2010 年 10 月 4 日（月）   16:00 – 17:00 

場所：JICA インドネシア事務所内 

面談者：渡辺真由氏（同調査団員、オリエンタル・コンサルタント） 

調査団：皆川（記） 

本プロジェクトの追加コンポーネント「パダン地震住宅再建支援調査」団員の渡辺氏がジャカル

タに滞在していたことから、同調査の活動内容をインタビューした。 

・ パダン地震（2009 年 9 月 30 日）発生直後に現地入りし、被災状況を独自調査した。その際に

西スマトラ州の防災関係者や Padang Pariaman 県知事等にインタビューしたが、その関係で追

加コンポーネントの実施中、インドネシア側関係機関の協力が得られた。また、JICA 長期専

門家とは、毎週定期的な会合を開いて意思疎通に努めた。 

・ 対象県市は、Padang Pariaman、Kota Padang、Kota Pariaman であり、成果は建築業者、住民、

IMB 制度普及ファシリテータ向けのおのおののマニュアルである。 

・ 渡辺氏は、特に「建築許可（IMB）制度の普及活動」の担当であり、①Padang Pariaman 県で

のマスコットや人形を使った IMB 普及キャンペーン、②現地ラジオ局のトークショでの IMB

制度、利用のしかたの紹介、③キー・リクワイアメントの普及のためのワークショップ、④

子どもたちを集めたお絵かき大会を通した耐震建築の必要性 PR、⑤スローガン・コンテスト

を実施した。特に、うまくいったのが、④の子どもたちのお絵かき大会。500 人の子どもを集

めた。同イベントがめずらしいことから、地元放送局が 5 分間ニュースを流した。また、ア

チェで活動する他ドナーからアイデアの借用の申し出があり、応諾。 

・ 当初、マニュアルの配布を 2010 年 3 月に計画して準備が完了したが、地元関係者の干渉があ

り、必要な責任者のサインがすぐにもらえず。結局、7 月にサインを得た。その間、同マニュ

アルの試験適用、効果の確認などを行うことが州から要請され、調整に苦労した。 

・ 活動開始後 4 カ月ぐらいで 1 週間当たりの IMB の申し込みが倍増した。IMB 制度の研修、フ

ァシリテータ研修（IMB の普及促進）を実施した。ファシリテータ研修には 350 人参加。現

在のフェーズ 2a では 2,100 人の参加がある。優秀な人もいて、担当する 25 名の村民があっと

言う間に IMB の申し込みをした事例があった。 

・ IBU Foundation（NGO）に業務の一部を委託したが、かなりの成果がでている。 

 

インタビュー先：公共事業省居住総局（C/P） 

日時：2010 年 10 月 5 日（火）   9:00 – 11:00 

場所：公共事業省 

面談者：Gregorius Eko Djuli Sasongko, Directorate General of Human Settlements, Min. of Public Works

        Budi Prastowo, Min. of Public Works 

        その他 13 名 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：亀村専門家、白川専門家 

PU 側担当者 Eko 氏及び関係者（同省新人の自主参加多数）に対する終了時評価のスケジュール、

評価用プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDMe）を含む評価方法をまず説明したのち、
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インタビューに入る。 

・インタビューの開始当初、Eko 氏より以下のコメント。 

① 3 つの成果が出ており、良いプロジェクトが進んでいる。 

② PERDA はモデルが完成しており、プロジェクトが終了するまでには通達を出す予定。 

③ MIS は全州に配布済み。スタンド・アローンは稼働中だがサーバー（本部）向け MIS の開

発がまだ残っている。 

○活動実績 

・ 組織については、亀村専門家から、組織図を手に入れる。 

・ Eko 氏より、会議については内部的に 2 週間に 1 度実施し、そのほかに、臨時の会議もあった。

参加者については、ディレクターと補佐とテクニカル・スタッフと、関係があるときには、他

の補佐かその代理が参加している。15 人から 20 人程度の会議になっている。 

○実施プロセス 

・ Eko 氏より、実施に係るコミュニケーションの問題があったかという質問に対し、インドネシ

ア側が、英語をあまりしゃべれないことからミスコミュニケーションもあったのではないか、

とのこと。 

・ 地方政府のオーナーシップに関し、多くの地方政府はお金をもらいたがっているが、このプ

ロジェクトでは、知識を供給するのと、それにより、制度を構築することが目的と説明して

きた。それにより、地方のスタッフを日本にも送っている。ただ、帰ってきてから人事異動

があったりして、日本で学んだことを生かせないといった問題が発生している。そのため、

今年からは、帰ってきてから、人事異動を 1 年から 2 年とどめおくことを地方政府（県知事/

市長）に約束してもらっている。 

・ 活動の進捗は、少し遅れている。特に PU サイドでワークショップ（PU 内部の情報交換会議）

等のイベントがあるための遅れである。 

・ パダン地震追加コンポーネント：IMB 制度に関する県知事令の発出を県知事に頼んでも、SLF

（建築許可証）が入っていない等の問題があった。BNPB には建築 IMB を含めるように言っ

た。結果については、現地調査が必要だ。そうしたことについて、ファシリテータがチェック

することが必要だろう。 

○妥当性 

・ 地元ニーズ：問題は地方政府に建築に係るルールができていないことで、このプロジェクトに

より問題解決の活動ができている。たまたま、去年パダン地震が発生したが、その復興活動の

なかでも地元住民が住宅の耐震性強化の重要性（そのルール化）を認識したのではないか。パ

ダン・パリアマン県で学生を対象としたスローガン・コンテストをやったが、最優秀賞をとっ

たのは「安全な建物は IMB をもっている」というものだった。PNPM（National Program for 

Community Empowerment）でも、要求事項に問題があった。そうしたことの解消も必要であっ

た。 

・ 地方がルールをちゃんと決めることである。全州に対し、地方での建築ルールを出すように

プッシュしている。来年（2011）には、すべての県市に対しコンサルタントを張り付け、同

建築ルールの案を上げるだけでなく、進捗を管理する PERDA 条例化促進計画を新しい戦略と

して実施する予定である。そのなかで、関係者に対するプッシュもする予定。国家中期開発

計画 2010-1014 の中の戦略計画という位置づけだが、まだオーソライズされていない（draft
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の冊子をもらったので、翻訳すること）。 

・ 対象地域の選定では、北スラウェシはそんなに重要ではなく、中央スラウェシあるいはマル

ク、パプアを考えたが〔当初の討議議事録（R/D）によれば、北スラウェシが暫定的に指定さ

れていた〕、日本サイドの専門家派遣上の安全面から北スラウェシを選んだ。他の州が、北ス

ラウェシのやり方をフォローすればいいことである。 

・ 日本の技術上の優位性については、エジソン氏（PU を退職したコンサルタント）から「イン

ドネシアにあるノン・エンジニアド・ハウスについては、日本に技術的優位性はない」という

発言があったが、Eko 氏から「日本の経験が有効であると考えるが、技術的なことについては

あまりない。われわれも、技術基準をもっている、それに対し、どのようにして住民をフォロ

ーさせるかということが重要だ」という発言。 

○有効性・効率性 

・ Eko 氏から、中央政府は問題ないが、地方政府に問題がある。州経由で、県・市に approach

しても、うまくいかない場合が多い。この点については、他の関係者（地方政府？）に聞いて

ほしい。PU は、本プロジェクトの成果について、毎年 2 回、県市に対して普及活動（ワーク

ショップ：WS）をしているが、あまりうまくいっていない。 

○インパクト・自立発展性 

・ 建築 MIS のメンテナンスの持続性：エジソン氏から、MIS のメンテナンスは PU としてやら

ねばならないことであるとの発言があった。Eko 氏から、データリコーリングの大臣令ができ

るので、それに沿ってメンテナンスされる、とのこと。また、10 月 21～22 日の PU の WS で、

この MIS について話し合う予定である。 

 

インタビュー先：パダンパリアマン県 IMB 担当 

日時：2010 年 10 月 6 日（水）   9:20 – 10:30 

場所：パダンパリアマン県 SEKDA 事務所 

面談者：Mr. joni, 元 KPPT（県防災局）長 

    Mr. Nazran, SEKDA 秘書官 

調査団：皆川（記） 

本プロジェクトの追加コンポーネントの活動の実施対象県パダンパリアマン県関係者へインタビ

ューした。 

○実績 

・ 本プロジェクトで実施する地方政府の IMB 導入については、KPPT として西ジャワのバント

ゥール県に地震後の状況の視察調査を実施しており、概要は把握していた。地震後の公共施設

改修等の援助活動ではなく、制度強化の援助であることは理解していた。 

・ 現在は、建築 PERDA を 1 カ月前に議会に提出しており、近々議会の協議に入るので、今年中

には発出予定である。また、この PERDA に基づく IMB プロセスを全郡に導入予定。さらに、

郡事務所での IMB 運用（建築 MIS を含む）のための業務費を来年度予算に組み入れる計画で

ある。 

・ プロジェクト活動での大きな遅れはなかった。JICA チームとは、ほぼ毎日打合せをしたので、

いい協力関係をつくれた。 
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○妥当性 

・ 技術の優位性：インドネシアでは最先端技術ではなく、適正技術が必要であり、それにルール

が備わることが大事である。本プロジェクトで実施した冊子やポスターは、住民に新しいルー

ルを理解してもらうのに役立った。ルールは、住民だけでなく、行政側も必要である。 

○効率性 

・ プロジェクトの成果の導入にあたっては、特に大きな障害はなかった。 

・ キー・リクワイアメントは既に住民に広まっている。行政側も機会を見つけて住民への広報

をしている。PERDA は現在議会での討議にかかるところであるが、住民代表である議員から

のサポートもある。建築 MIS は、業務費の追加が必要であり、予算化を進めている。 

○その他 

・ プロジェクト成果は十分なレベルである。IMB の運用について、今後ともプロジェクト側と

のコミュニケーションを続けていきたい。 

 

インタビュー先：建築 MIS の運用現場視察 

日時：2010 年 10 月 6 日（水）   11:00 – 11:40 

場所：郡長事務所、Kecamatan Ulakan Tapakis 郡、パダンパリアマン県  

面談者：Mr. M. Joni, Secretary 

        Mr. Akhiruddin, Head of Public Order & Security （In charge of IMB） 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Achmad Firdaus（プロジェクトの MIS 担当、通訳） 

パダンパリアマン県の全郡に導入された建築 MIS の運用現場を視察し、関係者にインタビューし

た。 

・ MIS は 2010 年 4 月に導入した。 

・ IMB 申請は各村のグループが一括して行うため、一気に 200～300 件の申請になる（郡事務所

だけが申請先）。MIS の入力担当は 1 名であり、2 日間の研修を受けた。1 件の処理に 5～7 分

かかる。現在までに 1,642 件の申請のデータ入力が終わり、許可証が発行されている。現行シ

ステムの入力項目は 150 あるが、必須項目のみの入力でよいとの指導が県からあり、より速

い処理をめざしている。 

・ MIS で印刷する書類のうち、表紙は色刷りの A4 判のため、それを準備する手間が問題となっ

ている（インドネシアでは、公文書は F4 判が中心のため）。また、定期的メンテナンスも必

要である。 

・ 申請を受け付けたもののうち 25%は既に県政府に提出されており、そのうち 15%で既に補助

金の配布が行われている。 

・ 同郡の地震被害家屋数は、全壊 3,684 軒、半壊 638 軒、軽微 587 軒、計 4,909 軒となってい

る。 
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インタビュー先：パダンパリアマン県法制局（PERDA 担当） 

日時：2010 年 10 月 6 日（水）   12:45 – 13:45 

場所：パダンパリアマン県 SEKDA 事務所 

面談者：Mr. Masyiir Amin, 同県法制局長 

        Ms. Salmadeni, 同 法制局職員 

        Ms. Furiyatina, 同 法制局職員 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Achmad Firdaus（プロジェクトの MIS 担当、通訳） 

同県の PERDA に係る審査等の担当部局は法制局のため、同局長にインタビューした。 

・ 建築許可のための PERDA 制定にあたっては、法制局が中心となり、PU、BAPPEDA（国家開

発計画庁の地方局）等の関係機関と調整をとってドラフトした。今は、議会での討議待ちの

段階。 

・ National Committee for Human Rights が PERDA 制定に関する JICA の支援活動に関心をもって

おり、彼らの省令等の作成を支援してほしいという話があった。 

・ 当地には、以前から JICA 防災チーム（地域防災計画プロジェクト）が入ったりしており、JICA

との関係は良い。 

・ 法制局では、地震後に IMB にのっとった申請の手数料を無料化する県知事令を最初に出して

いる。 

・ PERDA は、同県自身で 2004 年にドラフトしたが（1 カ月でドラフト作成）、その後の手続き

が進んでいなかったところにパダン地震が起こり、JICA チームが同 PERDA 制定の支援活動

を始めた。したがって、同県の PERDA（案）に PU で作成したモデル PERDA をインプット

したものとなっている（JICA チームの活動は facilitation）。 

・ JICA チームの活動中は、同県政府内の各機関と 8～10 回協議を重ね、この 8 月に議会に提出

した。 

・ 建築 MIS は法制局の担当ではないが、PERDA のなかの一項に県政府が住宅関係のデータを保

有することを書いている。 

 

インタビュー先：パダン州立大学 

日時：2010 年 10 月 6 日（水）   15:20 – 16:30 

場所：パダン州立大学 

面談者：Mr. Iskandar Rani 

        Mr. Eka Juliafad 

        Ms. Revian Bady 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳） 

本プロジェクトの追加コンポーネント「パダン地震住宅再建支援調査」の業務の一部を委託した

パダン州立大学（UNP）関係者にインタビューした。 

・ JICA からの委託内容は①キー・リクワイアメントの技術面での検証実験の実施（長期専門家

対応）、②IMB の普及啓もう活動支援である。 
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・ ①の実験は、Iskandar 氏を中心に 3 テーマの実験を同大学施設で実施した。結果はセミナーで

報告した。 

・ ②の活動は Revian 女史と他 1 名で実施した。IMB の普及促進資料として 3 つの冊子（Simple 

Inspection, Watch Out, Monitoring）を作成した。ペルー地震でコンサルタント（オリエント・

コンサルタント）が作成したものをベースに、パダンの実情に合うように改訂を加えた。Book1

は facilitator 向け、Book2 は住民向け、Book3 は facilitator 向けである。同冊子の配布を兼ね、

同県内 19 の郡事務所で 2010 年 3 月に WS を実施した。 

・ 上記の冊子配布に大きな遅れが起きた（関係者の話によると、州政府関係者が半ば同活動を

妨害するかのように手続きを遅らせた）。このため、ドラフト完成から配布に 4 カ月かかった。 

・ WS での住民の反応はポジティブであり、特に、Watch Out に興味を示した。お絵かき大会と

いう子どもを集めたイベントも実施したが、県知事自ら優勝者を祝福した。 

・ 実験では 9 人の学生を使った。日程はきつかったが、活動全体に問題はなかった（JICA チー

ムでの評価も高い）。 

・ 今回はキー・リクワイアメントの説明を冊子等で行ったが、今後は実際の建築工事の過程を

デモして、具体的な工事技術の普及をすべき。また、パダン近郊でより大きな地震が予想さ

れているので、JICA の協力を続けてほしい。防災教育への支援も必要である。 

 

インタビュー先：西スマトラ州 TPT（国家防災庁の地方支部、パダン地震援助の窓口） 

日時：2010 年 10 月 7 日（木）   9:00 – 9:45 

場所：TPT 長官室 

面談者：Mr. Sugimin Pranoto, Coordinator, Technical Support Team（TPT）for West Sumatra Earthquake

Ms. Aniza Soeyan,  同氏秘書（元 IBU Foundation スタッフ） 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳） 

本プロジェクトの追加コンポーネント「パダン地震住宅再建支援調査」の活動の西スマトラ州側

窓口機関にインタビューした。 

・ 平川さんをはじめ JICA メンバーが精力的に関係機関との調整をしてくれたので、JICA との

協力業務については大変うまくいったと評価している。 

・ パダン地震復興のための技術ガイドラインを平川さん等と TPT で作成し、それに基づいて活

動を実施してきた。 

・ JICA の作成した IMB 普及用冊子、ポスターは大変役立っており、同州で地震被害のあった

12 県市に配布してある。今後は、冊子だけでなく、（地震前対策につながる）研修や訓練が重

要になってくる。 

・ 今後は、disaster preparednessのための啓もう活動等を実施する予定である。このテーマは、JICA

の今後の活動に対する suggestion でもある。なぜなら地震前、地震中、地震後のうち、対策が

十分にできていないが効果が大きいのは地震前だからである。 

・ JICA を含むドナー機関とは毎月定例の調整委員会を開催しているが、JICA に対しては打合せ

要請にできるだけ個別に応じてきた。現在は、40 のドナー、NGO 等の協力機関が同調整委員

会に参加している。 

・ キー・リクワイアメントは一般住宅の建設に役立つもの。日本の技術的優位性は、病院等の
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公共施設や高層ビル等の耐震化にあると思っている。 

・ 神戸を訪問したとき、地震関係の展示がある展示館を見たが、あれをできれば西スマトラ州

に造りたいので、日本からの何らかの支援を得られればありがたい。 

 

インタビュー先：西スマトラ州 PU 住宅局 

日時：2010 年 10 月 7 日（木）   11:00 – 12:00 

場所：西スマトラ州 PU 住宅局 

面談者：Mr. Nasraz, PU 住宅局総務 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳） 

本プロジェクトの追加コンポーネント「パダン地震住宅再建支援調査」での支援業務での実際の

協力機関にインタビューした。 

・ 同調査団が作成した IMB 制度のファシリテータ・住民が利用する 3 つの冊子について、自分

たちで内容を改訂した。また、TPT が言っているガイドラインは PU がつくったものであり、

TPT は作成能力がない。 

・ JICA とは多くの活動を共同で実施してきた。IMB 制度のモニタリング、普及及びファシリテ

ータ向け研修等である。現在実施しているファシリテータ用研修は、PU と 3 つの大学（アン

ダラス大学、パダン工科大学、ブンハッタ大学）が講師陣となっている。2010 年 2～5 月に

20 回実施している。ファシリテータは現在 2,500 人以上育成した（復興計画のフェーズⅡ向

け）。1 グループ 4 名（技術担当 2 名、住民相談担当 2 名）のファシリテータで活動させてい

るが、技術担当が不足気味。日程的には少し遅れ気味である。JICA の作成した冊子、ポスタ

ーは既にほとんど配布済みであり残部が少なく、ファシリテータに配布することができない

でいる。 

・ IMB 制度構築のため、パイロットプロジェクトとして約 7,000 件の IMB 申請を扱った。正確

には、申請件数 7,634 に対し申請内容が正しいことを確認した（validation）ものが 6,983 件に

なった。補助金は、全壊家屋の再建に 15 ジュタ（約 15 万円）、半壊に 10 ジュタ、小規模被

害に 1 ジュタとなっており、申請時に対象金額の半額（全壊なら 7.5 ジュタ）を申請者に支払

い、内容確認後に残り半額を渡すことにしている。これらの作業をファシリテータが担当す

る。PU では、こうしたプロセスをできるだけオープンにしている（事実、インタビュー時に

いろいろな金額に関する報告書を見せてもらった）。 

 

インタビュー先：Pesisir Selatan 県  

日時：2010 年 10 月 7 日（水）   12:50 – 13:30 

場所：パダン市内 

面談者：Mr. Doni, 同県 PU の JICA 担当者 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳） 

本プロジェクトの最優先県市の 1 つの同県 PU の JICA 担当者がパダン市にいることが分かり、急

きょインタビューを実施した。 



－107－ 

・ JICA の活動は大変役立っており、感謝している。 

・ IMB は以前 PU が取り扱っていたが、パダン地震後は一般住宅の IMB 担当（許認可）は 2 階

以上の住宅は DINAS Perizinan（許可局）に、平屋建ては郡事務所に移った。 

○実績（JICA の活動は 2008 年度に実施） 

・ PERDA は現在既に県議会に提出しているが、他の討議案件とともに審議待ちの状態である。

同県の県知事選がこの 8 月にあり新しい県知事に交代したが、反対派の動きが強く、また予

算システムを変更したため、県行政全般に遅れが出ている。 

・ 建築 MIS は郡レベルで研修＋ドキュメント配布＋ソフトウェア配布をしているが、コンピュ

ータの供与はしていないため MIS 用のコンピュータがなく、利用が進んでいない。 

・ PERDA については、同県作成のものがあり、それをベースに JICA との協議を経てドラフト

を作成し、法制局を通して議会へ提出した。また、パダン地震後の対応として IMB の順守を

規定した県知事令を発出した。 

 

インタビュー先：パダン州 Padang Barat 郡事務所（建築 MIS 導入先の視察） 

日時：2010 年 10 月 7 日（水）   14:00 – 14:30 

場所：西パダン郡事務所 

面談者：Mr. Radhi, 同郡事務所職員 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳） 

プロジェクト作成の建築 MIS がパダン市内の全郡事務所（11）に導入されたので、その使用状況

を視察した。 

・ 導入は 2010 年 3 月。パソコンはまだ MIS には使用されておらず、地震関係の報告書作成に使

用中。 

・ IMB の申請は 1 件のみ（インタビュー時）。これまでは、IMB の申請書は同事務所の他のパソ

コンで MS Word を使って処理されている。 

・ 申請件数が少ない理由は、第一にパダン市ではこれまで既に IMB の建築許可を発行しており、

新たな IMB 申請が少ない。第二に、IMB の申請は延べ床面積 60m2 までは kelurahan（村）、同

60～100m2 は郡事務所、同 100m2 以上は空間計画局に提出することになっている。このため、

郡事務所に提出される案件が多くない。さらに、60～100m2 の案件でも郡事務所へ提出する前

に空間計画局に行ってアドバイスをもらう必要があり、また、空間計画局に申請してもよい

ため、わざわざ郡事務所へ申請するケースが少ないとのこと。 

・ 今後は、JICA 提供の MIS を利用する計画。 
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インタビュー先：タナダタール県 

日時：2010 年 10 月 8 日（金）   10:50 – 12:00 

場所：同県 DINAS Tata Ruang 事務所 

面談者：Mr. Nirmah, Sub-head of DINAS Tata Ruang  

        Mr. For a Rika, staff, DINAS PU 

        Ms. Harniwati, staff, DINAS Tata Ruang 

        Mr. Vorry Rarwrad, staff, Birau Hukum 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳） 

西スマトラ州での最優先県市の 1つであるタナダタール県の IMB担当グループへインタビューし

た。 

○実績 

・ PERDA は既に議会に提出済み（9 月 30 日）。今後議会での討議日程が調整されることになっ

ており、来年初めには同県令が交付される予定。もともと同県独自の PERDA があり、これに

JICA からの提案・アドバイスを加味して改訂版とした。SLF は PUCK との関連で追加した。 

・ キー・リクワイアメントの住民への説明会（socialization）については、3 郡でまず PU が直接

実施した。他の 11 郡は各郡事務所職員が実施した。公務員は IMB 制度を順守するが、住民は

理解しているグループは順守するがそうでないと順守しない。こうしたグループをいかに順

守させるかが課題である。 

・ 同県では地域空間計画を作成しており、これに基づく空間計画 PERDA も提案中である。これ

により、建築物等のモニタリングができる。 

・ MIS は、KPPT に導入することを考えており、研修を実施したが、郡事務所に MIS 用のコン

ピュータがないので実用化には至っていない。MIS のソフトウェアは各郡事務所に配布済み

だがバージョンが 3.2 であり、最新版 3.3 に更新する必要がある。また、システム上、県と郡

との間のリンクがとれないのも問題である。今後、ハードウェアの購入とオペレータの養成

に取り組む予定。 

○実施プロセス 

・ JICA との協力活動は順調であり、日程上の遅れはなかった。JICA の要請を受けて頻繁に会議

をもった。PERDA 作成では週 2 回の会合をもった。専門家も大変フレンドリーであり、実

施中の問題はなかった。 

○有効性・インパクト 

・ JICA のプロジェクトからは多くを学んだ。キー・リクワイアメント等のコンセプト、住宅の

安全性の重要性、多くの資料、データベースの整備の必要性、ファイリング・システム等で

ある。 

○自立発展性 

・ まず PERDA を交付させることに注力する。 

・ 技術的側面と法制度の一体化を進めていきたい。 

・ MIS では、その利用普及に向けて、人材とハード、ソフトを含めて準備する予定。 

・ もし可能であれば、IMB 制度の実施における行政サイドの能力向上を支援してほしい。そう

すれば、MIS もより有効になる。 
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インタビュー先：北スラウェシ州大学関係者 

日時：2010 年 10 月 11 日（月）   12:00 – 13:30 

場所：同州 DINAS PU 内のプロジェクト事務所 

面談者：Mr. Michael Barona, Law Advisor（PERDA 担当、サムサトランギ大学法学部） 

        Mr. Done Kabo, Technical Advisor（キー・リクワイアメント担当、パダン職業訓練大学）

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：亀村専門家、白川専門家、平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳）、その他プロ

ジェクトチームメンバー3 名 

北スラウェシ州、中部スラウェシ州、ゴロンタロ州でのプロジェクト活動で協力をお願いした法

律アドバイザー（PERDA）と技術アドバイザー（キー・リクワイアメント）の大学関係者にイン

タビューした。 

○活動実績 

・ （Michael 氏）全体の日程は JICA 側の日程に従っている。特に大きな遅れはない。2009 年 6

月に開始し、途中パダン地震対応で活動の主力が西スマトラに移ったが、4 月から再開。ま

ず 3 市の PERDA に関するデータ、情報を収集し、分析することから始めた。同プロジェク

トが地方政府の法整備に与えた効果は大きい。まず、地方政府に行政法を整備しようという

「やる気」を起こした。また、地方政府は PERDA を十分に知っていなかったので、地方政

府が建築の法令を勉強する機会となった。会合は、毎週 3 市で開催した。また、地方政府は

調整委員会と作業委員会をつくったが、必ずしも十分に機能していなかった。各市とも、プ

ロジェクトの最初の会合には関係 DINAS 等が参加したが、そのあとは IMB を担当する空間

計画局のみの参加になった。もし、JICA が積極的な支援（会合）をしなかったら、各市とも

動かなかっただろう。各市との会合のほかに、JICA 側でのチーム内会議が頻繁にあり、情報

を共有するとともに、その会議の結果を最終的に 3 市担当局に提供した。PERDA の進捗状

況は、ビトゥン市は既に議会に提出したが、残り 2 市は法制局での文書化中である。3 市の

PERDA は同一ではなく、地理的特性等を考慮したものになっている。例えば、マナド市は

島嶼への対応部分を含んでいるが、ビトゥン市はそれがない。とにかく、地方政府のやる気

を起こさせることが重要である。 

・ （Done 氏）エンジニアとして JICA プロジェクトに参加できて光栄である。最初に、3 市で住

宅建設方法の調査をした。現場でサンプルを取り、コンクリート試験等をしてその練り方に

おける技術と強度の関係を分析した。コンクリートについては、ラボと現場で強度等に違い

があることが分かった（水の違いにより、現場の方が品質が悪い）。鉄筋については、市場

で直径が基準どおりでないことも分かった。キー・リクワイアメントは、住民にとって有効

であると思っている。キー・リクワイアメントの内容を PUCK でプレゼンしたところ、水の

影響が大きいことが分かったので、キー・リクワイアメントのポスターに水の記述を含めた。

キー・リクワイアメントに関するセミナーを UNSRIT で 2010 年 2 月に開催したが、100 人招

待したのに対し 350 人（学生）が参加したのには驚いた。 

○実施プロセス 

・ （Michael 氏）パダン地震対応で、北スラウェシで実施予定の活動が 2010 年 3 月から 6 月に

変更になったぐらい。（Done 氏）エニジニアチームで実施した活動には遅れがなかった。 
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○インパクト（建築関係法令の重要性に関する行政、住民の意識等） 

・ （Michael 氏）行政側に変化がある。つまり、PERDA を従来のものから改訂した。住民より

も行政がまずこの法令の重要性を知る必要がある。JICA の支援前には政府職員は同法令を知

らなかったが、今は理解しているので、住民に対して知らせていかなければならない。

socialization は、まず政府職員に対してするべき。同州、中部スラウェシ、ゴロンタロ州向け

に socialization をしたし、Bandung では全国向けの WS があった。 

・ （Done 氏）キー・リクワイアメントの socialization として小冊子を住民に配布している。同

冊子により、住民は住宅の外観だけでなく技術的側面も考えるようになった。同小冊子は学

生にも配っているし、自分自身で建設職人にも配っている。建設職人は自分のスキルを信じ

ており、また家屋は倒れていないというので、技術は既にあるのと、耐震性強化の重要性を

説明。また、住民は耐震性強化は費用がかかるという先入観があるので、シミュレーション

をしたが、そんなに価格は高くならないと説明している（セメントの混ぜ方を変えると 50 万

ルピア高くなる程度）。しかし、住民は必ずしもポジティブではない。 

・ （Michael 氏）地方政府の責任機関が、建築関係ルールについて眠っていたことが分かった。

建築 PERDA の必要性・重要性が分かった。JICA が来る前は、建築手数料のことばかりを考

えていた。 

・ （Done 氏）JICA が来る前は、安全でない住宅が建てられるだけだったが、JICA のおかげで

安全面での改善が進む、という見方ができる。キー・リクワイアメントは地方政府への

socialization は済んでいるので、住民への socialization に移るべき。 

○フェーズⅡへのコメント 

・ （Done 氏）キー・リクワイアメントに関する更なる socialization を地方政府、住民にすべき。

キー・リクワイアメントにも地域特性を考慮した内容を追加すべき。また、ノン・エンジニア

ド・ハウスの研究が必要。工科大学の教育のカリキュラムにも入れていくことが必要。防災と

いう視点も必要。キー・リクワイアメントのエディション 2 が必要、なぜなら、今のキー・リ

クワイアメントはジャワ版であり、地域別の建築工法を反映させる必要がある。 

・ （Michael 氏）このプロジェクトを他の県市に広げるべき。これまでの県市の PERDA は、コ

ンサルタントだけがつくっていて、地方政府の職員は知らない。こうした PERDA は実施がで

きない。JICA のやり方では、地方政府職員が理解するようにモチベーションをもたせている。

また、モニターが必要。 

 

インタビュー先：北スラウェシ州マナド市 DINAS Tata Kota（都市計画局） 

日時：2010 年 10 月 12 日（火）   14:00 – 15:30 

場所：マナド市 DINAS Tata Kota 

面談者：A. Moniaga, SH, Sekretaris Dinas Tata Kota 

    Ir. Nurlaila Kangiden, Kepala Bidang Perumahan 

    Fachri Poli, Kepala seksi Pembinaan Perumahan 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：亀村専門家、白川専門家、平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳）、その他プロ

ジェクトチームメンバー3 名 

マナド市 IMB 担当の DINAS Tata Kota（都市計画局長）にインタビューした。 
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○活動概要 

・ JICA からの協力を得られたことを感謝する。PERDA 建築については、もともと、マナド市

の責任のものであるが、それに対し、JICA の支援があり、いろいろと input があった。また、

日本は、地震との関係にいろいろとノウハウのある国である。今、PERDA については、既

に法制課に入っている。JICA からの contribution を評価している。スタッフも、感謝してい

る。局長は、本邦研修に参加しており、今日ジャカルタから帰ってくる。 

・ キー・リクワイアメントについては、参考資料としてとても良い。建設のために良い。来年

には、予算化を図り普及に取り組んでいきたい。MIS については、内部での利用にとどまっ

ている。市長選挙に係る混乱があり（今月の 21 日に再選挙）、予算が同選挙向けに回ってお

り、MIS 導入を進める予算がない。MIS より、まず、PERDA の改訂が早くできることを希望

している。それが、政府の基本的ルールになるから。そこから、オンラインといったシステ

ムが始まっていく。それは、one stop service の窓口とも関係してくる。マナドは、地震の発生

に関して、安全な家が必要。また、PERDA の socialize として、IMB の普及に関し、新聞を活

用したような手法などをとっている。MIS、キー・リクワイアメントについても都市計画局が

責任部局である。PERDA 改訂作業には、法制課、PU、BAPPEDA、郡事務所、Bagian perkotaan

（都市課 under SEKDA）などが meeting に参加している。最初から、都市計画局と法制課が

参加していたが、最後に、他の関係部局もみんな参加して実施した。 

・ JICA と Kota との調整はとてもうまくいった。毎週打合せをしたし、JICA の他の地方の経験

が生かされ、われわれとしても、それを得ることができた。それを、PERDA のなかに入れる

ことができた。特に、キー・リクワイアメントなどがある。Michael 氏のアドバイスは役に立

った。やはり、法的な言葉の使い方などについて、アドバイスがもらえた（技術的な観点か

らの表現と法律上の表現が違ったりする）。Michael 氏とは各条文ごとに検討がされ、その知

識などから、入っている組織の点や個人的な観点からもよかった。 

・ PERDA は、今法制課で審査しており、その後、修正意見が出たら、他の技術担当局の check

も受けて、それらに基づいて修正し DPRD（議会）に送られることになる。建築 PERDA につ

いては、議会からも評価されており（JICA の支援についても評価されている）、重要性とし

ても、民衆の活動に直結することとして重要だという評価である。 

・ MIS について、データ入力（Pendataan）については、PERDA に入っているので、PERDA が

発出されたら Pendataan はできるようになる。（JICA Firdaus より、そうは言っても、まだ、one 

stop service との調整が必要になる）。 

○フェーズⅡの活動に関するコメント 

・ 他の地方で実施する場合には、もっと技術的なことに力を入れてはどうか。教育関係とか、

本の改善についてはもっと内容の充実がされるといい。人事異動のことを考えると、だれか

が代わっても、その代わりができる人材を育てる、といった取り組みが必要である。 

・ PERDA の全体的な構成については同じであるが、地方ごとに違うといったことを確認した方

がいい。そうした点から、技術的な違いがどこにあるのか、ということの研究が必要ではな

いか。また、socialization が重要である。 

・ 日本の技術の優位性を語るためには、日本に行かないといけない（冗談）。 
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インタビュー先：北スラウェシ州ビトゥン市  
日時：2010 年 10 月 12 日（火）   9:20 – 10:45 
場所：ビトゥン市 Tata Ruang（都市計画局） 
面談者：Rosa Muntuuntu, Kepala Bidang Perencanaan dan Penataan Kota 
    Henri Sakul, Kepala Bidang Pengawasan dan Pengendalian Tata Ruang 
    Emylia Sompotan, SH, Bagian Hukum & HAM 
    Olivia Worang, SH, Bagian Hukum & HAM 
調査団：皆川（記） 
オブザーバー：亀村専門家、白川専門家、平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳）、その他プロ

ジェクトチームメンバー3 名 

北スラウェシ州の最優先都市の 1 つであるビトゥン市 IMB 担当部局にインタビューした。 
○活動概要 
・ 2009 年の 9 月ぐらいから、PERDA の改訂を始めた。市の PERDA については、官房長（SEKDA）

との meeting を基に活動を開始した。そのなかでは、関係機関を巻き込みながら実施した。た

だ、個別に PERDA づくりを実施することについては、Tata Ruang で実施した。 
・ キー・リクワイアメントについては、socialize している段階。Bukusaku などでポスターを配

布している。人々には、非常に喜んでもらった。人々は、どういうものが耐震建築か、とい

うことが分かっていなかったので、Bukusaku などを通じて、個々の方法を伝達した。Bukusaku
を使って、直接、建設職人に見せることができてよかった。 

・ 今は、電子式のものをやる施設がない。今は、manual 方式でやっている。予算、要員、設備

の準備が必要である。Propose はするにしても、上位機関（市長）の意思決定が必要で、それ

があって、予算化も可能になる。今は、市長の policy decision を待っている状況である。IMS
の申請は、現在 1 日 4～5 件程度。 

・ PERDAは議会に提出済みであり、審議待ち。同案について PUCKに相談したところ、Traditional 
建物に関する条項を入れるような要請があり、その点を修正したうえで議会に提出した。た

いした問題ではない、と考えている。DPRD から、内容説明の要請があるはずだが、まだ呼

ばれていない。それを待っている。 
・ プロジェクトのスケジュールについて、fix していたわけではないが、5 月には議会に入れて

いて、だいたいうまくいっているのではないか。 
○活動の評価 
・ プロジェクト活動に関し、問題があるとすれば JICA 側よりも当方にあったのではないか。

JICA が用意していても、当方が十分準備できていなかった。JICA からは、白川氏がいつも参

加しており、議論してくれたし、多くの情報を入手できた。自分たちだけでは PERDA 改訂は

無理であり、時間も要しただろう。JICA の支援があってうまくいった。2001 年に旧 PERDA
があった。ただ、2000 年につくったときは、ちょっと見ただけ。今回は、JICA と一緒に検討

した。法制課も、技術的なことは分からない。そうした状況で、前 PERDA は、事実上使われ

ていなかった。人々がレポートしてきたことを見ていただけであった。今回は、一緒に、十

分議論してつくられた。 
・ 法律アドバイザーの Michael 氏の参加は大変有益だった。自分たちには、法律用語に関する問

題がある。空間計画局では、どうしても法律に関する知識が不足している。そうしたことに
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ついて、彼がアドバイスしてくれた。そういう点で、機能している。 

・ これまで、県外で JICA によるセミナーなどがあり招待されたが、予算の問題で行けなかった。

この前、マナド市内アストンホテルで WS があったときに、こちらの方から、パイロットプ

ロジェクトとして、経験を説明した。他の県・市から、ビトゥンのようにやってほしい、と

いう要望が出ていた。説明したときに、彼らの気をひいた。それに、地震の経験から、他の

地域でも JICA 支援による対策を期待している。 

○法制課からのコメント（インタビュー途中から参加） 

・ 法制課のプロジェクトにおける役割は、PERDA のチェックをしている。JICA と Tata Ruang

でつくられたが、それが、UU10/2004 に基づいてつくられているかということを確認してい

る。そして、終了すると、法制課の方から議会に上げている。最初の会議と最後の会議に参

加して、調整した。個別の話は Tata Ruang で実施したうえで、法制課の方に上げたものであ

る。キー・リクワイアメント、MIS については、法制課との関係はない。今回の PERDA に係

る活動は、よかったのではないかと思っている。 

○インパクト 

・ 以前と比較すると、JICA プロジェクトが始まってから、いろいろな知識を得た。MIS システ

ムなど。本プロジェクトのインパクトで Negative なものはない。人々にキー・リクワイアメ

ントを説明するのにも Bukusaku があるから説明しやすい、といった面がある。Bukusaku はコ

ミュニケーションツールとして使われる。 

○フェーズⅡへのコメント 

・ 活動のどこを直したらいいか、ということは分からない。他のセクション（PUCK）との調整

がうまくいっていないことがある。PERDA の drafting が終わってから、個々のことについて、

PUCK からいろいろと言ってきていることがある。SLF や TABG など（既に入っているが）

で、例えば SLF の細則を知りたいが、PUCK に質問しても回答がない。ただ、言葉の問題は

ある。Rosa 課長は本邦研修参加直後であり、日本の状況に大変感激していた。また、研修の

なかで東京都から分厚い建築法令の細則資料（日本語）を受け取ったが、そのインドネシア

語への翻訳が問題である、とのこと。 

 

インタビュー先：北スラウェシ州マナド市法制局 

日時：2010 年 10 月 12 日（火）   14:00 – 14:40 

場所：マナド市法制局 

面談者：DF.Supit, Kepala Bagian Hukum Kota Manado 

    Priyamos, Kepala Sub Bagian Perundang-Undangan 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：亀村専門家、白川専門家、平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳）、その他プロ

ジェクトチームメンバー4 名 

北スラウェシ州マナド市法制局へインタビューした。 

○活動概要 

・ 法制局の役割としては、法令を審査して、関係機関と調整し、法制化する。議会に送って、

議論が始まる。その後、議会が、PERDA を発効させることになる。プロジェクト期間中、15

回ぐらいは議論している。主にプロジェクト活動開始直後と最終段階（法制度文書化）での
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参加であり、その中間は技術的な検討が主立った都市計画局での議論である。法制局のスタ

ッフとしては、3 人が関係している。プロジェクト活動の WS には参加していない。JICA チ

ームとのコミュニケーションは問題なく、スムーズだった。ほかにも、特に問題はない。 

・ JICA は、他の地域の状況も見ているのが、よかった。マナドだけでなく、ビトゥン、トモホ

ンと比較されている。マナドは、パイロットプロジェクトなので、その経験が全国に展開さ

れていく、と認識している。他の地域とも、比較されていくのではないか。今後、PERDA が

できたら、人々に対して、公開して協議していくということも可能である。そうすると、他

の stakeholder から、意見を聞くということもできる。 

・ PERDA ができてから、の実施のために detail が必要になるが、そうした活動は都市計画局の

役割として、人々に対して啓もう活動を実施する必要がある。詳細なルールをつくる場合、

原案作成は Tata Kota の責任だが、法的手続きが必要なものは法制局でやる。 

・ JICA は、よく支援してくれた。いろいろと知ることができた。 

 

インタビュー先：北スラウェシ州トモホン市 IMB 担当部門  

日時：2010 年 10 月 13 日（水）   10:00 – 11:00 

場所：トモホン市 Tata Ruang 

面談者：Andrikus Wuwung, S.sos, Kepala Dinas Diknaspora（元都市計画局長、現教育局長） 

    Marthin Wenur, ST, Dinas Tarumansa（都市計画局、2009 年度本邦研修参加） 

    Emmy Montolalu, ST, Dinas Tarumansa（都市計画局、2010 年度本邦研修参加） 

調査団：皆川（記） 

オブザーバー：亀村専門家、白川専門家、平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳）、その他プロ

ジェクトチームメンバー4 名 

北スラウェシ州の最優先県市の 1 つトモホン市の IMB 担当の都市計画局にインタビューした。そ

れに先立ち、JICA プロジェクトを積極的に支援した元都市計画局長で現教育局長に表敬訪問した。 

○活動の概要 

・ 毎週、PERDA の meeting を実施した。それを 1 年やってきて、2 年に延長された。とにかく、

毎週、打合せをし、PERDA を finalize し、法制局に送っている。今後、法制局で、もう一度、

校正をして、議会（DPRD）に送ることになる。その後、議会が関係者を呼んで議論すること

になり、それを経て、発効されることになる。 

・ PERDA 改訂については DINAS Tata Ruang が IMB の担当部局のため、打合せの調整役になっ

た。会議のメンバーは PU、BAPPEDA、法制局、総務、監査部門であり、全部局がほとんど

の会議に参加した。会議はほぼ毎週あった。PERDA は、現在法制局で文書化を進めており、

それが終わってから議会に提出される。もし、議会から質問があれば、DINAS Tata Ruang が

回答を行う。予想では、来年に発出される。トモホン市では独自の PERDA（案）が既にあっ

たので、それを改訂した。 

・ JICA との協力事業は日程的には遅れがなかった。 

・ 現在、市長選挙の確定作業が続いているが、このため法制局での作業には若干の遅れがあっ

たが、DINAS Tata Ruang の方では特に日程上の影響が出なかった。 

・ キー・リクワイアメントについては、JICA が普及のための研修を実施し、住民への socialization

をしている。住民は従来どおりの工法で住宅を建設しており、その慣習を変えるのは大変で
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ある。今後、予算をとって説明会を実施し、一歩一歩、住民の理解を進めていく、といった

ことを考えている。キー・リクワイアメントを適用すると建設コストが増すというのが住民

の理解。DINAS Tata Ruang は、耐震性が上がることを強調して、少しずつ工法を変えていく

ように説明している。 
・ MIS についても、JICA が研修を実施している。システムはとても良い。同 MIS を導入するに

はハード、ソフト、オペレータ、運用予算等、準備するものが多く、すぐに導入するのは難

しい。導入には、市長の指示が必要である。そのためのルールも必要だろう。現在は IMB の

申請が月当たり 8～12 件あるが、manual 処理をしている。地震は多くない。活火山があり、

20～30 年前に噴火している。 
・ 法律アドバイザーの Michael 氏の参加は有効だった。法律用語を教えてくれた。 
○本邦研修 
・ インタビュー先の 2 名は本邦研修参加者であり、これに関するインタビューでは積極的に回

答した。同研修で特に興味を引いたのは、つくばで見学した GIS であり、建築申請地点での

各種規制を示すシステムと、東京で聞いた建築申請における民営化の話。また、神戸震災資

料館での地震のビデオ等である。日本のやり方は電子化されているが、こちらのやり方は

manual で実施している、ということを認識した。申請者や行政側も、電子システムが使われ

ている。そういうのを適用していきたい。 
○フェーズⅡへのコメント 
・ 法制作業ということもあるが、キー・リクワイアメントに準拠した住宅のパイロット建設の

デモンストレーション（これについては、元同 DINAS 局長も指摘した）がいいのではないか。

また、バンドンでの実験装置を使った耐震性の実験には参加しなかったが、これを住民に見

せて（トモホンで）住民の耐震の重要性への理解を促す活動が必要である。 
 

インタビュー先：北スラウェシ州トモホン市法制局  
日時：2010 年 10 月 13 日（水）   11:00 – 11:30 
場所：トモホン市法制局 
面談者：Ir. Laurens Bulo, MSc, MM, 同市官房長官 
    N. P Pasuhuk, 同市法制局次長  
調査団：皆川（記） 
オブザーバー：亀村専門家、白川専門家、平川氏、Vero（プロジェクト助手、通訳）、その他プロ

ジェクトチームメンバー4 名 

北スラウェシ州の最優先県市の 1 つトモホン市の法制局にインタビューした。この前に、同市の

官房長官を表敬訪問した。 
○活動概要 
・ JICA プロジェクトの成果である建築 PERDA については、DPRD に提出したばかり。法制局

は、PERDA の制定にあたっての進捗をモニターしている。また、最後には、PERDA につい

て、州の審査がある。それが、法制化していく手続きである。ここの業務の内容としては、

技術的なことについては、Tata Ruang で考え、法制局では、法的根拠がどうなっているか、

というようなことを審査し、法制化するための手続きを実施する。 
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・ JICA との協力活動について、Pasuhuk 氏は 1 カ月前に同法制局に異動になったばかりであり、

あまり知らない。Michael 氏の協力内容について、詳細は知らないが、どういう PERDA も、

学術的検討というものが必要である。 

・ スタッフからの話では、PERDA のドラフト化では特に問題は出ていない。これまで何回も

PERDA の legal drafting に携わってきたが、特に問題ないと考えている。PERDA は近々に発

出されるだろう。 

・ 最初に、議会で日程を議論し、特別委員会で議論することになる。そのあと州に送られて、

州からのアドバイスというのが入ってくる。まだ、日程の話をしていないので、どういうス

ケジュールになるか分からないところである。 

・ （同市官房長官）既に、PERDA の最終版に対しサインをしたので、他の PERDA と一緒に議

会に送り、議論が開始される。そのときには、JICA も招待する（当方より、その場合の JICA

の立場はオブザーバーで、回答は Tata Ruang からになるだろう、と説明）。 
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